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1.  調査の目的 
 
 本調査は、住生活基本計画に位置づけられた市場重視・ストック重視の視点を踏まえ、

市場機能が適切に発揮される条件を整備し、既存ストックの質を高めながら有効に活用し

ていくための住宅政策のあり方や住宅に関する予算、税制、融資の企画立案の基礎資料を

得ることを目的として、実施したものである。 
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2.  調査の内容 
 
2.1 対象とする市場 
 
 次に挙げる５つの市場を対象とし、アンケート調査を実施した。 

① 注文住宅 
② 分譲住宅 
③ 中古住宅 
④ 民間賃貸住宅 
⑤ リフォーム住宅 

 
2.2 アンケート調査 
 
(1) 調査方法 

アンケート調査は、市場ごとに下記の方法で行った。 
 

市場 対象 対象地域 調査方法 

注文住宅 平成 18 年４月から平成 19 年

３月までの間に自分自身の住

宅を建築して入居済みの人 

全国 建築物動態統計調査のうち「補正

調査」の対象から抽出した世帯主

への郵送による調査 

分譲住宅 平成 18 年４月から平成 19 年

３月までの間に新築の分譲住

宅を購入し、入居済みの人 

首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県） 

中京圏（岐阜県、愛知県、三重県）

近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）

各地圏で合計 160 地点を抽出し、

調査員が該当の住宅を探し出し、

訪問留置調査により実施 

中古住宅 平成 19 年４月から平成 20 年

２月の間に中古住宅を購入し

た人 

(注)社団法人全国宅地建物取

引業協会連合会の会員企業か

ら中古住宅を購入した人が手

続きをする際に調査票を渡し

て記入してもらうよう調査協

力依頼をしたため、当調査が実

施可能となった上記期間を対

象としている。 

首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県） 

中京圏（岐阜県、愛知県、三重県）

近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）

※サンプル数が少ないため、圏域

別の分析は行っていない。 

社団法人全国宅地建物取引業協会

連合会の会員企業で中古住宅を購

入した人に調査を依頼し、郵送に

て回収 
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市場 対象 対象地域 調査方法 

民間賃貸住宅 平成 19 年 12 月から平成 20 年

２月の間に民間賃貸住宅に入

居した人 

(注)社団法人全国宅地建物取

引業協会連合会の会員企業か

ら民間賃貸住宅に入居した人

が手続きをする際に調査票を

渡して記入してもらうよう調

査協力依頼をしたため当調査

が実施可能となった上記期間

を対象としている。 

首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県） 

中京圏（岐阜県、愛知県、三重県）

近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）

※サンプル数が少ないため、圏域

別の分析は行っていない。 

社団法人全国宅地建物取引業協会

連合会の会員企業で民間賃貸住宅

の賃借人に調査を依頼し、郵送に

て回収 

＜参考＞ 

リフォーム住

宅 

 

平成 18 年４月から平成 19 年

３月の間に自分の住宅をリフ

ォームした人 

全国 ウェブアンケートを実施した。 

 
(2) 調査期間 

1) 注文住宅 

平成 20 年１月 24 日～平成 20 年２月 29 日 
 

2) 分譲住宅 

平成 20 年１月 26 日～平成 20 年２月 29 日 
 

3) 中古住宅 

平成 19 年 12 月 18 日～平成 20 年２月 29 日 
 

4) 民間賃貸住宅 

平成 19 年 12 月 18 日～平成 20 年２月 29 日 
 

5) リフォーム住宅＜参考＞ 

平成 20 年１月 24 日～平成 20 年１月 28 日  



２．調査の内容 

 4

(3) 圏域の説明 

1) 注文住宅の郵送調査における圏域 

① 大都市圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、静岡県、愛知県、三重県、岐阜

県、大阪府、兵庫県、和歌山県、滋賀県、京都府、奈良県） 
② うち、南関東（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 
③ うち、近畿（大阪府、兵庫県、和歌山県、滋賀県、京都府、奈良県） 
④ その他の地域（大都市圏以外の地域） 

 
2) 分譲住宅の訪問調査及び中古賃貸住宅調査における圏域 

① 首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 
② 中京圏（岐阜県、愛知県、三重県） 
③ 近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県） 

 
3) リフォームのウェブ調査における圏域 

① 首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 
② 中京圏（岐阜県、愛知県、三重県） 
③ 近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県） 
④ その他の地域（首都圏、中京圏、近畿圏以外の地域） 

 
(4) 用語について 

1) 延べ床面積 

住宅の各階の床面積の合計をいう。 
 

2) 敷地面積 

住宅及びその付属建物の敷地となっている土地の面積をいう。 
 

3) 住宅 

完全に区画された建物の全部又は一部で、ひとつの世帯が独立して居住すること

ができるように建築されたものをいう。 
なお、共同住宅及び長屋建住宅では、ひとつの世帯が独立して居住することがで

きる１区画を１戸とした。 
 

4) 注文住宅 

世帯主が自分で居住する目的で建築した住宅をいう。 
 

5) 分譲住宅 

建て売り住宅又は分譲を目的として建築された住宅をいう。 
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6) 中古住宅 

新築後、他の世帯が居住していた住宅をいう。 
 

7) 民間賃貸住宅 

個人や民間企業が賃貸する目的で建築した住宅で社宅などの給与住宅を除いた住

宅をいう。 
 

8) リフォーム住宅 

増築、改築、模様替えなどの工事を実施した住宅をいう。 
 

9) 敷地の取得方法 

住宅の敷地である土地について、購入、相続、贈与、借地（無償及び有償）、その

他の別をいう。 
 

10) 住宅建築資金 

住宅建築資金の総額をいう。なお、土地購入資金は含まない。 
 

11) 土地購入資金 

敷地の取得方法が「購入」の場合の土地購入資金の総額をいい、土地購入費と表

記する場合もある。ただし、土地の購入時期が平成 13 年以前の場合は含まない。 
 

12) 購入資金 

住宅（土地を含む）購入資金の総額をいう。 
 

13) 自己資金比率 

住宅建築資金、土地購入資金又は購入資金に占める自己資金の比率をいう。 
 

14) 公的金融機関 

住宅金融支援機構、その他公的金融機関をいう。 
 

15) 住宅金融支援機構提携ローン「フラット 35」 

住宅金融支援機構と民間金融機関が提携して提供する、 長 35 年の長期固定金利

型の住宅ローン商品のことをいう。融資額は 高 8,000 万円で、住宅建設費用や住

宅購入費用の 90％まで利用することができる。融資の申し込みは、「フラット 35」
を取り扱っている民間金融機関で行う。 
融資を受けるためには、申込者の月収や年収に条件があるほか、対象住宅につい

て、機構が定める独自の技術基準に適合していることを証明する適合証明書の交付

を受ける必要がある。 
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16) 年収 

賃金、俸給、賞与、残業手当、内職収入、年金配当金、生活保護費、仕送り、営

業利益（自営業者）等の世帯全員の税込み年間収入の合計をいう。 
 

17) 住宅ローン年間支払額 

住宅金融支援機構提携ローン（フラット 35）、民間金融機関ローン（住宅金融支援

機構提携ローン以外のもの）、住宅金融支援機構融資（直接融資）、その他公的機関

や勤務先からの借入金の住宅ローンを利用して住宅を取得したとき、これらの借入

先への年間支払額の合計をいう。 
 

18) 返済負担率 

年収に占める住宅ローン年間支払額の比率をいう。 
 

19) 年齢 

世帯主の建築着工時又は購入・入居時の年齢をいう。 
 

20) 直前の住宅 

持家を新築又は購入した者が当該住宅に居住する直前に居住していた住宅をいい、

次の９種類に分類した。 
① 持家 
② 社宅、寮、公務員住宅等 
③ 公営住宅（都道府県・市区町村営住宅） 
④ 都市再生機構・公社等の賃貸住宅 
⑤ 民間賃貸住宅（普通借家） 
⑥ 民間賃貸住宅（定期借家） 
⑦ 下宿、間借り 
⑧ 親、兄弟姉妹など親族の住宅 
⑨ その他 
ただし、④に示した都市再生機構・公社等には、都市基盤整備公団、住宅・都市

整備公団又は日本住宅公団を含むものとした。 
 

21) 高齢者対応設備 

高齢者が毎日の生活を支障なく行うことを目的として住宅に設置された、以下の

設備をいう。 
① 手すり（便所、浴室、廊下など２ヵ所以上に設置されているもの） 
② 段差のない室内 
③ 廊下などが車椅子で通行可能な幅（おおむね 80cm 以上であるもの） 
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22) 省エネ設備 

住宅に設置された、省エネルギーに配慮した以下の設備をいう。 
① 二重サッシ（窓ガラス等） 
② 太陽光発電装置 

 
23) 住宅ローン減税制度 

住宅ローンを利用して住宅を取得したとき、年末の住宅ローンの残高に応じて、

所得税を一定期間軽減する制度のことをいう。制度の適用にあたっては、世帯主の

年収、住宅購入資金、延べ床面積、築年数等の要件が定められている。 
 

24) 住宅性能表示制度 

個々の住宅の持つ性能について、共通に定められた方法を用いて客観的に評価及

び表示を行い、住宅取得者に対して住宅の性能に関する信頼性の高い情報を提供す

る制度である。住宅取得者や住宅生産者、住宅販売者の任意の選択により利用でき

る。新築住宅については平成 12 年 10 月から、中古住宅については平成 14 年 12 月

から、実施されている。 
評価及び表示を行う分野は、構造の安定、火災時の安全、劣化の軽減、維持管理

への配慮、温熱環境、空気環境、光・視環境、音環境、高齢者等への配慮、防犯の

10 分野である。評価は、国土交通大臣により指定された第三者機関が、国土交通大

臣が定めた評価方法基準に従って実施する。 
 

(5) 調査項目 

1) 注文住宅 

① 世帯（住宅）に関すること 
・ 工事の種類 
・ 居住人数 
・ 65 歳以上の居住者 
・ 敷地の取得方法 
・ 敷地を入手した時期 
・ 住宅建築当時の世帯主の年齢 
・ 世帯主の職業 
・ 世帯主の勤続年数 
・ 平成 18 年の世帯年収 

② 資金調達方法 
・ 住宅建築資金（土地購入資金を除く） 
・ 住宅建築資金借入金の返済期間 
・ 贈与者が親の場合の親の年齢 
・ 土地購入資金 
・ 土地購入資金借入金の返済期間 
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・ 贈与者が親の場合の親の年齢（土地購入資金） 
・ 住宅購入資金（住宅購入資金と土地購入資金の合計） 
・ 住宅ローンの有無 
・ 住宅ローン減税適用の有無 
・ 年間支払額と返済負担率 
・ 民間金融機関への融資申込みの有無 
・ 民間金融機関からの希望額融資 
・ 民間金融機関借入金の金利タイプ 

③ 建築（購入）にあたり影響を受けたこと 
・ 工務店や住宅メーカーを見つけた方法 
・ 今回の住宅に決めた理由 
・ 今回の住宅に決めた理由（設備について） 
・ 景気の先行き感 
・ 家計収入の見通し 
・ 地価／住宅の価格相場 
・ 住宅取得時の税制等の行政施策 
・ 従前住宅の売却価格（従前住宅を売却した場合のみ） 
・ 金利動向 

④ 今回の住宅と直前の住宅の比較 
・ 直前の住宅の種類 
・ 直前の住宅の月額家賃 
・ 直前の住宅の取得時期 
・ 直前の住宅の処分方法 
・ 直前の住宅の売却損益の分布 
・ 直前の住宅の建て方 
・ 延べ床面積 
・ 敷地面積 
・ 高齢者対応設備 
・ 省エネ設備 
・ 定期借地制度を利用している世帯 
・ 片道通勤時間 
・ 従前の居住地 

⑤ 住宅性能表示制度について 
・ 住宅性能表示制度の認知度 
・ 住宅性能表示制度の利用度 

 
2) 分譲住宅 

① 世帯（住宅）に関すること 
・ 敷地の権利関係 
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・ 居住人数 
・ 65 歳以上の居住者 
・ 住宅購入当時の世帯主の年齢 
・ 世帯主の職業 
・ 世帯主の勤続年数 
・ 平成 18 年の世帯年収 
・ 毎月の管理費 
・ 修繕積立金 

② 資金調達方法 
・ 住宅購入資金 
・ 住宅購入資金借入金の返済期間 
・ 贈与者が親の場合の親の年齢 
・ 住宅ローンの有無 
・ 住宅ローン減税適用の有無 
・ 年間支払額と返済負担率 
・ 民間金融機関への融資申込みの有無 
・ 民間金融機関からの希望額融資 
・ 民間金融機関借入金の金利タイプ 

③ 建築（購入）にあたり影響を受けたこと 
・ 今回の住宅を見つけた方法 
・ 今回の住宅に決めた理由 
・ 今回の住宅に決めた理由（設備について） 
・ 今回の住宅に決めた理由（維持管理について） 
・ 景気の先行き感 
・ 家計収入の見通し 
・ 地価／住宅の価格相場 
・ 住宅取得時の税制等の行政施策 
・ 従前住宅の売却価格（従前住宅を売却した場合のみ） 
・ 金利動向 

④ 今回の住宅と直前の住宅の比較 
・ 直前の住宅の種類 
・ 直前の住宅の月額家賃 
・ 直前の住宅の取得時期 
・ 直前の住宅の処分方法 
・ 直前の住宅の売却損益の分布 
・ 住宅の建て方 
・ 延べ床面積 
・ 敷地面積 
・ 高齢者対応設備 
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・ 省エネ設備 
・ 定期借地制度を利用している世帯 
・ 片道通勤時間 
・ 従前の居住地 

⑤ 住宅性能表示制度について 
・ 住宅性能表示制度の認知度 
・ 住宅性能表示制度の利用度 

 
3) 中古住宅 

① 世帯（住宅）に関すること 
・ 購入した住宅の建築時期 
・ 購入した住宅の敷地の権利関係 
・ 居住人数 
・ 65 歳以上の居住者 
・ 住宅購入当時の世帯主の年齢 
・ 世帯主の職業 
・ 世帯主の勤続年数 
・ 平成 18 年の世帯年収 
・ 毎月の管理費 
・ 修繕積立金 
・ 売主による購入１年前以内のリフォームの有無 
・ 購入直後のリフォームの有無 

② 資金調達方法 
・ 住宅購入資金 
・ 住宅購入資金借入金の返済期間 
・ 贈与者が親の場合の親の年齢 
・ 住宅ローンの有無 
・ 住宅ローン減税適用の有無 
・ 年間支払額と返済負担率 
・ 民間金融機関への融資申込みの有無 
・ 民間金融機関からの希望額融資 
・ 民間金融機関借入金の金利タイプ 

③ 建築（購入）にあたり影響を受けたこと 
・ 今回の住宅を見つけた方法 
・ 今回の住宅に決めた理由 
・ 今回の住宅に決めた理由（設備について） 
・ 今回の住宅に決めた理由（維持管理について） 
・ 中古住宅にした理由 
・ 景気の先行き感 
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・ 家計収入の見通し 
・ 地価／住宅の価格相場 
・ 住宅取得時の税制等の行政施策 
・ 従前住宅の売却価格（従前住宅を売却した場合のみ） 
・ 金利動向 

④ 今回の住宅と直前の住宅の比較 
・ 直前の住宅の種類 
・ 直前の住宅の月額家賃 
・ 直前の住宅の取得時期 
・ 直前の住宅の処分方法 
・ 直前の住宅の売却損益の分布 
・ 延べ床面積 
・ 敷地面積 
・ 高齢者対応設備 
・ 省エネ設備 
・ 定期借地制度を利用している世帯 
・ 片道通勤時間 

⑤ 住宅性能表示制度について 
・ 住宅性能表示制度の認知度 
・ 住宅性能表示制度の利用度 

 
4) 賃貸住宅 

① 世帯（住宅）に関すること 
・ 賃貸契約の種類 
・ 居住人数 
・ 65 歳以上の居住者 
・ 入居した住宅の建築時期 
・ 住宅入居当時の世帯主の年齢 
・ 世帯主の職業 
・ 平成 18 年の世帯年収 

② 家賃など契約内容について 
・ 勤務先からの住宅手当 
・ １ヶ月家賃 
・ １ヶ月共益費 
・ 敷金／保証金 
・ 礼金 
・ 仲介手数料 
・ 更新手数料 
・ その他費用 
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③ 入居にあたり影響を受けたこと 
・ 入居した住宅を見つけた方法 
・ 今回の住宅に決めた理由 
・ 今回の住宅に決めた理由（設備について） 

④ 今回の住宅と直前の住宅の比較 
・ 直前の住宅の種類 
・ 直前の住宅の月額家賃 
・ 延べ床面積 
・ 敷地面積 
・ 高齢者対応設備 
・ 省エネ設備 
・ 定期借家制度を利用している世帯 
・ 片道通勤時間 
・ 従前の住宅の居住期間 

⑤ 賃貸借契約について 
・ 定期借家制度の認知度 
・ 賃貸住宅に関して困ったこと 

 
5) リフォーム住宅＜参考＞ 

① 世帯（住宅）に関すること 
・ 居住人数 
・ 65 歳以上の居住者 
・ リフォーム当時の世帯主の年齢 
・ 世帯主の職業 
・ 平成 18 年の世帯年収 
・ 入手時期 
・ 入手方法 
・ リフォームした住宅の建築時期 
・ 前回のリフォーム時期 

② リフォームの種類・内容 
・ リフェームの種類 
・ リフォームの内容 
・ リフォームの内容（住宅内設備について） 
・ リフォームの内容（住宅の構造について） 
・ リフォームの内容（冷暖房設備について） 
・ リフォームの部位 
・ リフォームの動機 
・ リフォームの工事期間 
・ リフォームの施工者 
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・ リフォーム施工業者を探した方法 
・ リフォーム時に困ったこと 

③ 資金調達方法 
・ リフォーム資金 
・ リフォーム資金借入金の返済期間 
・ 住宅ローンの有無 
・ 住宅ローン減税適用の有無 
・ 年間支払額と返済負担率 
・ 民間金融機関への融資申込みの有無 
・ 民間金融機関からの希望額融資 
・ 民間金融機関借入金の金利タイプ 

④ リフォーム前後の比較 
・ 延べ床面積 
・ 高齢者対応設備 
・ 省エネ設備 
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3.  アンケート調査回収結果 
 
3.1 注文住宅 
 
a) 発送数 4,124
b) 宛先不明 751
c) 到達数 3,373
d) 回収数 1,233
e) 回収率 36.6%
f) 無効票 62
g) 有効票 1,171  
 
無効票とは、回収されたアンケート票のうち、調査項目への回答がなかったもの及び対

象外（注文住宅以外の住宅に居住する人が回答した）であるものを指す。 
 
3.2 その他住宅 
 

首都圏 中京圏 近畿圏 その他 合計 配付数 回収率
分譲住宅 431 164 228 823 912 90.2%
中古住宅 91 - -
民間賃貸住宅 109 - -
リフォーム 388 87 168 387 1,030 1,030 100.0%  
分譲住宅については、配布数としてアンケートの内容確認後にアンケートへの協力同意

が得られた人数を用いている。また、中古及び民間賃貸住宅については、（社）全国宅地建

物取引業協会連合会の会員企業より配布された調査票の数量の把握が困難であるため配布

数は把握していない。また、リフォームについては、ウェブアンケートへの協力同意が得

られた人数を用いている。 
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4.  調査結果の概要 
 
調査結果の概要を以下に示す。注文住宅およびリフォーム住宅においては全国の合計を、

分譲住宅、中古住宅、民間賃貸住宅においては３圏域（首都圏、中京圏、近畿圏）の合計

を母数とする。 
なお、住宅タイプ別の詳細については、５章以降を参照されたい。 

 
4.1 世帯に関すること 
 
(1) 居住人数 

１世帯あたりの居住人数は、民間賃貸住宅で少なく、注文住宅、リフォーム住宅

では多い傾向にある。 
民間賃貸住宅では、「２人」が 27.9％、「１人」が 25.0％を占めており、単身若し

くは２人世帯が多い。 
 居住人数

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答

3.6人

3.1人

3.2人

2.6人

3.6人

１世帯あたり
平均居住人数

 
居住人数 （単位 : ％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答
注文住宅 2.9 20.1 25.4 30.3 14.3 6.2 0.9
分譲住宅 5.7 24.2 29.5 32.2 6.1 1.3 1.0
中古住宅 7.0 23.3 32.6 26.7 2.3 7.0 1.2
民間賃貸住宅 25.0 27.9 19.2 19.2 3.8 3.8 1.0
リフォーム住宅 2.6 21.8 26.3 27.9 12.4 8.9 -  
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(2) 世帯主の年齢及び 65 歳以上の居住者のいる世帯 

世帯主の年齢の平均は、注文住宅、分譲住宅、中古住宅で 30 歳代が も多く、特

に分譲住宅では、これに 30 歳未満を加えると約６割に達する。民間賃貸住宅では、

30 歳未満及び 30 歳代、リフォーム住宅では、40 歳代が も多くなっている。 
 世帯主の年齢

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

３０歳未満 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳以上 無回答
 

世帯主の年齢 （単位 : ％）
３０歳未満 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳以上 無回答

注文住宅 6.7 34.5 18.2 17.7 21.2 1.7
分譲住宅 10.9 48.2 19.7 9.7 10.8 0.6
中古住宅 8.1 41.9 19.8 14.0 12.8 3.5
民間賃貸住宅 27.9 27.9 24.0 7.7 9.6 2.9
リフォーム住宅 3.2 20.0 33.3 22.8 20.7 -  
 
また、65 歳以上の居住者がいる世帯の比率は、リフォーム住宅で 36.0％と も高

く、次いで注文住宅で 26.1％である。一方、民間賃貸住宅では、12.5％と も低く

なっている。 

６５歳以上の居住者がいる世帯

26.1

14.6

15.1

12.5

36.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）
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(3) 世帯年収 

世帯年収の平均は、リフォーム住宅が 779.7 万円と も多く、次いで分譲住宅、

注文住宅の順で 700 万円台となっており、中古住宅は 586.3 万円、民間賃貸住宅は

も少ない 501.4 万円となっている。注文、分譲住宅を建築又は購入した人の世帯

年収と比較すると、中古住宅購入者は約８割、民間賃貸住宅の入居者は約７割とな

っている。 

世帯年収（平均）

713.1

725.6

586.3

501.4

779.7

0 200 400 600 800 1,000

注文住宅（N=1068）

分譲住宅（N=729）

中古住宅（N=82）

民間賃貸住宅（N=81）

リフォーム住宅（N=1003）

（万円）
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4.2 資金調達方法 
 
(1) 住宅の価格と自己資金 

住宅の建築、購入、リフォームに要した資金総額の平均は、注文住宅（土地購入

資金を含む）で 4,400.6 万円、分譲住宅で 3,944.6 万円、中古住宅で 2,432.8 万円、

リフォーム住宅で 277.9 万円となっている。 
また、資金総額に占める自己資金比率を見ると、注文住宅で 45.9％、分譲住宅で

39.1％、中古住宅で 33.0％、リフォーム住宅で 75.4％となっている。 
自己資金の内訳では、預貯金・有価証券の売却代金・退職金がどの住宅タイプに

おいても多くなっており、借入金の内訳では、民間金融機関ローンが多くなってい

る。 
 資金総額と自己資金比率（平均）

2021.9

1542.4

2378.7

2402.2

803.4

209.7

1629.4

68.3

注文住宅*（N=454）

分譲住宅（N=635）

中古住宅（N=73）

リフォーム住宅（N=821）

（万円）

自己資金合計

借入金合計

上段　：　合計
下段　：　自己資金比率

4400.6万円
45.9%

3944.6万円
39.1%

277.9万円
75.4%

2432.8万円
33.0%

 
*：住宅建築費＋土地購入資金 

 

 

 自己資金・借入金の内訳 （％）
注文 分譲 中古 リフォーム

Ａ．自己資金 40.7 35.6 37.4 75.4
ア）預貯金・有価証券の売却代金・退職金 29.5 24.6 26.8 64.2
イ）不動産売却 4.8 6.2 6.3 3.5
ウ）贈与 3.3 2.5 0.9 1.1
エ）遺産相続 1.6 0.8 1.1 2.5
オ）その他 1.6 1.5 2.3 4.1

Ｂ．借入金 59.3 64.4 62.6 24.6
カ）住宅金融支援機構融資（直接融資） 3.8 6.8 3.7 6.6
キ）その他公的機関＊からの借入金 2.0 1.3 4.4 2.1
ク）勤務先からの借入金 2.3 2.5 4.1 1.0
ケ）民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン「フラット３５」） 13.8 17.8 17.9 -
コ）民間金融機関ローン 35.5 33.7 30.3 12.2
サ）親、兄弟など親族、知人からの借入金 1.8 1.9 1.8 2.4
シ）その他 0.0 0.2 0.3 0.1

Ｃ．住宅建設＋土地購入資金総額 100.0 100.0 100.0 100.0
＊雇用・能力開発機構、地方公共団体等  
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(2) 住宅ローンの有無と住宅ローン減税制度の適用率 

住宅ローンを有する世帯（住宅金融支援機構提携ローン（フラット 35）、民間金融

機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン以外のもの）、住宅金融支援機構融資（直

接融資）、その他公的機関や勤務先からの借入金を有する世帯）は、どの住宅タイプ

においても約 60％を占めている。 
また、住宅ローンを有する世帯のうち、住宅ローン減税制度の適用を受けた世帯

の比率は、注文住宅及び分譲住宅で約 80%、中古住宅で 50％強となっている。これ

は住宅ローン減税制度の適用条件として、築後経過年数が一定年数以内＊1 のもの又

は一定の耐震基準＊2 を満たすという条件があるため、中古住宅の調査対象のうち、

築年数の古いものの中で一定の耐震基準を満たさないものが、住宅ローン減税制度

の適用を受けられなかったものと考えられる。 
＊1 一定年数以内 耐火建築物 築 25 年以内、木造等 築 20 年以内 

＊2 一定の耐震基準 新耐震基準を満たすことが建築士等により証明されたもの 

住宅ローンを有する世帯

63.3

62.8

64.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

（％） 住宅ローン減税制度の適用率
（住宅ローンを有する世帯のうち）

82.1

79.7

54.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=741）

分譲住宅（N=517）

中古住宅（N=55）

（％）

 
 

(3) 住宅ローンの年間支払額と返済負担率 

住宅ローンを有する世帯の年間支払額の平均は、注文住宅で 129.6 万円、分譲住

宅で 136.8 万円、中古住宅で 94.5 万円となっており、中古住宅購入者の年間支払額

は、注文、分譲住宅の約７割となっている。 
世帯年収に占める返済負担率については、注文住宅と分譲住宅で約 20％であり、

中古住宅で 17.5％となっている。 
住宅ローンの年間支払額と返済負担率（平均）

129.6
136.8

94.5

20.4 21.0

17.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

注文住宅（N=664） 分譲住宅（N=468） 中古住宅（N=48）

（
年

間
支

払
額

：
万

円
）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

（
返

済
負

担
率

：
%
）

年間支払額

返済負担率
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(4) 民間金融機関への融資申込と融資の状況 

民間金融機関への融資申込を行った世帯は、どの住宅タイプにおいても 60％強で

ある。 
民間金融機関への融資申込を行った世帯のうち、一度は希望額融資を断られた経

験を有する世帯の割合は、中古住宅で 24.1％と も多い。 
また、希望額融資の可否についても、中古住宅では、「 終的に融資を減額された」

は 9.3％、「 終的に融資を受けられなかった」は 1.9％となっており、 終的に希望

額を全額融資されなかった世帯の割合は合計 11.2％と も多い。 

民間金融機関へ融資を申し込んだ世帯

61.3

65.1

62.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

（％）

 

 一度は希望額融資を断られた経験を有する世帯
（内訳：民間金融機関に融資を申し込んだ世帯におけ
る希望額融資の可否）

10.6

7.3

13.0

5.3

9.3

2.8

0.8

0.2

1.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

注文住宅（N=718）

分譲住宅（N=536）

中古住宅（N=54）

（％）

終的に
希望額を全額融資

終的に
融資を減額

終的に
融資無し

(17.3%)

(11.0%)

(24.1%)
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4.3 建築（購入）にあたり影響を受けたこと 
 
(1) 住宅の建築・購入にあたり影響を受けたこと 

住宅の建築又は購入にあたりプラス要因として影響を受けたのは、どの住宅タイ

プにおいても、「金利動向」「地価／住宅の価格相場」である。一方、マイナス要因

として影響を受けたのは、「従前住宅の売却価格（従前住宅が持家であった世帯の

み）」「家計収入の見通し」「景気の先行き感」である。 
 

住宅の建築にあたり影響を受けたこと
　注文住宅（N=1171）

16.3

20.8

27.7

31.5

24.3

38.0

23.8

35.8

16.3

17.3

43.9

20.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

景気の先行き感

家計収入の見通し

地価／住宅の価格相場

住宅取得時の
税制等の行政施策

従前住宅の売却価格

金利動向

（％）

プラス影響 マイナス影響
 

住宅の建築にあたり影響を受けたこと
　分譲住宅（N=823）

14.9

21.4

32.3

27.3

24.5

33.5

21.1

26.2

12.8

11.1

31.7

20.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

景気の先行き感

家計収入の見通し

地価／住宅の価格相場

住宅取得時の
税制等の行政施策

従前住宅の売却価格

金利動向

（％）

プラス影響 マイナス影響
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住宅の建築にあたり影響を受けたこと
　中古住宅（N=86）

10.5

16.3

32.6

10.5

20.0

27.9

25.6

26.7

15.1

17.4

30.0

24.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

景気の先行き感

家計収入の見通し

地価／住宅の価格相場

住宅取得時の
税制等の行政施策

従前住宅の売却価格

金利動向

（％）

プラス影響 マイナス影響
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4.4 今回の住宅と直前の住宅（リフォーム前後）の比較 
 
(1) 従前住宅の持家率 

従前住宅が持家だった世帯の比率は、特に注文住宅が多く 41.3％を占めている。

一方、分譲住宅と中古住宅においては、持家以外の住宅が 70%以上を占めており、

住宅の一次取得者が多いことがわかる。 
直前の住宅の種類

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

（％）

持家 社宅・寮・公務員住宅など

公営住宅、都市再生機構・公社の賃貸住宅 民間賃貸住宅

親・兄弟姉妹など親族の住宅 その他

無回答
 

（単位 : ％）

注文住宅 分譲住宅 中古住宅

持家 41.3 23.0 17.4
社宅・寮・公務員住宅など 11.9 17.0 4.7
公営住宅、都市再生機構・公社の賃貸住宅 4.6 8.7 8.1
民間賃貸住宅 31.3 42.9 53.5
親・兄弟姉妹など親族の住宅 9.6 7.2 8.1
その他 0.5 0.6 0.0
無回答 0.8 0.6 8.1

直前の住宅の種類
住宅タイプ

 
 

(2) 延べ床面積の変化 

延べ床面積の変化は、直前の住宅と比較すると、注文住宅で 33.9 ㎡と、他の２つ

の住宅タイプより増加幅が大きい。 
また、今回の住宅の延べ床面積の平均は、注文住宅が 136.0 ㎡と も広い。 

延べ床面積の変化

102.1

74.4

67.7

136.0

89.1

92.7

0.0 50.0 100.0 150.0

注文住宅（直前=789）
　　　　（今回=966）

分譲住宅（直前=575）
　　　　（今回=640）

中古住宅（直前= 64）
　　　　（今回= 55）

（㎡）

直前住宅

今回住宅
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(3) 高齢者等対応設備の整備状況 

高齢者対応設備として「手すり」「段差のない室内」「廊下などの車椅子で通行可

能な幅＊」の整備率は、直前の住宅と比較すると、どの住宅タイプでも増加しており、

特に注文住宅と分譲住宅で増加幅が大きいが、中古住宅と民間賃貸住宅及びリフォ

ーム住宅についてはそれほど大きくない。 
高齢者対応設備の整備状況については、新築住宅、特に注文住宅において高い一

方、民間賃貸住宅、中古住宅、リフォーム住宅において低い。 
設備別では、「段差のない室内」や「手すり」に比べ、「廊下などが車椅子で通行

可能な幅」の整備率は低い。 
＊廊下や部屋の入り口の幅が約 80cm 以上ある場合 

高齢者対応設備　（複数回答）　（手すり）

10.3

11.4

7.0

3.8

22.3

70.5

46.1

23.3

5.8

35.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅

高齢者対応設備　（複数回答）　（段差のない室内）

10.6

17.4

10.5

5.8

19.8

78.7

74.6

23.3

10.6

28.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅

高齢者対応設備　（複数回答）　（通路の幅）

10.4

13.5

1.2

1.9

16.8

58.1

52.2

11.6

2.9

18.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅

高齢者対応設備　（複数回答）　（全ての設備）

1.7

5.1

1.2

0.0

5.3

45.6

29.6

7.0

0.0

8.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅
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(4) 省エネ設備の整備状況 

省エネ設備として「二重サッシ」「太陽光発電装置」の整備率は、直前の住宅と比

較すると、「二重サッシ」はどの住宅タイプにおいても増加しており、特に注文住宅

と分譲住宅で増加幅が大きく、注文住宅で 80％近くとなっているが、それ以外では、

それほど増加していない。 
一方、「太陽光発電装置」の整備率は、どの住宅タイプにおいても１割以下にとど

まっており、普及が進んでいない。 
省エネ設備　（複数回答）　（二重サッシ）

5.8

4.6

2.3

1.0

77.4

36.7

9.3

7.7
16.8

23.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅

省エネ設備　（複数回答）　（太陽光発電）

0.6

0.1

1.2

0.0

2.4

9.4

1.1

0.0

0.0

5.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

注文住宅（N=1171）

分譲住宅（N=823）

中古住宅（N=86）

民間賃貸住宅（N=104）

リフォーム住宅（N=1030）

（％）

直前住宅 今回住宅
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4.5 住宅性能表示制度 
 
(1) 住宅性能表示制度の認知度と利用率 

住宅性能表示制度の認知度（「内容もだいたい知っている」又は「名前くらいは知

っている」と回答した人の比率）は、分譲住宅で 66.8％、注文住宅で 65.4％、中古

住宅で 53.5％となっている。 
また、住宅性能表示制度の利用率は、分譲住宅で 37.9％と も高く、次いで注文

住宅で 26.6％、中古住宅で 5.8％となっている。 

住宅性能表示制度の認知度と利用率

65.4 66.8

53.5

26.6

37.9

5.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

注文住宅
（N=1171）

分譲住宅
（N=823）

中古住宅
（N=86）

（％）

制度の認知度

制度の利用率
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5.  注文住宅の調査結果 
 
 注文住宅のアンケート調査結果を以下に示す。提示するデータは、アンケートの全設問

について、それぞれ次の圏域別に集計したものである。 
 サンプル合計（全国の合計） 
 首都圏 
 中京圏 
 近畿圏 

 調査で用いたアンケート票は、巻末に掲載する。また、他の分け方による圏域別（大都

市圏、大都市圏のうち南関東、大都市圏のうち近畿、その他の地域）の集計結果及び圏域

別の経年変化データ詳細については、付録を参照されたい。 
 
5.1 世帯（住宅）に関すること 
 
(1) 工事の種類 

注文住宅を建築した工事の種類は、「まったく新たに建築した」世帯が全体で

69.2％を占めている。三大都市圏で見ると、中京圏で 71.4％と も多く、首都圏で

58.0％、近畿圏で 58.7％と半数以上を占めている。 

問１　工事の種類

69.2

58.0

71.4

58.7

27.9

38.9

27.4

38.1

2.9

3.2

1.2

3.2

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

まったく新たに建築した 建て替え 無回答
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(2) 建築した住宅に住んでいる人 

1) 居住人数 

建築した住宅に住んでいる人数は、全体で「４人」が も多く 30.3％を占めてお

り、それに次いで「３人」が 25.4％となっている。三大都市圏で見ても「４人」及

び「３人」が多く、注文住宅は３人又は４人という世帯が多いことがわかる。 
 

問２　建築した住宅に住んでいる人

2.9

4.5

2.4

6.3

20.1

20.4

16.7

22.2

25.4

26.1

32.1

28.6

30.3

28.0

33.3

25.4

14.3

15.9

9.5

12.7

6.2

5.1

6.0

3.2

0.9

1.6

0.0

0.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答

１世帯あたり
平均居住人数

3.6人

3.5人

3.5人

3.3人
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2) 65 歳以上の居住者 

65 歳以上の居住者がいる世帯の比率は、全体で 26.1％である。三大都市圏で見る

と、近畿圏で 28.6％と も多く、首都圏と中京圏でそれぞれ 27.4％、21.4％を占め

ている。 

問２　65歳以上の居住者の有無

26.1

27.4

21.4

28.6

73.0

72.6

78.6

69.8

0.9

0.0

0.0

1.6

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

住んでいる 住んでいない 無回答
 

 
65 歳以上の居住者がいる世帯のうち、居住者が 65 歳以上のみである世帯の比率を

見ると、近畿圏で 27.8％と も多く、次いで首都圏で 11.6％、中京圏で 5.6％である。

また、65 歳以上の居住者がいる世帯における 65 歳以上居住者の平均人数は、三大都

市圏においては 1.2～1.6 人であり、全体で 1.4 人となっている。 
問２　65歳以上の居住者がいる世帯の内訳

20.6

11.6

5.6

27.8

79.4

88.4

94.4

72.2

合計（N=306）

首都圏（N=43）

中京圏（N=18）

近畿圏（N=18）

（％）

65歳以上のみ世帯 65歳以上と他年代を含む世帯

65歳以上居住者
の１世帯あたり

平均人数

1.4人

1.2人

1.4人

1.6人
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(3) 敷地の取得方法 

1) 敷地の取得方法 

建築した住宅の敷地の取得方法で も多いのは、全体で「購入した」であり、63.5％
を占めている。三大都市圏においても、首都圏で 65.0％と も多く、次いで近畿圏

で 61.9％、中京圏で 57.1％の世帯が「購入した」としている。 
「購入した」に次いで多いのは、「相続を受けた」「土地を無償で借りている」の

順である。 
問３　敷地の取得方法

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

購入した 相続を受けた

贈与を受けた 土地を無償で借りている

地代を払って借りている(通常借地) 地代を払って借りている(定期借地)

その他 無回答
 

（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

購入した 63.5 65.0 57.1 61.9
相続を受けた 12.7 9.6 11.9 19.0
贈与を受けた 2.0 1.9 0.0 0.0
土地を無償で借りている 10.2 8.3 13.1 6.3
地代を払って借りている／通常借地 1.1 1.9 0.0 3.2
地代を払って借りている／定期借地 0.6 1.3 2.4 0.0
その他 5.1 8.3 9.5 1.6
無回答 4.8 3.8 6.0 7.9

敷地の取得方法
圏域
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2) 敷地を入手した時期 

敷地を「購入した」「相続を受けた」「贈与を受けた」のいずれかであるとした人

が敷地を入手した時期は、全体で平成 18 年に入手した人が多い。三大都市圏では、

近畿圏を除き平成 18 年に入手した人が も多い。近畿圏では、平成 13 年以前の入

手と平成 18 年の入手がほぼ同じ割合となっているが、平成 13 年以前の入手の方が

若干多い。なお、全てにおいて、平成 18 年に入手した人と平成 13 年以前に入手し

た人をあわせると、７割前後を占めており、住宅建築時に敷地を購入したか又は５

年以上前から所有していたかのいずれかが多数であることがわかる。 

問３－１　敷地を入手した時期

サンプル合計（N=916）

首都圏（N=120）

中京圏（N=58）

近畿圏（N=51）

（％）

平成13年以前 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 無回答
 

（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

平成13年以前 25.4 30.0 19.0 35.3
平成14年 1.5 3.3 1.7 5.9
平成15年 1.4 1.7 0.0 2.0
平成16年 2.3 0.8 0.0 2.0
平成17年 15.7 24.2 15.5 21.6
平成18年 52.5 39.2 63.8 31.4
無回答 1.1 0.8 0.0 2.0

敷地の入手時期
圏域
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(4) 住宅建築当時の世帯主の年齢 

住宅建築当時の世帯主の年齢は、全体で 30 歳代が 34.5％と も多く、次いで 60
歳以上が 21.2％、40 歳代が 18.2％、50 歳代が 17.7％を占めている。 
三大都市圏で見ると、首都圏と中京圏で 30 歳代、近畿圏で 50 歳代が も多くな

っている。平均年齢は、近畿圏が も高く 51.6 歳であり、次いで首都圏で 49.0 歳、

中京圏で 42.9 歳となっている。注文住宅を建築するのは、中京圏で若年層が多い傾

向にあることがわかる。 

 問１２　着工時の世帯主の年齢

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 無回答

平均年齢

46.5歳

49.0歳

42.9歳

51.6歳

 

 （単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

20歳未満 0.0 0.0 0.0 0.0
20歳代 6.7 3.2 13.1 3.2
30歳代 34.5 28.0 45.2 23.8
40歳代 18.2 21.7 11.9 15.9
50歳代 17.7 19.1 10.7 30.2
60歳以上 21.2 27.4 19.0 27.0
無回答 1.7 0.6 0.0 0.0

世帯主年齢
圏域
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(5) 世帯主の職業 

世帯主の職業は、全てにおいて「会社・団体職員」が も多い。また、「会社・団

体役員」「公務員」の比率も比較的高く、職業構成比の１割以上を占めている。三大

都市圏で見ると、首都圏で「会社・団体役員」、中京圏で「会社・団体役員」「公務

員」、近畿圏で「公務員」がそれぞれ２番目に多い職業となっている。 
問１３　世帯主の職業　サンプル合計（N=1171）

0.9

7.3

14.6

16.0

43.6

0.9

7.1

5.3

2.8

1.4

0.0 20.0 40.0 60.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％）
問１３　世帯主の職業　首都圏（N=157）

0.0

7.6

20.4

14.0

40.8

1.3

4.5

8.3

2.5

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％）

問１３　世帯主の職業　中京圏（N=84）

2.4

10.7

13.1

13.1

47.6

1.2

4.8

4.8

2.4

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％）
問１３　世帯主の職業　近畿圏（N=63）

1.6

12.7

12.7

20.6

31.7

0.0

12.7

6.3

1.6

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％）

 
 

(6) 世帯主の勤続年数 

世帯主の勤続年数の平均は、全体で 17.8 年である。近畿圏で勤続年数が も長く

22.1 年であるのに対し、世帯主年齢が も低い中京圏では、勤続年数も短く 14.2 年

である。 

問１４　世帯主の勤続年数 （平均）

17.8

20.2

14.2

22.1

0 10 20 30

サンプル合計（N=952）

首都圏（N=129）

中京圏（N=70）

近畿圏（N=49）

（年）
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(7) 平成 18 年の世帯年収 

税込世帯年収は、全体で「400 万～600 万円未満」の世帯が 27.4％で も多く、

次いで「600 万～800 万円未満」の世帯が 21.1％である。三大都市圏では、首都圏

と近畿圏で「400 万～600 万円未満」の世帯が も多いが、中京圏では、「400 万～

600 万円未満」の世帯と「600 万～800 万円未満」の世帯が同率で も多い。 
平均世帯年収は、全体で 713.1 万円であるが、三大都市圏では、近畿圏で 939.4

万円と も多く、次いで首都圏で 857.5 万円、中京圏で 678.5 万円となっている。

近畿圏は世帯主の平均年齢が高く（問 12）、勤続年数も長い（問 14）ため、平均世

帯年収も多くなっていると考えられる。 

問１５　世帯年収

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

400万円未満 400万～600万円未満 600万～800万円未満

800万～1000万円未満 1000万～1200万円未満 1200万～1500万円未満

1500万～2000万円未満 2000万円以上 無回答

平均世帯年収

713.1万円

857.5万円

678.5万円

939.4万円

 

（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

400万円未満 14.0 3.8 14.3 19.0
400万～600万円未満 27.4 21.7 26.2 33.3
600万～800万円未満 21.1 20.4 26.2 12.7
800万～1000万円未満 12.4 20.4 13.1 3.2
1000万～1200万円未満 8.8 10.8 9.5 9.5
1200万～1500万円未満 3.7 6.4 6.0 4.8
1500万～2000万円未満 2.0 4.5 1.2 4.8
2000万円以上 1.9 4.5 0.0 6.3
無回答 8.8 7.6 3.6 6.3

年収
圏域
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5.2 資金調達方法 
 
(1) 住宅建築資金（土地購入資金を除く） 

住宅建築資金とその内訳を見ると、建築資金総額の平均は、全体で 2,847.8 万円（自

己資金比率 46.6％）となっている。 も高いのは近畿圏の 3,278.8 万円（自己資金

比率 63.6％）であり、 も低いのは中京圏の 2,858.1 万円（自己資金比率 44.0％）

である。全体に比べ、近畿圏の建築資金総額と自己資金比率はそれよりも高い傾向

にある。 
自己資金内訳は、全てにおいて「預貯金・退職金等」により自己資金のほとんど

をまかなっている。それに次いで多いのは、「不動産売却」である。 
借入金内訳は、全てにおいて「民間金融機関」からの調達が借入金の合計の半分

以上をまかなっている。それに次いで多いのは、「民間金融機関ローン（住宅金融支

援機構提携ローン「フラット 35」）」となっている。 
問１６　住宅建築資金の内訳（除土地購入資金）　（平均）

1327.6

1736.1

1257.9

2085.5

1520.2

1420.3

1600.2

1193.3

サンプル合計（N=1001）

首都圏（N=139）

中京圏（N=73）

近畿圏（N=58）

（万円）

A．自己資金の合計 B．借入金の合計

上段　：　合計
下段　：　自己資金比率

2847.8万円

46.6%

3156.4万円

55.0%

2858.1万円

44.0%

3278.8万円

63.6%

 
問１６　住宅建築資金の内訳（除土地購入資金）
　　　　　自己資金、借入金

サンプル合計（N=1001）

首都圏（N=139）

中京圏（N=73）

近畿圏（N=58）

（％）

(ｱ)預貯金､退職金等 (ｲ)不動産売却 (ｳ)贈与

(ｴ)遺産相続 (ｵ)その他 (ｶ)住宅金融支援機構

(ｷ)その他公的機関 (ｸ)勤務先 (ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ

(ｺ)民間金融機関 (ｻ親族､知人等 (ｼ)その他
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（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

A． 自己資金の合計 44.5 53.1 42.6 56.3
(ｱ)預貯金・有価証券の売却代金・退職金 33.8 40.6 35.3 44.5
(ｲ)不動産売却 3.8 4.7 2.8 7.2
(ｳ)贈与 2.0 1.7 1.7 0.4
(ｴ)遺産相続 1.9 4.3 0.8 2.1
(ｵ)その他 3.0 1.8 2.0 2.1

B． 借入金の合計 55.5 46.9 57.4 43.7
(ｶ)住宅金融支援機構融資（直接融資） 4.7 2.7 5.3 0.0
(ｷ)その他公的機関＊からの借入金 1.6 0.5 1.3 2.7
(ｸ)勤務先からの借入金 2.8 2.3 0.5 4.5
(ｹ)民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン「フラット35」） 13.0 9.6 11.7 13.5
(ｺ)民間金融機関ローン 31.8 29.4 36.7 22.5
(ｻ)親、兄弟など親族、知人からの借入金 1.7 2.3 1.8 0.6
(ｼ)その他 0.0 0.0 0.0 0.0

C． 住宅建築資金総額 100.0 100.0 100.0 100.0
＊雇用・能力開発機構、地方公共団体等  

 
(2) 住宅建築資金借入金の返済期間 

住宅建築資金借入金の平均返済期間は、全体で 22.8 年となっており、「住宅金融支

援機構提携ローン」「住宅金融支援機構」「民間金融機関」からの借入金返済期間は、

28 年以上となっている。 
問１６　住宅建築資金返済期間（平均）
サンプル合計

29.0

28.2

28.1

24.3

20.6

19.4

10.0

0 10 20 30 40

(ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ
（N=135）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=45）

(ｺ)民間金融機関（N=315）

(ｷ)その他公的機関（N=16）

(ｸ)勤務先（N=43）

(ｻ)親､兄弟姉妹など
親族､知人（N=21）

(ｼ)その他（N=1）

（年）
問１６　住宅建築資金返済期間（平均）
首都圏

29.3

28.4

27.4

23.3

20.0

10.0

0.0

0 10 20 30 40

(ｶ)住宅金融支援機構（N=4）

(ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ
（N=14）

(ｺ)民間金融機関（N=41）

(ｻ)親､兄弟姉妹など
親族､知人（N=3）

(ｸ)勤務先（N=5）

(ｷ)その他公的機関（N=1）

(ｼ)その他（N=0）

（年）

問１６　住宅建築資金返済期間（平均）
中京圏

35.0

32.5

32.3

30.7

30.0

20.0

0.0

0 10 20 30 40

(ｷ)その他公的機関（N=1）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=2）

(ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ
（N=8）

(ｺ)民間金融機関（N=23）

(ｻ)親､兄弟姉妹など
親族､知人（N=1）

(ｸ)勤務先（N=1）

(ｼ)その他（N=0）

（年）
問１６　住宅建築資金返済期間（平均）
近畿圏

35.0

26.7

21.7

21.4

17.5

0.0

0.0

0 10 20 30 40

(ｷ)その他公的機関（N=1）

(ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ
（N=9）

(ｸ)勤務先（N=3）

(ｺ)民間金融機関（N=14）

(ｻ)親､兄弟姉妹など
親族､知人（N=2）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=0）

(ｼ)その他（N=0）

（年）
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問１６　住宅建築資金返済期間 （圏域別平均）

22.8

19.8

25.8

17.5

0 10 20 30 40

サンプル合計（N=1001）

首都圏（N=139）

中京圏（N=73）

近畿圏（N=58）

（年）

 
 
 

(3) 贈与者が親の場合の親の年齢 

住宅建築資金借入金を親から贈与された場合の親の平均年齢は、全体で 67.4 歳と

なっている。 
問１６－１ 住宅建築資金 贈与者が親の場合､親の年齢（平均）

67.4

70.0

63.5

75.0

0 20 40 60 80 100

サンプル合計（N=43）

首都圏（N=5）

中京圏（N=4）

近畿圏（N=1）

（歳）
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(4) 土地購入資金 

土地購入資金とその内訳を見ると、購入資金総額の平均は、全体で 1,735.5 万円（自

己資金比率 56.4％）となっている。 も高いのは、首都圏の 3,246.3 万円（自己資

金比率 59.1％）であり、 も低いのは、中京圏の 1,490.6 万円（自己資金比率 54.1％）

である。全体に比べ首都圏は、特に購入資金総額が高い傾向にある。 
自己資金内訳は、全体で「預貯金・退職金等」によるものが も多い。借入金内

訳は、全てにおいて「民間金融機関ローン」によるものが も多い。 
問１７　土地購入資金の内訳　（平均）

978.4

1918.2

806.0

2166.8

757.1

1328.1

684.7

656.8

サンプル合計（N=490）

首都圏（N=57）

中京圏（N=40）

近畿圏（N=22）

（万円）

A．自己資金の合計 B．借入金の合計

上段　：　合計
下段　：　自己資金比率

1735.5万円

56.4%

3246.3万円

59.1%

1490.6万円

54.1%

2823.6万円

76.7%

 
問１７　土地購入資金の内訳
　　　　　自己資金、借入金

サンプル合計（N=490）

首都圏（N=57）

中京圏（N=40）

近畿圏（N=22）

（％）

(ｱ)預貯金､退職金等 (ｲ)不動産売却 (ｳ)贈与

(ｴ)遺産相続 (ｵ)その他 (ｶ)住宅金融支援機構

(ｷ)その他公的機関 (ｸ)勤務先 (ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ

(ｺ)民間金融機関 (ｻ親族､知人等 (ｼ)その他
 

（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

A． 自己資金の合計 52.7 58.3 45.3 72.2
(ｱ)預貯金・有価証券の売却代金・退職金 38.4 40.8 33.1 51.3
(ｲ)不動産売却 5.2 8.4 5.0 17.5
(ｳ)贈与 5.1 3.7 4.0 1.5
(ｴ)遺産相続 2.1 5.3 2.5 0.0
(ｵ)その他 2.0 0.1 0.7 1.9

B． 借入金の合計 46.6 41.7 54.7 27.8
(ｶ)住宅金融支援機構融資（直接融資） 2.5 2.4 3.8 0.0
(ｷ)その他公的機関＊からの借入金 1.4 0.7 2.5 0.0
(ｸ)勤務先からの借入金 2.0 5.0 0.0 6.2
(ｹ)民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン「フラット35」） 9.7 5.1 10.1 5.1
(ｺ)民間金融機関ローン 28.4 27.5 35.7 12.9
(ｻ)親、兄弟など親族、知人からの借入金 2.7 0.9 2.5 3.5
(ｼ)その他 0.0 0.0 0.0 0.0

C． 土地購入資金総額 100.0 100.0 100.0 100.0
＊雇用・能力開発機構、地方公共団体等  
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(5) 土地購入資金借入金の返済期間 

土地購入資金借入金の平均返済期間は、全体で 24.5 年となっており、「住宅金融支

援機構提携ローン」「民間金融機関」「その他公的機関」「住宅金融支援機構」からの

借入金返済期間は、30 年以上となっている。 
問１７　土地購入資金返済期間（平均）
サンプル合計

32.6

32.2

31.7

30.0

26.9

17.9

0.0

0 10 20 30 40

(ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ
（N=31）

(ｺ)民間金融機関（N=100）

(ｷ)その他公的機関（N=3）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=11）

(ｸ)勤務先（N=8）

(ｻ)親､兄弟姉妹など
親族､知人（N=9）

(ｼ)その他（N=0）

（年）
問１７　土地購入資金返済期間（平均）
首都圏

35.0

28.7

10.0

0.0

0.0

0.0

35.0

0 10 20 30 40

(ｸ)勤務先（N=1）

(ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ（N=1）

(ｺ)民間金融機関（N=12）

(ｻ)親､兄弟姉妹など
親族､知人（N=1）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=0）

(ｷ)その他公的機関（N=0）

(ｼ)その他（N=0）

（年）

問１７　土地購入資金返済期間（平均）
中京圏

35.0

35.0

34.0

32.5

30.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40

(ｷ)その他公的機関（N=1）

(ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ（N=4）

(ｺ)民間金融機関（N=10）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=2）

(ｻ)親､兄弟姉妹など
親族､知人（N=1）

(ｸ)勤務先（N=0）

(ｼ)その他（N=0）

（年）
問１７　土地購入資金返済期間（平均）
近畿圏

35.0

30.0

27.0

17.5

0.0

0.0

0.0

0 10 20 30 40

(ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ（N=2）

(ｻ)親､兄弟姉妹など
親族､知人（N=1）

(ｺ)民間金融機関（N=2）

(ｸ)勤務先（N=2）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=0）

(ｷ)その他公的機関（N=0）

(ｼ)その他（N=0）

（年）

 
問１７　土地購入資金返済期間 （圏域別平均）

24.5

15.5

23.8

15.6

0 10 20 30 40

サンプル合計（N=490）

首都圏（N=57）

中京圏（N=40）

近畿圏（N=22）

（年）
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(6) 贈与者が親の場合の親の年齢（土地購入資金借入金） 

土地購入資金借入金を親から贈与された場合の親の平均年齢は、全体で 66.0 歳と

なっている。 

問１７－１ 土地購入資金 贈与者が親の場合､親の年齢（平均）

66.0

67.0

60.3

69.0

0 20 40 60 80 100

サンプル合計（N=25）

首都圏（N=1）

中京圏（N=3）

近畿圏（N=1）

（歳）
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(7) 住宅購入資金（住宅建築資金と土地購入資金の合計） 

土地購入がある場合の住宅購入資金（住宅建築資金と土地購入資金の合計）とそ

の内訳を見ると、住宅購入資金総額の平均は、全体で 4,400.6 万円（自己資金比率

45.9％）となっている。 も高いのは、首都圏の 6,377.9 万円（自己資金比率 58.2％）

であり、 も低いのは、中京圏の 4,437.5 万円（自己資金比率 36.4％）である。全

体に比べ、首都圏で住宅購入資金総額が高く、自己資金比率は近畿圏（66.7％）が高

い傾向にある。 
自己資金内訳は、全てにおいて「預貯金・退職金等」により自己資金の約７割を

まかなっている。 
また、借入金内訳は、全てにおいて「民間金融機関」からの借入金が も多くな

っている。 

住宅建築＋土地購入資金の内訳

2021.9

3710.9

1617.2

3717.6

2378.7

2667.0

2820.3

1852.9

サンプル合計（N=454）

首都圏（N=54）

中京圏（N=33）

近畿圏（N=21）

（万円）

A．自己資金の合計 B．借入金の合計

上段　：　合計
下段　：　自己資金比率

4400.6万円

45.9%

6377.9万円

58.2%

4437.5万円

36.4%

5570.5万円

66.7%

 

住宅建築＋土地購入資金の内訳
　　　　　自己資金、借入金

サンプル合計（N=454）

首都圏（N=54）

中京圏（N=33）

近畿圏（N=21）

（％）

(ｱ)預貯金､退職金等 (ｲ)不動産売却 (ｳ)贈与

(ｴ)遺産相続 (ｵ)その他 (ｶ)住宅金融支援機構

(ｷ)その他公的機関 (ｸ)勤務先 (ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ

(ｺ)民間金融機関 (ｻ親族､知人等 (ｼ)その他
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（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

A． 自己資金の合計 40.7 53.4 30.7 59.0
(ｱ)預貯金・有価証券の売却代金・退職金 29.5 36.9 21.2 40.6
(ｲ)不動産売却 4.8 8.4 5.8 14.9
(ｳ)贈与 3.3 2.0 2.2 1.0
(ｴ)遺産相続 1.6 5.8 1.0 0.0
(ｵ)その他 1.6 0.3 0.5 2.6

B． 借入金の合計 59.3 46.6 69.3 41.0
(ｶ)住宅金融支援機構融資（直接融資） 3.8 1.7 5.6 0.0
(ｷ)その他公的機関＊からの借入金 2.0 0.8 3.0 0.0
(ｸ)勤務先からの借入金 2.3 4.0 0.0 6.6
(ｹ)民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン「フラット35」） 13.8 6.1 9.6 14.8
(ｺ)民間金融機関ローン 35.5 32.9 47.6 17.8
(ｻ)親、兄弟など親族、知人からの借入金 1.8 1.1 3.6 1.7
(ｼ)その他 0.0 0.0 0.0 0.0

C． 住宅建築＋土地購入資金総額 100.0 100.0 100.0 100.0
＊雇用・能力開発機構、地方公共団体等  

 
(8) 住宅ローンについて 

1) 住宅ローンの有無 

住宅建築資金（問 16）及び土地購入資金（問 17）のうち、住宅金融支援機構提携

ローン（フラット 35）、民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン以外のも

の）、住宅金融支援機構融資（直接融資）、その他公的機関や勤務先からの借り入れ

のいずれかがあると回答した世帯を「住宅ローンがある」世帯として、建築した住

宅に関する住宅ローンの有無を見た。 
この比率を見ると、住宅ローンがある世帯の比率は、全体で 63.3％を占めている。

三大都市圏で見ると、中京圏で 64.3％と も高く、次いで近畿圏で 58.7％、首都圏

で 58.6％の世帯で住宅ローンを有している。 

住宅ローンの有無

63.3

58.6

64.3

58.7

32.0

37.6

34.5

38.1

4.7

3.8

1.2

3.2

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

住宅ローンがある 住宅ローンはない 無回答
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2) 住宅ローン減税適用の有無 

住宅ローンがある世帯のうち、住宅ローン減税の適用を受けている世帯の比率は、

全体で 82.1％である。三大都市圏で見ると、首都圏で 82.6％と も高く、次いで中

京圏で 81.5％、近畿圏で 73.0％である。 

問１８－２　住宅ローン減税適用の有無

82.1

82.6

81.5

73.0

11.5

10.9

14.8

13.5

6.5

6.5

3.7

13.5

サンプル合計（N=741）

首都圏（N=92）

中京圏（N=54）

近畿圏（N=37）

（％）

受けている 受けていない 無回答
 

 
3) 年間支払額と返済負担率 

住宅ローン年間支払額の平均は、三大都市圏で見ると、首都圏で 166.9 万円と

も高く、次いで中京圏 122.5 万円、近畿圏 117.9 万円である。 
また、年収に対する住宅ローンの返済負担率は、首都圏で 20.6％、中京圏で 19.5％、

近畿圏で 19.4％である。 
住宅ローン年間支払額、返済負担率とも首都圏が も高くなっている。 

問１８－１　住宅ローン年間支払額（平均）と返済負担率（平均）

129.6

166.9

122.5 117.9

20.4 20.6
19.5 19.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

180.0

サンプル合計
（N=664）

首都圏
（N=88）

中京圏
（N=47）

近畿圏
（N=29）

（
年

間
支

払
額

：
万

円
）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

（
返

済
負

担
率

：
%
）

年間支払額

返済負担率
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(9) 民間金融機関への融資申込 

1) 民間金融機関への融資申込の有無 

民間金融機関への融資申込の有無は、全体で申し込んだ人が 61.3%となっている。

近畿圏では、申し込んだ人は 47.6％で半数以下となっている。 
問２０　民間金融機関への融資申込の有無

23.1

27.4

19.0

36.5

61.3

56.1

67.9

47.6

15.5

16.6

13.1

15.9

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

申し込みをしなかった 申し込みをした 無回答
 

 
2) 民間金融機関からの希望額融資 

民間金融機関に融資を申し込んだ人について、希望額融資を断られた経験の有無

を見ると、「断られた経験はない」という人が全体で 80.5％となっている。「融資減

額でないと融資不可」又は「融資は一切不可」として希望額融資を断られた経験の

ある人は、全体でそれぞれ 12.8％及び 6.1％存在している。 
問２０－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　サンプル合計（N=718）

12.8

6.1

80.5

2.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

断られた経験はない

無回答

（％）

問２０－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　首都圏（N=88）

17.0

9.1

78.4

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

断られた経験はない

無回答

（％）

問２０－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　中京圏（N=57）

22.8

8.8

70.2

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

断られた経験はない

無回答

（％）

問２０－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　近畿圏（N=30）

6.7

13.3

76.7

3.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

断られた経験はない

無回答

（％）
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民間金融機関に融資を申し込んだ人のうち、「融資減額でないと融資不可」又は「融

資は一切不可」として希望額融資を断られた経験を有する人について、その理由と

考えられるものを見ると、全体で「年収」が も多く 41.1％、次いで「年齢」が 24.2％
となっている。 

問２０－２　希望額融資を断られた理由　（複数回答）
サンプル合計（N=124）

41.1

24.2

16.1

10.5

8.9

8.1

8.1

7.3

5.6

4.8

4.0

4.0

4.0

3.2

9.7

2.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

年収

年齢

勤続年数

返済負担率

業種

担保評価額

他の債務状況

金融機関との取引状況

勤務形態

勤務先の規模

所有資産

健康状態

わからない

家族構成

その他

無回答

（％）

 
 
また、希望額融資を断られた経験を有する人が、結果として融資を受けられたか

どうかを見ると、全体で 61.3％が「 終的に希望額融資を受けることができた」と

している。さらに、希望額融資を受けられなかった場合（上記設問で「 終的に減

額した融資を受けることができた」「 終的に融資を受けられなかった」場合）の資

金調達方法は、「自己資金でまかなった」（40.9％）が も多い。 
 問２０－２　民間金融機関からの希望額融資の可否
サンプル合計（N=124）

61.3%

30.6%

3.2%
4.8% 終的に希望額融

資を受けることがで
きた

終的に減額した
融資を受けることが
できた

終的に融資を受
けられなかった

無回答

問２０－２　融資を受けられなかった資金の調達方法
サンプル合計（N=44）

40.9%

9.1%

36.4%

13.6%

自己資金でまか
なった

他の金融機関で融
資を受けた

その他

無回答

 

問２０－１で「融資減額でないと融資不可」又は「融資は一

切不可」として希望額融資を断られた経験を有すると回答

した人を 100％とする。 

左記設問で「 終的に減額した融資を受けることができ

た」又は「 終的に融資を受けられなかった」として希望額

融資を受けられなかったと回答した人を 100％とする。 
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(10) 民間金融機関借入金の金利タイプ 

民間金融機関からの借入金がある人について借入金の金利タイプを見ると、全体

で「固定金利期間選択型（３年以下）」が も多く 26.3％、次いで「固定金利期間選

択型（10 年以下）」が 24.7％となっている。三大都市圏で見ると、首都圏及び中京

圏では、「固定金利期間選択型（３年以下）」が も多く、それぞれ 33.9％、40.0％
である。近畿圏では、「固定金利期間選択型（10 年以下）」「変動金利型」の順で、そ

れぞれ 30.0％、25.0％となっている。 
問１９　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　サンプル合計（N=445）

26.3

24.7

13.9

13.0

11.7

9.0

2.9

2.2

0.0 20.0 40.0 60.0

固定金利期間選択型
(3年以下)

固定金利期間選択型（10年以
下（3年以下及び5年を除く））

全期間固定金利型
(10年超)

変動金利型

固定金利期間選択型
(5年)

固定金利期間選択型
(10年超)

全期間固定金利型
(10年以下)

無回答

（％）
問１９　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　首都圏（N=59）

33.9

30.5

16.9

15.3

10.2

5.1

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

固定金利期間選択型
(3年以下)

固定金利期間選択型（10年以
下（3年以下及び5年を除く））

変動金利型

全期間固定金利型
(10年超)

固定金利期間選択型
(5年)

固定金利期間選択型
(10年超)

全期間固定金利型
(10年以下)

無回答

（％）

問１９　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　中京圏（N=35）

40.0

25.7

17.1

8.6

5.7

5.7

2.9

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

固定金利期間選択型
(3年以下)

固定金利期間選択型（10年以
下（3年以下及び5年を除く））

全期間固定金利型
(10年超)

固定金利期間選択型
(10年超)

変動金利型

全期間固定金利型
(10年以下)

固定金利期間選択型
(5年)

無回答

（％）
問１９　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　近畿圏（N=20）

30.0

25.0

15.0

15.0

10.0

5.0

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

固定金利期間選択型（10年以
下（3年以下及び5年を除く））

変動金利型

固定金利期間選択型
(3年以下)

全期間固定金利型
(10年超)

固定金利期間選択型
(10年超)

固定金利期間選択型
(5年)

全期間固定金利型
(10年以下)

無回答

（％）
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5.3 建築にあたり影響を受けたこと 
 
(1) 工務店や住宅メーカーを見つけた方法 

今回の住宅を建築した工務店や住宅メーカーを見つけた方法は、「住宅展示場で」

が、全体で 44.7％と も多く、次いで「知人等の紹介で」の 22.0％となっている。

なお、首都圏では、他の圏域と比べると「住宅展示場で」が 49.0％と多くなってい

る。 
また、「その他」として挙げられた方法は、「知人」「友人」「親戚」「昔からの知り

合い」「仕事上での知り合い」「紹介」「テレビ CM や広告をみてきめた」「住宅建築

現場や現場見学会での仕事ぶりをみて決めた」「建築条件付きの住宅を購入した」等

となっている。 
問４　建築者を見つけた方法　（複数回答）
サンプル合計（N=1171）

44.7

22.0

16.6

11.9

7.7

5.4

2.8

12.0

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0

住宅展示場で

知人等の紹介で

自身や親族・知人の勤め先で

新聞等の折り込み広告で

住宅情報誌で

インターネットで

不動産業者で

その他

無回答

（％）

問４　建築者を見つけた方法　（複数回答）
首都圏（N=157）

49.0

17.2

15.9

10.8

9.6

7.6

3.8

11.5

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0

住宅展示場で

知人等の紹介で

自身や親族・知人の勤め先で

住宅情報誌で

新聞等の折り込み広告で

インターネットで

不動産業者で

その他

無回答

（％）

問４　建築者を見つけた方法　（複数回答）
中京圏（N=84）

42.9

19.0

17.9

13.1

8.3

3.6

2.4

9.5

3.6

0.0 20.0 40.0 60.0

住宅展示場で

知人等の紹介で

自身や親族・知人の勤め先で

新聞等の折り込み広告で

住宅情報誌で

不動産業者で

インターネットで

その他

無回答

（％）

問４　建築者を見つけた方法　（複数回答）
近畿圏（N=63）

42.9

22.2

15.9

11.1

3.2

3.2

0.0

15.9

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

住宅展示場で

知人等の紹介で

自身や親族・知人の勤め先で

新聞等の折り込み広告で

不動産業者で

インターネットで

住宅情報誌で

その他

無回答

（％）
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(2) 今回の住宅に決めた理由 

1) 今回の住宅に決めた理由 

今回の住宅に決めた理由で も多いのは、全体で「信頼できる住宅メーカーだっ

たから」が 53.0％であり、首都圏で 52.2％、中京圏で 54.8％となっている。次いで

多いのが「住宅のデザイン・広さ・設備等が良かったから」であり、全てにおいて

35%以上の人が理由として挙げている。なお、近畿圏では、「住宅のデザイン・広さ・

設備等が良かったから」が 多の 44.4％、次いで「信頼できる住宅メーカーだった

から」が 39.7％となっている。 
問５　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
サンプル合計（N=1171）

53.0

44.7

27.6

25.4

22.7

19.2

13.2

7.7

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0

信頼できる
住宅メーカーだったから

住宅のデザイン・広さ・
設備が良かった

価格が適切だったから

住宅の立地環境が
よかったから

一戸建てだから

昔から住んでいる
地域だったから

親・子供と同居・
近くに住んでいる

その他

無回答

（％）

問５　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
首都圏（N=157）

52.2

45.9

27.4

24.2

21.7

19.7

13.4

9.6

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0

信頼できる
住宅メーカーだったから

住宅のデザイン・広さ・
設備が良かった

価格が適切だったから

一戸建てだから

住宅の立地環境が
よかったから

昔から住んでいる
地域だったから

親・子供と同居・
近くに住んでいる

その他

無回答

（％）

問５　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
中京圏（N=84）

54.8

36.9

36.9

26.2

23.8

20.2

10.7

3.6

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

信頼できる
住宅メーカーだったから

価格が適切だったから

住宅のデザイン・広さ・
設備が良かった

一戸建てだから

住宅の立地環境が
よかったから

昔から住んでいる
地域だったから

親・子供と同居・
近くに住んでいる

その他

無回答

（％）

問５　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
近畿圏（N=63）

44.4

39.7

28.6

25.4

23.8

20.6

7.9

12.7

1.6

0.0 20.0 40.0 60.0

住宅のデザイン・広さ・
設備が良かった

信頼できる
住宅メーカーだったから

昔から住んでいる
地域だったから

価格が適切だったから

住宅の立地環境が
よかったから

一戸建てだから

親・子供と同居・
近くに住んでいる

その他

無回答

（％）
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2) 今回の住宅に決めた理由（設備について） 

今回の住宅に決めた理由のうち、「住宅のデザイン・広さ・設備等が良かったから」

とした人の具体的な理由は、全体で「火災・地震・水害への安全性が高いから」が

も多く、次いで「高気密・高断熱住宅だから」「住宅のデザインが気に入ったから」

の順となっている。三大都市圏で見ると、首都圏では、「火災・地震・水害への安全

性が高いから」「間取り、部屋数が適当だから」「高気密・高断熱住宅だから」の順

である。中京圏では、「住宅のデザインが気に入ったから」「高気密・高断熱住宅だ

から」「火災・地震・水害への安全性が高いから」の順である。近畿圏では、「住宅

のデザインが気に入ったから」「間取り、部屋数が適当だから」「高気密・高断熱住

宅だから」の順となっている。注文住宅においては、安全性や省エネに配慮し、デ

ザインにこだわった住宅選びが行われていると考えられる。 
問５－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
サンプル合計（N=523）

57.0

54.9

49.1

40.7

34.0

25.2

23.5

20.8

1.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

火災・地震・水害への
安全性が高いから

高気密・高断熱
住宅だから

住宅のデザインが
気に入ったから

間取り、部屋数が
適当だから

高齢者等への
配慮がよいから

住宅の広さが
十分だから

台所の設備・広さが
十分だから

浴室の設備・広さが
十分だから

無回答

（％）

問５－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
首都圏（N=72）

59.7

52.8

51.4

38.9

27.8

25.0

22.2

16.7

2.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

火災・地震・水害への
安全性が高いから

間取り、部屋数が
適当だから

高気密・高断熱
住宅だから

住宅のデザインが
気に入ったから

高齢者等への
配慮がよいから

台所の設備・広さが
十分だから

住宅の広さが
十分だから

浴室の設備・広さが
十分だから

無回答

（％）

問５－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
中京圏（N=31）

61.3

58.1

54.8

45.2

32.3

29.0

25.8

25.8

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅のデザインが
気に入ったから

高気密・高断熱
住宅だから

火災・地震・水害への
安全性が高いから

間取り、部屋数が
適当だから

高齢者等への
配慮がよいから

住宅の広さが
十分だから

台所の設備・広さが
十分だから

浴室の設備・広さが
十分だから

無回答

（％）

問５－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
近畿圏（N=28）

57.1

53.6

50.0

46.4

39.3

39.3

39.3

17.9

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅のデザインが
気に入ったから

間取り、部屋数が
適当だから

高気密・高断熱
住宅だから

火災・地震・水害への
安全性が高いから

台所の設備・広さが
十分だから

浴室の設備・広さが
十分だから

高齢者等への
配慮がよいから

住宅の広さが
十分だから

無回答

（％）
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(3) 住宅の建築にあたり影響を受けたこと 

1) 景気の先行き感 

住宅の建築にあたり、景気の先行き感に「ほとんど影響を受けなかった」とする

世帯が、全体で 49.2％、「マイナス要因として影響を受けた（「マイナス要因として

大きな影響を受けた」「マイナス要因として多少は影響を受けた」の合計）」とする

世帯は、全体で 23.8％となっている。景気の先行き感は、約半数の世帯には影響を

与えなかったものの、首都圏を除き、どちらかといえばマイナス要因として影響を

受けた世帯が多い。 

問６　住宅の建築にあたり影響を受けたこと
ア）　景気の先行き感

4.1

4.5

7.1

1.6

12.2

14.0

7.1

14.3

49.2

58.6

56.0

54.0

18.4

20.2

15.9

5.4

2.5

6.3

10.7

8.9

7.9

11.5

6.0 3.6

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 

 
2) 家計収入の見通し 

家計収入の見通しに「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、全体で 34.6%、

「マイナス要因として影響を受けた」とする世帯は、全体で 35.8％となっている。

家計収入の見通しは、30%～50%の世帯には影響を与えなかったものの、どちらかと

いえばマイナス要因として影響を受けた世帯が多い。 

問６　住宅の建築にあたり影響を受けたこと
イ）　家計収入の見通し

5.3

5.1

3.6

6.3

15.5

17.8

16.7

9.5

34.6

42.7

38.1

50.8

28.4

21.7

34.5

20.6

7.4

7.0

6.3

8.9

5.7

6.3

2.4 4.8

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
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3) 地価／住宅の価格相場 

地価／住宅の価格相場に「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、全体で

45.5％、「プラス要因として影響を受けた」とする世帯は、全体で 27.7％となってい

る。地価／住宅の価格相場は、半数前後の世帯には影響を与えなかったものの、ど

ちらかといえばプラス要因としての影響を受けた世帯が多い。 

問６　住宅の建築にあたり影響を受けたこと
ウ）　地価／住宅の価格相場

8.5

10.2

7.1

4.8

19.2

20.4

20.2

25.4

45.5

51.6

47.6

47.6

13.1

10.8

17.9

12.7

3.2

1.3

1.6

10.5

2.4

7.9

4.8

5.7

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 

 
4) 住宅取得時の税制等の行政施策 

住宅取得時の税制等の行政施策に「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、

全体で 40.2%、「プラス要因として影響を受けた」とする世帯は、全体で 31.6％とな

っている。住宅取得時の税制等の行政施策は、どちらかと言えばプラス要因として

働いたとする世帯が多い。ただし、中京圏では、「マイナス要因として影響を受けた」

とする世帯も 26.2％あり、「プラス要因として影響を受けた」とする世帯と同率とな

っている。 

問６　住宅の建築にあたり影響を受けたこと
エ）　住宅取得時の税制等の行政施策

8.5

12.7

3.6

9.5

23.1

20.4

22.6

27.0

40.2

47.1

42.9

46.0

13.2

8.9

23.8

9.5

4.0

3.2

0.0

11.0

2.4

7.6

4.8

7.9

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
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5) 従前住宅の売却価格（従前住宅を売却した場合のみ） 

従前住宅を売却した世帯のうち、従前住宅の売却価格に「マイナス要因として影

響を受けた」とする世帯が、全体で 43.9％、「プラス要因として影響を受けた」とす

る世帯は、全体で 24.3％となっている。地価／住宅の価格相場は、どちらかといえ

ばマイナス要因としての影響を受けた世帯が多い。 
 

問６　住宅の建築にあたり影響を受けたこと
オ）　従前住宅の売却価格

11.2

10.3

0.0

20.0

13.1

3.4

20.0

24.3

34.5

10.0

19.6

20.7

30.0

24.3

31.0

20.0

7.5

0.0

0.0

サンプル合計（N=107）

首都圏（N=29）

中京圏（N=0）

近畿圏（N=10）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 

6) 金利動向 

金利動向に「プラス要因として影響を受けた」とする世帯が、全体で 38.0％、「ほ

とんど影響をうけなかった」とする世帯は、全体で 30.6％となっている。地価／住

宅の価格相場は、どちらかといえばプラス要因としての影響を受けた世帯が多い。 
三大都市圏では、首都圏、近畿圏は、「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯

が も多くなっており、中京圏では、「プラス要因として影響を受けた」が 41.7％と

プラス要因としての影響を受けた世帯が多い。 

問６　住宅の建築にあたり影響を受けたこと
カ）　金利動向

13.9

15.3

13.1

9.5

24.1

21.0

28.6

25.4

30.6

42.7

33.3

39.7

14.4

10.2

17.9

11.1

5.6

3.8

3.2

11.4

3.6

11.1

3.6

7.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
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5.4 今回の住宅と直前の住宅の比較 
 
(1) 直前の住宅について 

1) 直前の住宅の種類 

直前の住宅の種類で も多いのは、全体では、「持家」で 41.3％、次いで「民間賃

貸住宅」で 31.3％となっている。首都圏、近畿圏でも同様の傾向だが、直前住宅の

「持家」が 59.2％、63.5％と特に多く、首都圏と近畿圏では、住宅の二次取得者が

多いことが分かる。これに対して中京圏では、「民間賃貸住宅」が 41.7％で も多く、

次いで「持家」が 28.6％となっている。 

問７　直前の住宅の種類

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

持家 社宅､寮､公務員住宅など

公営住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅 民間賃貸住宅

親､兄弟姉妹など親族の住宅 その他

無回答
 

（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

持家 41.3 59.2 28.6 63.5
社宅､寮､公務員住宅など 11.9 10.2 11.9 3.2
公営住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅 4.6 4.5 4.8 4.8
民間賃貸住宅 31.3 17.8 41.7 22.2
親､兄弟姉妹など親族の住宅 9.6 7.6 13.1 6.3
その他 0.5 0.6 0.0 0.0
無回答 0.8 0.0 0.0 0.0

直前の住宅の種類
圏域
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2) 直前の住宅の月額家賃 

直前の住宅が借家だった人の月額家賃の平均は、全体で57,102円、首都圏で82,163
円、中京圏で 58,564 円、近畿圏で 69,842 円である。 

問８　直前の住宅の月額家賃（平均）

57,101.5

82,162.7

58,563.5

69,842.1

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

サンプル合計（N=539）

首都圏（N=51）

中京圏（N=48）

近畿圏（N=19）

（円）
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3) 直前の住宅の取得時期 

直前の住宅が持家だった人の直前の住宅の取得時期は、全体で「昭和 50 年～昭和

59 年」に取得した人が も多く、直前の住宅を入手してから 21～30 年で住み替え

る人が多いことがわかる。 
三大都市圏別では、首都圏と近畿圏は「昭和 50 年～昭和 59 年」に取得した人に

次いで「昭和 60 年～平成６年」に取得した人が多く、住み替えまでの期間が短い傾

向にあると考えられる。一方中京圏では、「昭和 50 年～昭和 59 年」に取得した人と

「昭和 40 年～49 年」に取得した人が同率で、比較的長期間住み続ける傾向にあると

考えられる。 

問９　直前の住宅の取得時期

サンプル合計（N=484）

首都圏（N=93）

中京圏（N=24）

近畿圏（N=40）

（％）

平成７年以降 昭和60年～平成６年 昭和50年～昭和59年 昭和40年～昭和49年

昭和30年～昭和39年 昭和20年～昭和29年 昭和19年以前 無回答
 

（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

平成７年以降 11.2 16.1 4.2 12.5
昭和60年～平成６年 19.2 23.7 8.3 22.5
昭和50年～昭和59年 31.2 41.9 29.2 32.5
昭和40年～昭和49年 22.7 14.0 29.2 17.5
昭和30年～昭和39年 6.8 3.2 16.7 2.5
昭和20年～昭和29年 2.9 0.0 4.2 2.5
昭和19年以前 4.5 1.1 8.3 10.0
無回答 1.4 0.0 0.0 0.0

取得時期
圏域
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4) 直前の住宅の処分方法 

直前の住宅が持家だった人の直前の住宅の処分方法を見ると、「取り壊して現在の

住宅に建て替えた」が も多く、全体で 53.7％、首都圏で 53.8％、中京圏で 62.5％、

近畿圏で 62.5％を占めている。 

問１０　直前の住宅の処分方法

サンプル合計（N=484）

首都圏（N=93）

中京圏（N=24）

近畿圏（N=40）

（％）

取り壊して現在の住宅に建て替えた 売却した

他人に貸している 親､兄弟姉妹など親族が住んでいる

空き家になっている その他

無回答
 

（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

取り壊して現在の住宅に建て替えた 53.7 53.8 62.5 62.5
売却した 22.1 31.2 0.0 25.0
他人に貸している 2.5 3.2 0.0 2.5
親・兄弟姉妹など親族が住んでいる 7.0 4.3 20.8 5.0
空き家になっている 5.0 3.2 4.2 2.5
その他 7.9 3.2 8.3 2.5
無回答 1.9 1.1 4.2 0.0

直前の住宅の処分方法
圏域
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5) 直前の住宅の売却損益の分布 

直前の住宅が持家であり、かつ「売却した」という人について、直前の住宅の売

却損益＊（直前の住宅の取得価格＊と売却価格＊の差）の分布を見ると、売却損が発生

している世帯の比率が高く、全体で 72.9％、首都圏で 93.0％、近畿圏で 50.0％を占

めている。なお、中京圏での売却事例は無かった。 
問１０－１　直前の住宅の売却損益の分布　サンプル合計
（N=107）

15.0

3.7

6.5

7.5

15.9

15.0

9.3

8.4

5.6

0.9

0.9

0.0

0.9

0.9

9.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

-3,000万円未満

-3,000～-2,500万円

未満

-2,500～-2,000万円

未満

-2,000～-1,500万円

未満

-1,500～-1,000万円

未満

-1,000～-500万円

未満

-500万～0円未満

0～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～2,500万円未満

2,500～3,000万円未満

3,000万円以上

無回答

（％）

問１０－１　直前の住宅の売却損益の分布　首都圏
（N=29）

20.7

10.3

17.2

13.8

13.8

6.9

10.3

3.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

3.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

-3,000万円未満

-3,000～-2,500万円

未満

-2,500～-2,000万円
未満

-2,000～-1,500万円

未満

-1,500～-1,000万円
未満

-1,000～-500万円

未満

-500万～0円未満

0～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～2,500万円未満

2,500～3,000万円未満

3,000万円以上

無回答

（％）

問１０－１　直前の住宅の売却損益の分布　近畿圏
（N=10）

10.0

10.0

0.0

0.0

20.0

10.0

0.0

30.0

10.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

10.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

-3,000万円未満

-3,000～-2,500万円

未満

-2,500～-2,000万円

未満

-2,000～-1,500万円

未満

-1,500～-1,000万円

未満

-1,000～-500万円

未満

-500万～0円未満

0～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～2,500万円未満

2,500～3,000万円未満

3,000万円以上

無回答

（％）
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6) 直前の住宅の建て方 

直前の住宅の建て方は、「一戸建て」が全体で半数を超えている。 

問１１－１　直前の住宅の建て方

52.9

61.1

44.0

66.7

41.8

36.9

53.6

30.2

5.3

1.9

2.4

3.2

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

一戸建て 集合住宅 無回答
 

 
(2) 直前の住宅と今回の住宅の比較 

1) 延べ床面積 

住宅の延べ床面積の平均は、直前の住宅と比較すると、全てにおいて増加してい

る。変化の幅が も大きいのは中京圏であり、平均で 48.7 ㎡増加している。 

問１１－２　住宅の延べ床面積（平均）

102.1

96.6

90.6

95.6

136.0

131.2

139.3

128.8

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0

サンプル合計（直前=789）
　　　　　　（今回=966）

首都圏（直前=132）
　　　（今回=146）

中京圏（直前= 46）
　　　（今回= 66）

近畿圏（直前= 54）
　　　（今回= 58）

（㎡）

直前の住宅 今回の住宅
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2) 敷地面積 

一戸建て住宅の敷地面積の平均は、直前の住宅と比較すると、全体で 18.2 ㎡減少

している。首都圏、中京圏で敷地面積が平均でそれぞれ 15.7 ㎡、0.6 ㎡減少してい

るのに対し、近畿圏では 31.3 ㎡増加している。 
問１１－３　住宅の敷地面積（平均）

273.2

218.9

268.6

151.0

255.0

203.2

268.0

182.3

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0

サンプル合計（直前=471）
　　　　　　（今回=914）

首都圏（直前=83）
　　　（今回=136）

中京圏（直前= 24）
　　　（今回= 65）

近畿圏（直前= 34）
　　　（今回= 53）

（㎡）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
3) 高齢者対応設備 

高齢者対応設備は、直前の住宅と比較すると、いずれの設備も全てにおいて整備

率が大きく上昇しており、７割を超えている。 
設備別に見ると、「手すり」及び「段差のない室内」の住み替え後の住宅における

整備率が、全体で７割程度であるのに対し、「廊下などが車椅子で通行可能な幅」の

確保については５～６割の整備率となっている。 
問１１－４　高齢者対応設備　（複数回答）
手すり

10.3

14.6

6.0

17.5

70.5

74.5

67.9

76.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１１－４　高齢者対応設備　（複数回答）
段差のない室内

10.6

11.5

13.1

6.3

78.7

81.5

82.1

81.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１１－４　高齢者対応設備　（複数回答）
廊下などが車椅子で通行可能な幅

10.4

7.0

7.1

15.9

58.1

61.1

63.1

50.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１１－４　高齢者対応設備　（複数回答）
全ての設備

1.7

1.3

1.2

1.6

45.6

49.7

46.4

38.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

直前の住宅 今回の住宅  
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4) 省エネ設備 

省エネ設備として、直前の住宅と比較すると、「二重サッシ」はどの圏域において

も整備率が上昇している。 
一方、「太陽光発電」はおおむね１割以下であり、二重サッシに比べて普及が進ん

でいないことがわかる。 
問１１－５　省エネ設備　（複数回答）
二重サッシ

5.8

3.8

2.4

0.0

77.4

79.0

85.7

79.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１１－５　省エネ設備　（複数回答）
太陽光発電

0.6

0.0

0.0

1.6

9.4

5.1

10.7

7.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

直前の住宅 今回の住宅  
 

5) 定期借地制度を利用している世帯 

定期借地制度を利用している世帯は、直前の住宅と比較すると、全体で 1.4 ポイン

ト減少している。三大都市圏で見ると、首都圏で 3.8％から 1.3％へと 2.5％減少して

いるのに対し、中京圏では、2.4％のままで不変である。近畿圏については、住み替

え後に定期借地制度を利用した世帯はサンプルの中に見られなかった。 

問１１－６　定期借地制度を利用している世帯

2.0

3.8

2.4

1.6

0.6

1.3

2.4

0.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
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6) 片道通勤時間 

片道通勤時間は、直前の住宅と比較すると、全体で 1.8 分増と若干の増加となって

いる。三大都市圏では、首都圏で 0.9 分減少、中京圏で 4.4 分増加、近畿圏で 2.0 分

増加している。 

問１１－７　片道通勤時間（平均）

32.2

51.3

31.6

32.7

34.0

50.4

36.0

34.7

0.0 20.0 40.0 60.0

サンプル合計（直前=857）
　　　　　　（今回=886）

首都圏（直前=126）
　　　（今回=127）

中京圏（直前= 68）
　　　（今回= 68）

近畿圏（直前= 46）
　　　（今回= 47）

（分換算）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
7) 従前の居住地 

従前の居住地は、全てにおいて「同一市区町村内」での移動が、７割から８割を

占めている。この理由としては、注文住宅を建築した人の多くが「従前住宅は持家

であった」（問７）としている上、そのうちの５割以上が「従来の家を取り壊して今

回の住宅を新しく建て替えた」（問 10）としているため、居住地の移動がない人が多

かったためであると考えられる。 

問１１－８　従前の居住地

14.6

18.5

17.9

15.9

72.7

77.1

78.6

79.4

12.7

4.5

3.6

4.8

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

他の市区町村から移動 同一市区町村内 無回答
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5.5 住宅性能表示制度について 
 

(1) 住宅性能表示制度の認知度 

住宅性能表示制度を知っている人（「内容もだいたい知っている」「名前くらいは

知っている」の合計）は、全体で 65.4％を占めている。また、三大都市圏で見ると、

首都圏で 75.8％と も多く、次いで中京圏で 64.3％、近畿圏で 61.9％である。 

問２１　住宅性能表示制度の認知度

33.3

39.5

29.8

30.2

32.1

36.3

34.5

31.7

31.5

23.6

33.3

36.5

3.1

0.6

2.4

1.6

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

内容もだいたい知っている 名前くらいは知っている まったく知らない 無回答
 

 
(2) 住宅性能表示制度の利用 

住宅性能表示制度を利用した住宅の比率は、中京圏で 35.7％と も高く、次いで

近畿圏で 30.2％、首都圏で 26.8％である。 
一方、「利用した住宅かどうかわからない」という人が、どの地域においても 25％

前後となっている。 

問２２　住宅性能表示制度の利用の有無

26.6

26.8

35.7

30.2

40.6

44.6

33.3

41.3

27.9

25.5

28.6

20.6

4.9

3.2

2.4

7.9

サンプル合計（N=1171）

首都圏（N=157）

中京圏（N=84）

近畿圏（N=63）

（％）

利用した 利用していない 利用したかどうかわからない 無回答
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住宅性能表示制度を利用していない住宅を建築した理由は、全てにおいて「建築

業者から説明がなかった」が も多く、全体で 42.4％を占めている。また、首都圏

においては、「建築業者から説明がなかった」が 38.6％と他の圏域より少なく、「費

用が自己負担になる」32.9％、「メリットが感じられなかった」28.6％が他の圏域よ

り多くなっている。 
「その他」として挙げられた理由は、「建築を依頼した業者やメーカーを信頼して

いたから」、「大手の建築業者だから」、「建築業者の自社基準による検査や保障があ

るから」等となっている。 
問２２　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　サンプル合計（N=476）

42.4

28.6

26.7

1.7

14.9

6.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

建築業者から説明がなかった

費用が自己負担になる

メリットが感じられなかった

制度利用申請が間に合わない

その他

無回答

（％）

問２２　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　首都圏（N=70）

38.6

32.9

28.6

1.4

18.6

2.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

建築業者から説明がなかった

費用が自己負担になる

メリットが感じられなかった

制度利用申請が間に合わない

その他

無回答

（％）

問２２　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　中京圏（N=28）

64.3

21.4

14.3

0.0

10.7

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

建築業者から説明がなかった

費用が自己負担になる

メリットが感じられなかった

制度利用申請が間に合わない

その他

無回答

（％）

問２２　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　近畿圏（N=26）

46.2

19.2

19.2

0.0

15.4

7.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

建築業者から説明がなかった

メリットが感じられなかった

費用が自己負担になる

制度利用申請が間に合わない

その他

無回答

（％）
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6.  分譲住宅の調査結果 
 
 分譲住宅のアンケート調査結果を以下に示す。提示するデータは、アンケートの全設問

について、それぞれ次の圏域別に集計したものである。 
 サンプル合計（首都圏、中京圏、近畿圏の合計） 
 首都圏 
 中京圏 
 近畿圏 

 調査で用いたアンケート票は、巻末に掲載する。また、住宅の建て方別（一戸建て／集

合住宅）の集計結果及び圏域別・住宅の建て方別の経年変化データ詳細については、付録

を参照されたい。 
 
6.1 世帯（住宅）に関すること 
 
(1) 敷地の権利関係 

敷地の権利関係が「所有権」の者は、どの圏域においても回答があった者の 87%
以上を占めている。「定期借地権」は首都圏で 0.5％、中京圏、近畿圏では、サンプ

ルの中に見られなかった。 

問１　購入した住宅の敷地の権利関係

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

所有権 定期借地権 通常の借地権 無回答
 

（単位　：　％）

サンプル
合計

首都圏 中京圏 近畿圏

所有権 90.3 86.8 96.3 92.5
定期借地権 0.2 0.5 0.0 0.0
通常の借地権 1.6 1.9 0.6 1.8
無回答 7.9 10.9 3.0 5.7

敷地の権利関係
圏域
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(2) 購入した住宅に住んでいる人 

1) 居住人数 

購入した住宅に住んでいる人数は、首都圏および近畿圏で「３人」が、30％強と

も多くなっている。一方、中京圏では、「４人」が、45.7％と も多い。 
平均居住人数を見ると、首都圏は 3.0 人、近畿圏は 3.1 人とほぼ同じ水準となって

いるが、中京圏は 3.5 人と他の圏域よりもやや多くなっている。 
 

問２　購入した住宅に住んでいる人

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答

１世帯あたり
平均居住人数

3.1人

3.0人

3.5人

3.1人

 

（単位　：　％）

サンプル
合計

首都圏 中京圏 近畿圏

１人 5.7 6.3 1.8 7.5
２人 24.2 27.1 16.5 24.1
３人 29.5 30.6 23.2 32.0
４人 32.2 29.0 45.7 28.5
５人 6.1 4.6 8.5 7.0
６人以上 1.3 0.9 3.7 0.4
無回答 1.0 1.4 0.6 0.4

居住人数

圏域
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2) 65 歳以上の居住者 

65 歳以上の居住者がいる世帯の比率は、首都圏が、16.7％で も多く、次いで近

畿圏の 13.6％、中京圏の 10.4％となっている。 

問２　65歳以上の居住者の有無

14.6

16.7

10.4

13.6

84.4

81.9

89.0

86.0

1.0

1.4

0.6

0.4

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

住んでいる 住んでいない 無回答
 

 
65 歳以上の居住者がいる世帯のうち、居住者が 65 歳以上のみである世帯の比率を

見ると、全体で 37.5％となっている。 
また、65 歳以上の居住者がいる世帯における 65 歳以上居住者の平均人数は、1.3

人～1.5 人となっている。 

問２　65歳以上の居住者がいる世帯の内訳

37.5

36.1

17.6

51.6

62.5

63.9

82.4

48.4

合計（N=120）

首都圏（N=72）

中京圏（N=17）

近畿圏（N=31）

（％）

65歳以上のみ世帯 65歳以上と他年代を含む世帯

65歳以上居住者
の１世帯あたり

平均人数

1.4人

1.4人

1.3人

1.5人
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(3) 住宅購入当時の世帯主の年齢 

住宅購入当時の世帯主の年齢は、全てにおいて 30 歳代が 50％前後と も多くなっ

ている。それに次いで多いのが 40 歳代であり、全てにおいて 20％前後を占めている。 

 問１３　住宅購入当時の世帯主の年齢

0.0

0.0

0.0

0.0

48.2

46.4

56.7

45.6

19.7

20.2

21.3

17.5

9.7

8.6

7.3

13.614.5

6.7

10.7

10.9

8.8

6.7

13.5

10.8

0.7

0.6

0.0

1.2

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 無回答

平均年齢

41.3歳

41.9歳

39.7歳

41.3歳

 

 
(4) 世帯主の職業 

世帯主の職業は、どの圏域においても「会社員・団体職員」が約６割を占め、

も多くなっており、次いで「会社・団体役員」となっている。それ以外の職業はお

おむね１割以下となっている。 
問１４　世帯主の職業　サンプル合計（N=823）

0.1

4.5

16.5

7.8

59.8

0.5

4.0

3.4

2.7

0.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％） 問１４　世帯主の職業　首都圏（N=431）

0.2

4.2

16.7

5.6

60.3

0.9

5.1

3.9

1.9

1.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％）

問１４　世帯主の職業　中京圏（N=164）

0.0

4.9

16.5

9.1

62.2

0.0

3.7

1.2

2.4

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％） 問１４　世帯主の職業　近畿圏（N=228）

0.0

4.8

16.2

11.0

57.0

0.0

2.2

3.9

4.4

0.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％）
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(5) 世帯主の勤続年数 

世帯主の勤続年数の平均は、全てにおいて 13 年程度である。 

問１５　世帯主の勤続年数 （平均）

12.9

13.1

12.6

12.8

0 5 10 15 20

サンプル合計（N=702）

首都圏（N=362）

中京圏（N=145）

近畿圏（N=195）

（年）
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(6) 平成 18 年の世帯年収 

税込世帯年収は、どの圏域においても「400 万～600 万円未満」の世帯が も多く

なっている。 
圏域別に見ると、首都圏は 1,000 万円以上の世帯が他の圏域に比べて多いのが特

徴である。 
また、平均世帯年収（税込）を見ると、首都圏が 764.0 万円で も多く、ついで

中京圏が 720.3 万円、近畿圏は 657.6 万円である。 

問１６　世帯年収

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

400万円未満 400万円以上～600万円未満 600万円以上～800万円未満

800万円以上～1000万円未満 1000万円以上～1200万円未満 1200万円以上～1500万円未満

1500万円以上～2000万円未満 2000万円以上 無回答

平均世帯年収

725.6万円

764.0万円

720.3万円

657.6万円

 
（単位　：　％）

サンプル
合計

首都圏 中京圏 近畿圏

400万円未満 7.9 7.0 6.7 10.5
400万～600万円未満 26.4 24.8 26.8 28.9
600万～800万円未満 23.3 22.7 25.0 23.2
800万～1000万円未満 13.7 13.9 14.0 13.2
1000万～1200万円未満 8.4 9.3 6.7 7.9
1200万～1500万円未満 5.7 6.7 4.3 4.8
1500万～2000万円未満 2.2 2.8 1.8 1.3
2000万円以上 1.0 1.6 0.6 0.0
無回答 11.4 11.1 14.0 10.1

年収
圏域
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(7) 管理費・修繕積立金 

1) 毎月の管理費 

マンションを購入した人の毎月の管理費の平均は、首都圏で 15,123 円、中京圏で

12,847 円、近畿圏で 11,623 円となっており、他の圏域と比較して首都圏の管理費が

大きくなっていることが分かる。 
 

問５－１　毎月の管理費（平均）

13,685.7

15,122.6

12,846.8

11,622.8

0 5,000 10,000 15,000 20,000

サンプル合計（N=461）

首都圏（N=256）

中京圏（N=45）

近畿圏（N=160）

（円）

 
 
 

2) 修繕積立金 

マンションを購入した人の修繕積立金の平均は、圏域ごとに差が大きく、 も高

い近畿圏で 16,438 円、次いで首都圏の 12,537 円となっており、 も低い中京圏で

6,711 円である。 
 

問５－２　修繕積立金（平均）

13,273.0

12,536.5

6,711.3

16,437.5

0 5,000 10,000 15,000 20,000

サンプル合計（N=396）

首都圏（N=224）

中京圏（N=39）

近畿圏（N=133）

（円）
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6.2 資金調達方法 
 
(1) 住宅購入資金 

住宅購入資金と購入資金内訳を見ると、購入資金総額の平均が も高いのは、首

都圏の 4,337.9 万円（自己資金比率 42.3％）であり、 も低いのは、近畿圏の 3,482.9
万円（自己資金比率 36.6％）である。 
また、自己資金比率を見ると、どの圏域においても「預貯金・退職金等」により

自己資金の半分以上をまかなっている。それに次いで多いのが、「不動産売却」によ

るものである。 
借入金内訳を見ると、どの圏域においても「民間金融機関ローン」によるものが

も多く、次いで「民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン「フラット

35」）」によるものである。 

問１７　住宅購入資金の内訳　（平均）

1542.4

1833.0

1120.9

1275.2

2402.2

2504.8

2413.3

2207.7

サンプル合計（N=635）

首都圏（N=336）

中京圏（N=115）

近畿圏（N=184）

（万円）

A．自己資金の合計 B．借入金の合計

上段　：　合計
下段　：　自己資金比率

3944.6万円

39.1%

4337.9万円

42.3%

3534.2万円

31.7%

3482.9万円

36.6%

 

問１７　住宅購入資金の内訳
　　　　　自己資金、借入金

サンプル合計（N=635）

首都圏（N=336）

中京圏（N=115）

近畿圏（N=184）

（％）

(ｱ)預貯金､退職金等 (ｲ)不動産売却 (ｳ)贈与

(ｴ)遺産相続 (ｵ)その他 (ｶ)住宅金融支援機構

(ｷ)その他公的機関 (ｸ)勤務先 (ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ

(ｺ)民間金融機関 (ｻ親族､知人等 (ｼ)その他
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（単位　：　％）

サンプル
合計

首都圏 中京圏 近畿圏

A． 自己資金の合計 35.6 38.4 31.0 33.4

(ｱ)預貯金・有価証券の売却代金・退職金 24.6 25.1 23.0 24.8

(ｲ)不動産売却 6.2 8.3 3.8 3.7

(ｳ)贈与 2.5 2.6 2.5 2.5

(ｴ)遺産相続 0.8 0.8 1.2 0.6

(ｵ)その他 1.5 1.6 0.5 1.8

B． 借入金の合計 64.4 61.6 69.0 66.6

(ｶ)住宅金融支援機構融資（直接融資） 6.8 6.1 7.5 7.8

(ｷ)その他公的機関＊からの借入金 1.3 1.6 1.7 0.7

(ｸ)勤務先からの借入金 2.5 2.7 3.0 1.9

(ｹ)民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン「フラット35」） 17.8 16.9 19.1 18.5

(ｺ)民間金融機関ローン 33.7 32.6 35.0 35.1

(ｻ)親、兄弟など親族、知人からの借入金 1.9 1.4 2.7 2.5

(ｼ)その他 0.2 0.4 0.0 0.0

C． 住宅購入資金総額 100.0 100.0 100.0 100.0

＊雇用・能力開発機構、地方公共団体等  
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(2) 住宅購入資金借入金の返済期間 

住宅購入資金借入金の平均返済期間は、全体で 26.8 年となってといる。どの圏域

においても「住宅金融支援機構提携ローン」「住宅金融支援機構」「民間金融機関」

からの借入金返済期間は、30 年以上となっている。 
 

問１７　住宅購入資金返済期間（平均）　サンプル合計

31.7

31.0

30.6

26.6

24.2

16.9

-

0 10 20 30 40

(ｹ)住宅金融支援機構提携ローン

（N=123）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=38）

(ｺ)民間金融機関（N=220）

(ｷ)その他公的機関（N=8）

(ｸ)勤務先（N=20）

(ｻ)親､兄弟姉妹など

親族､知人（N=19）

(ｼ)その他（N=0）

（年）
問１７　住宅購入資金返済期間（平均）　首都圏

32.5

30.6

30.3

25.6

22.5

15.1

-

0 10 20 30 40

(ｹ)住宅金融支援機構提携ローン

（N=60）

(ｺ)民間金融機関（N=113）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=19）

(ｷ)その他公的機関（N=5）

(ｸ)勤務先（N=11）

(ｻ)親､兄弟姉妹など

親族､知人（N=9）

(ｼ)その他（N=0）

（年）

問１７　住宅購入資金返済期間（平均）　中京圏

32.7

30.7

30.2

28.8

18.4

-

-

0 10 20 30 40

(ｶ)住宅金融支援機構（N=9）

(ｺ)民間金融機関（N=43）

(ｹ)住宅金融支援機構提携ローン

（N=24）

(ｸ)勤務先（N=4）

(ｻ)親､兄弟姉妹など

親族､知人（N=6）

(ｷ)その他公的機関（N=0）

(ｼ)その他（N=0）

（年）
問１７　住宅購入資金返済期間（平均）　近畿圏

31.4

31.0

30.3

28.3

24.0

18.8

-

0 10 20 30 40

(ｹ)住宅金融支援機構提携ローン

（N=39）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=10）

(ｺ)民間金融機関（N=64）

(ｷ)その他公的機関（N=3）

(ｸ)勤務先（N=5）

(ｻ)親､兄弟姉妹など

親族､知人（N=4）

(ｼ)その他（N=0）

（年）

 
 

問１７　住宅購入資金返済期間 （圏域別平均）

26.8

26.1

28.1

27.3

0 10 20 30 40

サンプル合計（N=635）

首都圏（N=336）

中京圏（N=115）

近畿圏（N=184）

（年）
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(3) 贈与者が親の場合の親の年齢 

住宅購入資金の贈与のうち、贈与者が親の場合の親の平均年齢は、全体で 67.5 歳

となっている。 

問１７－１　贈与者が親の場合､親の年齢 （平均）

67.5

69.1

63.5

71.2

0 20 40 60 80 100

サンプル合計（N=35）

首都圏（N=18）

中京圏（N=12）

近畿圏（N=5）

（歳）

 

 
(4) 住宅ローンについて 

1) 住宅ローンの有無 

住宅購入資金（問 17）のうち住宅金融支援機構提携ローン（フラット 35）、民間

金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン以外のもの）、住宅金融支援機構融資

（直接融資）、その他公的機関や勤務先からの借り入れのいずれかがあると回答した

世帯を「住宅ローンがある世帯」として、購入した住宅に関する住宅ローンの有無

を見た。この比率を見ると、購入した住宅に関する住宅ローンがある世帯の比率は、

近畿圏で 66.2％と も高い。また、どの圏域においても 60%前後の世帯で住宅ロー

ンを有している。 

住宅ローンの有無

62.8

62.2

59.8

66.2

14.3

15.8

10.4

14.5

22.8

22.0

29.9

19.3

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

住宅ローンがある 住宅ローンはない 無回答
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2) 住宅ローン減税適用の有無 

住宅ローンがある世帯のうち、住宅ローン減税の適用を受けている世帯の比率は、

全体で 79.7％となっている。 

問１８－２　住宅ローン減税適用の有無

79.7

80.2

82.7

76.8

14.7

13.1

13.3

18.5

5.6

6.7

4.1

4.6

サンプル合計（N=517）

首都圏（N=268）

中京圏（N=98）

近畿圏（N=151）

（％）

受けている 受けていない 無回答
 

 
3) 年間支払額と返済負担率 

住宅ローン年間支払額の平均は、首都圏で 149.2 万円と も多く、次いで中京圏

で 126.8 万円、近畿圏で 122.0 万円となっている。 
一方、年収に対する住宅ローンの返済負担率は近畿圏が 21.6％と も高く、首都

圏で 21.5％、中京圏で 18.9％となっている。 
 

問１８－１　住宅ローン年間支払額（平均）と返済負担率（平均）

136.8
149.2

126.8 122.0

21.0 21.5

18.9

21.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

160.0

サンプル合計
（N=468）

首都圏
（N=239）

中京圏
（N=88）

近畿圏
（N=141）

（
年

間
支

払
額

：
万

円
）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

（
返

済
負

担
率

：
%
）

年間支払額

返済負担率
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(5) 民間金融機関への融資申込 

1) 民間金融機関への融資申込の有無 

民間金融機関への融資申込の有無を見ると、どの圏域においても申し込んだ人が

60%以上を占めている。 
問２０　民間金融機関への融資申込の有無

22.2

21.6

22.0

23.7

65.1

63.1

70.1

65.4

12.6

15.3

7.9

11.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

申し込みをしなかった 申し込みをした 無回答
 

 
2) 民間金融機関からの希望額融資 

民間金融機関に融資を申し込んだ人について、希望額融資を断られた経験の有無

を見ると、全てにおいて 80%以上の人が「断られた経験はない」としている。一方、

「融資減額でないと融資不可」又は「融資は一切不可」として希望額融資を断られ

た経験のある人は、全体でそれぞれ 9.0％と 3.2％となっている。 
問２０－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　サンプル合計（N=536）

86.6

9.0

3.2

2.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

断られた経験はない

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

無回答

（％）

問２０－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　首都圏（N=272）

86.4

9.2

2.6

2.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

断られた経験はない

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

無回答

（％）

問２０－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　中京圏（N=115）

84.3

13.0

3.5

1.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

断られた経験はない

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

無回答

（％）

問２０－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　近畿圏（N=149）

88.6

5.4

4.0

2.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

断られた経験はない

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

無回答

（％）
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民間金融機関に融資を申し込んだ人のうち、「融資減額でないと融資不可」又は「融

資は一切不可」として希望額融資を断られた経験を有する人について、その理由と

考えられるものを見ると、全体で「年収」が 30.5％と も多く、次いで「他の債務

の状況や返済履歴」の 23.7％、「勤続年数」の 22.0％となっている。 

問２０－２　希望額融資を断られた理由　（複数回答）
サンプル合計（N=59）

30.5

23.7

22.0

16.9

10.2

10.2

5.1

5.1

5.1

5.1

5.1

3.4

3.4

1.7

1.7

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

年収

他の債務の状況や返済履歴

勤続年数

雇用形態

年齢

返済負担率

業種

金融機関との取引状況

健康状態

その他

無回答

雇用先の規模

担保評価額

所有資産

わからない

家族構成

（％）

 
 
また、希望額融資を断られた経験を有する人が、結果として融資を受けられたか

どうかを見ると、サンプル合計では、66.1％が「 終的に希望額融資を受けることが

できた」となっている。 
さらに、希望額融資を受けられなかった場合（上記設問で「 終的に減額した融

資を受けることができた」「 終的に融資を受けられなかった」場合）の資金調達方

法は、「自己資金でまかなった」が 62.5％と も多い。 
 問２０－２　民間金融機関からの希望額融資の可否

サンプル合計（N=59）

66.1%

25.4%

6.8%
1.7%

終的に希望額融
資を受けることがで
きた

終的に減額した
融資を受けることが
できた

終的に融資を受
けられなかった

無回答

問２０－２　融資を受けられなかった資金の調達方法

サンプル合計（N=16）

62.5%
12.5%

12.5%

12.5%
自己資金でまか
なった

他の金融機関で融
資を受けた

その他

無回答

 

問１９－１で「融資減額でないと融資不可」又は「融資は一

切不可」として希望額融資を断られた経験を有すると回答

した人を 100％とする。 

左記設問で「 終的に減額した融資を受けることができた」

又は「 終的に融資を受けられなかった」として希望額融資

を受けられなかったと回答した人を 100％とする。 
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(6) 民間金融機関借入金の金利タイプ 

民間金融機関借入金の金利タイプは、首都圏、中京圏で「固定金利期間選択型（3
年以下）」を利用する世帯がそれぞれ 31.4%、38.5%で も多く、短期間のものを利

用する世帯が多いことがわかる。また、近畿圏においては、「変動金利型」が 51.2％
と も多く、他の圏域に比べて特に多くなっている。 

問１９　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　サンプル合計（N=297）

30.0

28.3

16.5

14.5

9.8

7.7

2.0

1.0

0.0 20.0 40.0 60.0

固定金利期間選択型

(3年以下)

変動金利型

全期間固定金利型

(10年超)

固定金利期間選択型（10年以下

（3年以下及び5年を除く））

固定金利期間選択型

(10年超)

固定金利期間選択型

(5年)

全期間固定金利型

(10年以下)

無回答

（％）
問１９　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　首都圏（N=159）

31.4

23.9

17.0

14.5

12.6

6.9

2.5

1.3

0.0 20.0 40.0 60.0

固定金利期間選択型

(3年以下)

変動金利型

全期間固定金利型

(10年超)

固定金利期間選択型（10年以下

（3年以下及び5年を除く））

固定金利期間選択型

(10年超)

固定金利期間選択型

(5年)

全期間固定金利型

(10年以下)

無回答

（％）

問１９　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　中京圏（N=52）

38.5

25.0

25.0

13.5

5.8

3.8

1.9

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

固定金利期間選択型

(3年以下)

固定金利期間選択型（10年以下

（3年以下及び5年を除く））

全期間固定金利型

(10年超)

固定金利期間選択型

(5年)

固定金利期間選択型

(10年超)

変動金利型

全期間固定金利型

(10年以下)

無回答

（％）
問１９　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　近畿圏（N=86）

22.1

10.5

8.1

7.0

5.8

1.2

1.2

51.2

0.0 20.0 40.0 60.0

変動金利型

固定金利期間選択型

(3年以下)

全期間固定金利型

(10年超)

固定金利期間選択型（10年以下

（3年以下及び5年を除く））

固定金利期間選択型

(10年超)

固定金利期間選択型

(5年)

全期間固定金利型

(10年以下)

無回答

（％）
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6.3 購入にあたり影響をうけたこと 
 

(1) 今回の住宅を見つけた方法 

今回の住宅を見つけた方法は、「新聞の折り込み広告で」が、全体で 33.8％と も

多い。しかし中京圏においては、「現地を通りがかった」が、34.8％と も多くなっ

ている。また、首都圏においては、「インターネットで」が、25.1％と他の圏域に比

べて多くなっている。 
なお、「その他」として挙げられた方法は、「新聞の特集記事」、「駅の広告やチラ

シ」、「実家の近くを探していて」等となっている。 
問３　今回の住宅を見つけた方法　（複数回答）
サンプル合計（N=823）

33.8

29.2

19.8

11.5

10.1

9.4

7.3

0.1

5.1

0.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

新聞等の折り込み広告で

現地を通りがかった

インターネットで

住宅情報誌で

住宅展示場で

不動産業者で

知人等の紹介で

公的分譲で

その他

無回答

（％）
問３　今回の住宅を見つけた方法　（複数回答）
首都圏（N=431）

31.1

28.1

25.1

11.1

8.8

8.4

7.2

0.2

5.1

0.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

新聞等の折り込み広告で

現地を通りがかった

インターネットで

住宅情報誌で

不動産業者で

住宅展示場で

知人等の紹介で

公的分譲で

その他

無回答

（％）

問３　今回の住宅を見つけた方法　（複数回答）
中京圏（N=164）

34.8

33.5

14.6

12.8

12.8

9.1

7.9

0.0

3.7

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

現地を通りがかった

新聞等の折り込み広告で

インターネットで

住宅情報誌で

不動産業者で

住宅展示場で

知人等の紹介で

公的分譲で

その他

無回答

（％）
問３　今回の住宅を見つけた方法　（複数回答）
近畿圏（N=228）

39.0

27.2

14.0

13.6

11.4

7.9

7.0

0.0

6.1

0.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

新聞等の折り込み広告で

現地を通りがかった

住宅展示場で

インターネットで

住宅情報誌で

不動産業者で

知人等の紹介で

公的分譲で

その他

無回答

（％）

 



６．分譲住宅の調査結果 

 81

(2) 今回の住宅に決めた理由 

1) 今回の住宅に決めた理由 

今回の住宅に決めた理由を「住宅の立地環境が良かったから」とする世帯は、ど

の圏域においても６割以上を占めている。また、「住宅のデザイン・広さ・設備等が

良かったから」も、各圏域において５割以上の世帯が理由として挙げている。 
問４　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
サンプル合計（N=823）

61.6

53.9

41.8

27.5

26.4

23.5

17.5

17.1

9.8

3.5

0.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅の立地環境が

よかったから

住宅のデザイン・広さ・

設備等が良かったから

価格が適切だったから

マンションだから

信頼できる

住宅メーカーだったから

一戸建てだから

昔から住んでいる

地域だったから

親・子供と同居・

近くに住んでいる

適切な維持管理が

見込めるから

その他

無回答

（％）
問４　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
首都圏（N=431）

61.3

55.9

40.6

32.0

27.8

21.8

16.7

16.5

11.1

2.1

0.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅の立地環境が

よかったから

住宅のデザイン・広さ・

設備等が良かったから

価格が適切だったから

信頼できる

住宅メーカーだったから

マンションだから

一戸建てだから

昔から住んでいる

地域だったから

親・子供と同居・

近くに住んでいる

適切な維持管理が

見込めるから

その他

無回答

（％）

問４　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
中京圏（N=164）

61.6

52.4

45.7

43.3

18.9

14.0

13.4

12.2

6.7

7.3

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅の立地環境が

よかったから

住宅のデザイン・広さ・

設備等が良かったから

価格が適切だったから

一戸建てだから

信頼できる

住宅メーカーだったから

親・子供と同居・

近くに住んでいる

昔から住んでいる

地域だったから

マンションだから

適切な維持管理が

見込めるから

その他

無回答

（％）
問４　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
近畿圏（N=228）

62.3

51.3

41.2

37.7

21.9

21.1

20.6

12.3

9.6

3.5

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅の立地環境が

よかったから

住宅のデザイン・広さ・

設備等が良かったから

価格が適切だったから

マンションだから

昔から住んでいる

地域だったから

信頼できる

住宅メーカーだったから

親・子供と同居・

近くに住んでいる

一戸建てだから

適切な維持管理が

見込めるから

その他

無回答

（％）
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2) 今回の住宅に決めた理由（設備について） 

今回の住宅に決めた理由のうち、「住宅のデザイン・広さ・設備等が良かったから」

とした人の具体的な理由を見ると、全体で「間取り・部屋数が適当だから」が も

多い。次いで「住宅の広さが十分だから」「住宅のデザインが気に入ったから」が多

くなっている。 
 

問４－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
サンプル合計（N=444）

68.7

49.1

36.3

32.7

28.2

27.5

19.1

12.4

1.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

間取り・部屋数が
適当だから

住宅の広さが
十分だから

住宅のデザインが

気に入ったから

浴室の設備・広さが
十分だから

高齢者等への
配慮がよいから

台所の設備・広さが

十分だから

火災・地震・水害への
安全性が高いから

高気密・高断熱
住宅だから

無回答

（％）
問４－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
首都圏（N=241）

68.0

51.0

37.8

30.7

24.5

22.0

22.0

11.2

2.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

間取り・部屋数が

適当だから

住宅の広さが

十分だから

住宅のデザインが

気に入ったから

浴室の設備・広さが

十分だから

高齢者等への

配慮がよいから

台所の設備・広さが

十分だから

火災・地震・水害への

安全性が高いから

高気密・高断熱

住宅だから

無回答

（％）

問４－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
中京圏（N=86）

64.0

51.2

38.4

32.6

29.1

29.1

18.6

12.8

1.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

間取り・部屋数が

適当だから

住宅の広さが

十分だから

住宅のデザインが

気に入ったから

高齢者等への

配慮がよいから

台所の設備・広さが

十分だから

浴室の設備・広さが

十分だから

火災・地震・水害への

安全性が高いから

高気密・高断熱

住宅だから

無回答

（％）
問４－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
近畿圏（N=117）

73.5

43.6

39.3

37.6

32.5

31.6

14.5

13.7

0.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

間取り・部屋数が

適当だから

住宅の広さが

十分だから

浴室の設備・広さが

十分だから

台所の設備・広さが

十分だから

高齢者等への

配慮がよいから

住宅のデザインが

気に入ったから

高気密・高断熱

住宅だから

火災・地震・水害への

安全性が高いから

無回答

（％）
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3) 今回の住宅に決めた理由（維持管理について） 

今回の住宅に決めた理由のうち、「適切な維持管理が見込めるから」とした人の具

体的な理由を見ると、圏域ごとに も多い理由は異なっているものの、「優良な管理

業者だから」「管理費の設定が妥当だから」「長期修繕計画の内容が妥当だから」「管

理規約の内容が妥当だから」などが多く、おおむね 30％以上となっている。 
 
 

問４－２　適切な維持管理が見込める理由
（複数回答）　サンプル合計（N=81）

43.2

40.7

38.3

37.0

28.4

16.0

3.7

7.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

優良な管理業者だから

管理費の

設定が妥当だから

長期修繕計画の

内容が妥当だから

管理規約の

内容が妥当だから

修繕積立金の

設定が妥当だから

管理組合が

円滑に運営しているから

その他

無回答

（％）
問４－２　適切な維持管理が見込める理由
（複数回答）　首都圏（N=48）

43.8

41.7

31.3

29.2

25.0

14.6

6.3

6.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

優良な管理業者だから

管理費の

設定が妥当だから

管理規約の

内容が妥当だから

長期修繕計画の

内容が妥当だから

修繕積立金の

設定が妥当だから

管理組合が

円滑に運営しているから

その他

無回答

（％）

問４－２　適切な維持管理が見込める理由
（複数回答）　中京圏（N=11）

54.5

45.5

45.5

18.2

18.2

0.0

0.0

9.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

管理規約の

内容が妥当だから

長期修繕計画の

内容が妥当だから

優良な管理業者だから

管理費の

設定が妥当だから

修繕積立金の

設定が妥当だから

管理組合が

円滑に運営しているから

その他

無回答

（％）
問４－２　適切な維持管理が見込める理由
（複数回答）　近畿圏（N=22）

54.5

50.0

40.9

40.9

40.9

27.3

0.0

9.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

長期修繕計画の

内容が妥当だから

管理費の

設定が妥当だから

管理規約の

内容が妥当だから

修繕積立金の

設定が妥当だから

優良な管理業者だから

管理組合が

円滑に運営しているから

その他

無回答

（％）
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(3) 住宅の購入にあたり影響を受けたこと 

1) 景気の先行き感 

住宅の購入にあたり、景気の先行き感に「ほとんど影響を受けなかった」とする

世帯が、首都圏で 55.0％、中京圏で 56.7％、近畿圏で 57.0％と大半を占めている。   
一方、「マイナス要因として影響を受けた（「マイナス要因として大きな影響を受

けた」「マイナス要因として多少は影響を受けた」の合計）」」とする世帯が、首都圏

で 21.4％、中京圏で 21.4％、近畿圏で 20.6％を占めている。景気の先行き感は、半

数近くの世帯には影響を与えなかったものの、全体で 20%程度の世帯にマイナスの

影響を与えている。 

問６　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
ア）　景気の先行き感

2.7

2.6

2.4

3.1

12.3

12.8

9.1

13.6

55.9

55.0

56.7

57.0

18.0

18.6

17.7

17.1

3.2

2.8

3.5

8.0

8.4

5.7

3.7 10.4

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
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2) 家計収入の見通し 

家計収入の見通しに「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯は、首都圏で

46.6％、中京圏で 40.2％、近畿圏で 48.2％を占めている。一方、「マイナス要因とし

て影響を受けた」とする世帯が、首都圏で 23.2％、中京圏で 31.1％、近畿圏で 28.5％
を占めている。家計収入の見通しは、半数近くの世帯には影響を与えなかったもの

の、全体で 25%程度の世帯にマイナスの影響を与えている。 

問６　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
イ）　家計収入の見通し

4.4

3.9

5.5

4.4

17.0

19.3

15.2

14.0

45.8

46.6

40.2

48.2

22.4

19.5

25.6

25.4

3.9

3.7

6.6

7.0

3.1

5.5

4.8

7.9

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 

 
3) 地価／住宅の価格相場 

地価／住宅の価格相場に「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、中京圏

および近畿圏においては５割以上を占めているが、首都圏で 41.1％に留まっている。 
首都圏では、「プラスの要因として影響を受けた」とする世帯が 37.8％と他の圏域

よりも高くなっている。地価／住宅の価格相場は、約半数の世帯には影響を与えな

かったものの、全体で 30％近くの世帯にプラスの影響を与えている。 

問６　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
ウ）　地価／住宅の価格相場

6.8

7.9

4.9

6.1

25.5

29.9

22.6

19.3

47.0

41.1

50.0

56.1

10.7

10.9

11.0

2.1

2.3

7.9

7.9

10.1

1.8

1.8

9.8

6.6

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 



６．分譲住宅の調査結果 

 86

4) 住宅取得時の税制等の行政施策 

住宅取得時の税制等の行政施策に「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、

首都圏で 50.3％、中京圏で 46.3％、近畿圏で 58.3％を占めている。全体で住宅取得

時の税制等の行政施策は、「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が多いが、約

30％の世帯にはプラスの影響を与えている。 

問６　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
エ）　住宅取得時の税制等の行政施策

5.2

5.8

6.1

3.5

22.1

24.6

22.6

17.1

51.8

50.3

46.3

58.3

9.4

8.6

9.8

10.5

1.7

1.4

9.8

9.3

2.2

1.8

8.3

13.4

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 

 
5) 従前住宅の売却価格（従前住宅を売却した場合のみ） 

従前住宅を売却した人のうち、従前住宅の売却価格に「ほとんど影響を受けなか

った」とする世帯が、首都圏で 39.0％、中京圏で 33.3％、近畿圏で 40.9％を占めて

いる。また、「マイナス要因として影響を受けた」とする世帯が、首都圏で 32.5％、

中京圏で 38.9％、近畿圏で 27.3％を占めている。これに対して、近畿圏では「プラ

ス要因として影響を受けた」とする世帯が 2９.5％を占め、相対的にプラス要因とす

る世帯が多くなっている。従前住宅の売却価格は、「ほとんど影響を受けなかった」

とする世帯が多いが、全体で約 30％の世帯にはマイナスの影響を与えている。 

問６　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
オ）　従前住宅の売却価格

10.8

13.0

16.7

4.5

13.7

9.1

5.6

25.0

38.8

39.0

33.3

40.9

13.7

14.3

16.7

11.4

18.0

18.2

5.0

6.5

22.2

15.9

5.6

2.3

サンプル合計（N=139）

首都圏（N=77）

中京圏（N=18）

近畿圏（N=44）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
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6) 金利動向 

金利動向に「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、首都圏で 37.6％、中

京圏で 35.4％、近畿圏で 41.7％を占めている。一方で「プラス要因として影響を受

けた」とする世帯が、首都圏で 35.0％、中京圏で 34.2％、近畿圏で 30.2％を占めて

いる。金利動向は、「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が多いが、全体で約

30％の世帯にはプラスの影響を与えている。 

問６　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
カ）　金利動向

9.5

10.4

11.6

6.1

24.1

24.6

22.6

24.1

38.3

37.6

35.4

41.7

16.6

16.2

18.3

16.2

3.8

2.8

7.8

8.4

5.7

3.7

6.1

8.5

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 



６．分譲住宅の調査結果 

 88

6.4 今回の住宅と直前の住宅の比較 
 
(1) 直前の住宅について 

1) 直前の住宅の種類 

直前の住宅の種類で も多いのは、どの圏域においても「民間賃貸住宅」であり、

４割以上を占めている。次いで多いのは、「持家」である。ただし中京圏では「社宅・

寮・公務員住宅など」が 17.7％を占めており、「持家」と同じ比率となっている。 
問７　直前の住宅の種類

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

持家 社宅・寮・公務員住宅など

公営住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅 民間賃貸住宅

親､兄弟姉妹など親族の住宅 その他

無回答
 

（単位　：　％）

サンプル
合計

首都圏 中京圏 近畿圏

持家 23.0 23.7 17.7 25.4
社宅・寮・公務員住宅など 17.0 18.8 17.7 13.2
公営住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅 8.7 5.8 11.6 12.3
民間賃貸住宅 42.9 42.7 45.7 41.2
親､兄弟姉妹など親族の住宅 7.2 7.7 6.1 7.0
その他 0.6 0.5 0.6 0.9
無回答 0.6 0.9 0.6 0.0

直前の住宅の種類
圏域

 
 

2) 直前の住宅の月額家賃 

直前の住宅が借家だった人の月額家賃の平均は、首都圏で 86,628 円と も高く、

近畿圏で 76,152 円、中京圏で 65,519 円となっている。 
問８　直前の住宅の月額家賃（平均）

79,236.2

86,628.2

65,518.5

76,151.8

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

サンプル合計（N=504）

首都圏（N=258）

中京圏（N=108）

近畿圏（N=138）

（円）
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3) 直前の住宅の取得時期 

直前の住宅が持家だった人の直前の住宅の取得時期を見ると、首都圏および近畿

圏で「平成７年以降」がそれぞれ 37.3％、44.8％と も多くなっている。一方中京

圏では、「昭和 60 年～平成６年」が 44.8％と も多くなっている。 
 

問９　直前の住宅の取得時期

サンプル合計（N=189）

首都圏（N=102）

中京圏（N=29）

近畿圏（N=58）

（％）

平成７年以降 昭和60年～平成６年 昭和50年～昭和59年 昭和40年～昭和49年

昭和30年～昭和39年 昭和20年～昭和29年 昭和19年以前 無回答
 

（単位　：　％）

サンプル
合計

首都圏 中京圏 近畿圏

平成７年以降 36.5 37.3 17.2 44.8
昭和60年～平成６年 21.2 14.7 44.8 20.7
昭和50年～昭和59年 20.6 21.6 20.7 19.0
昭和40年～昭和49年 11.1 14.7 6.9 6.9
昭和30年～昭和39年 4.2 6.9 3.4 0.0
昭和20年～昭和29年 2.6 2.9 0.0 3.4
昭和19年以前 1.6 0.0 3.4 3.4
無回答 2.1 2.0 3.4 1.7

取得時期

圏域
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4) 直前の住宅の処分方法 

直前の住宅が持家だった人の直前の住宅の処分方法を見ると、どの圏域において

も「売却した」が も多く、首都圏で 75.5％、中京圏で 62.1％、近畿圏で 75.9％と

なっている。 

問１０　直前の住宅の処分方法

サンプル合計（N=189）

首都圏（N=102）

中京圏（N=29）

近畿圏（N=58）

（％）

売却した 他人に貸している

親､兄弟姉妹など親族が住んでいる 空き家になっている

その他 無回答
 

（単位　：　％）

サンプル
合計

首都圏 中京圏 近畿圏

売却した 73.5 75.5 62.1 75.9
他人に貸している 5.3 5.9 6.9 3.4
親､兄弟姉妹など親族が住んでいる 7.4 5.9 13.8 6.9
空き家になっている 8.5 5.9 10.3 12.1
その他 3.2 3.9 3.4 1.7
無回答 2.1 2.9 3.4 0.0

処分方法
圏域
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5) 直前の住宅の売却損益の分布 

直前の住宅が持家であり、売却処分を行った人の売却損益＊（直前の住宅の取得価

格＊と売却価格＊の差）の分布を見ると、どの圏域においても売却損が発生している

世帯の比率が高く、首都圏で 59.8％、中京圏で 77.9％、近畿圏で 72.6％となってい

る。首都圏では、売却損が「500 万円～1,000 万円」である世帯が も多く、中京圏

と近畿圏では、「1,000 万円～1,500 万円」である世帯が多い。 
また、中京圏と近畿圏で売却益を得た世帯はほとんどいないが、首都圏では、20.8％

の世帯が売却益を得ている。 
問１０－１　直前の住宅の売却損益の分布　サンプル合計
（N=139）

7.9

2.2

5.0

11.5

12.9

15.8

10.8

6.5

2.2

1.4

0.7

2.2

1.4

2.9

16.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

-3,000万円未満

-3,000～-2,500万円

未満

-2,500～-2,000万円

未満

-2,000～-1,500万円
未満

-1,500～-1,000万円

未満

-1,000～-500万円

未満

-500万～0円未満

0～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～2,500万円未満

2,500～3,000万円未満

3,000万円以上

無回答

（％） 問１０－１　直前の住宅の売却損益の分布　首都圏
（N=77）

6.5

1.3

5.2

10.4

6.5

16.9

13.0

5.2

2.6

1.3

1.3

3.9

2.6

3.9

19.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

-3,000万円未満

-3,000～-2,500万円

未満

-2,500～-2,000万円

未満

-2,000～-1,500万円

未満

-1,500～-1,000万円

未満

-1,000～-500万円

未満

-500万～0円未満

0～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～2,500万円未満

2,500～3,000万円未満

3,000万円以上

無回答

（％）

問１０－１　直前の住宅の売却損益の分布　中京圏
（N=18）

16.7

0.0

5.6

5.6

22.2

16.7

11.1

5.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

16.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

-3,000万円未満

-3,000～-2,500万円

未満

-2,500～-2,000万円

未満

-2,000～-1,500万円

未満

-1,500～-1,000万円

未満

-1,000～-500万円

未満

-500万～0円未満

0～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～2,500万円未満

2,500～3,000万円未満

3,000万円以上

無回答

（％） 問１０－１　直前の住宅の売却損益の分布　近畿圏
（N=44）

6.8

4.5

4.5

15.9

20.5

13.6

6.8

9.1

2.3

2.3

0.0

0.0

0.0

2.3

11.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

-3,000万円未満

-3,000～-2,500万円

未満

-2,500～-2,000万円
未満

-2,000～-1,500万円

未満

-1,500～-1,000万円

未満

-1,000～-500万円

未満

-500万～0円未満

0～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～2,500万円未満

2,500～3,000万円未満

3,000万円以上

無回答

（％）

 
＊直前の住宅の売却損益、取得価格、売却価格にはいずれも家屋、土地の双方を含んでいる 
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(2) 直前の住宅と今回の住宅の比較 

1) 住宅の建て方 

住宅の建て方を直前の住宅と比較すると、一戸建てに居住していた世帯の比率は、

どの圏域においても 20％前後であり、おおむね同じ水準である。 

問１１－１　住宅の建て方（一戸建て）

19.2

18.6

19.5

20.2

31.7

28.5

64.0

14.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
2) 延べ床面積 

住宅の延べ床面積の平均を直前の住宅と比較すると、どの圏域においても増加し

ている。変化の幅の平均が も大きいのは、中京圏であり、24.3 ㎡増加している。 

問１１－２　住宅の延べ床面積（平均）

74.4

70.5

84.5

76.6

89.1

84.8

108.8

84.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

サンプル合計（直前=575）
　　　　　　（今回=640）

首都圏（直前=322）
　　　（今回=350）

中京圏（直前= 90）
　　　（今回=118）

近畿圏（直前=163）
　　　（今回=172）

（㎡）

直前の住宅 今回の住宅
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3) 敷地面積 

一戸建て住宅の敷地面積の平均は、直前の住宅と比較すると、首都圏、中京圏で

それぞれ 23.4 ㎡、71.0 ㎡減少しているのに対し、近畿圏では 24.5 ㎡増加している。 

問１１－３　住宅の敷地面積（平均）

189.8

180.8

248.6

161.5

168.4

157.4

177.6

186.0

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0

サンプル合計（直前= 95）
　　　　　　（今回=184）

首都圏（直前= 49）
　　　（今回= 93）

中京圏（直前= 20）
　　　（今回= 70）

近畿圏（直前= 26）
　　　（今回= 21）

（㎡）

直前の住宅 今回の住宅
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4) 高齢者対応設備 

高齢者対応設備を直前の住宅と比較すると、いずれの設備、どの圏域においても

整備率が上昇している。 
住み替え後の住宅について設備別に見ると、「段差のない室内」の整備率が７割弱

から８割強に達しているのに対し、「手すり」および「廊下などが車椅子で通行可能

な幅」は５割前後の整備率となっている。また、近畿圏で「段差のない室内」が 81.1％、

「廊下などが車椅子で通行可能は幅」が 61.4％となっており、他の圏域と比べて整

備率が高い。 
問１１－４　高齢者対応設備　（複数回答）
手すり

11.4

12.3

8.5

11.8

46.1

44.1

52.4

45.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１１－４　高齢者対応設備　（複数回答）
段差のない室内

17.4

17.9

14.6

18.4

74.6

74.0

67.1

81.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１１－４　高齢者対応設備　（複数回答）
廊下などが車椅子で通行可能な幅

13.5

14.4

8.5

15.4

52.2

51.3

42.1

61.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１１－４　高齢者対応設備　（複数回答）
全ての設備

5.1

5.8

3.0

5.3

29.6

27.6

26.2

36.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
5) 省エネ設備 

省エネ設備を直前の住宅と比較すると、「二重サッシ」は、どの圏域においても整

備率が上昇している。 
一方、「太陽光発電」は、どの圏域においても整備が進んでいない。 

問１１－５　省エネ設備　（複数回答）
二重サッシ

4.6

4.9

4.3

4.4

36.7

36.2

47.6

29.8

0.0 20.0 40.0 60.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１１－５　省エネ設備　（複数回答）
太陽光発電

0.1

0.2

0.0

0.0

1.1

1.4

0.6

0.9

0.0 20.0 40.0 60.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
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6) 定期借地制度を利用している世帯 

定期借地制度を利用している世帯は、直前の住宅と比較すると、首都圏で減少し

ている。なお、中京圏、近畿圏でサンプルの中に定期借地制度を利用している世帯

は見られなかった。 

問１１－６　定期借地制度を利用している世帯

1.6

1.2

1.2

2.6

0.2

0.5

0.0

0.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
7) 片道通勤時間 

片道通勤時間の平均は、直前の住宅と比較すると、どの圏域においても増加して

いることが分かる。特に中京圏で増加幅が大きく、6.1 分増加している。 

問１１－７　片道通勤時間（平均）

46.8

52.5

38.2

42.1

50.1

56.0

44.3

43.2

0.0 20.0 40.0 60.0

サンプル合計（直前=663）
　　　　　　（今回=661）

首都圏（直前=348）
　　　（今回=347）

中京圏（直前=132）
　　　（今回=133）

近畿圏（直前=183）
　　　（今回=181）

（分換算）

直前の住宅 今回の住宅
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8) 従前の居住地 

従前の居住地は、中京圏および近畿圏で「同一市区町村内」が多くなっており、

それぞれ 55.5％、54.8％となっている。一方、首都圏については「他の市区町村か

ら移動」が多くなっており、50.3％となっている。 

問１２　従前の居住地

47.0

50.3

43.3

43.4

51.0

47.3

55.5

54.8

1.9

2.3

1.2

1.8

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

他の市区町村から移動 同一市区町村内 無回答
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6.5 住宅性能表示制度について 
 
(1) 住宅性能表示制度の認知度 

住宅性能表示制度を知っている人（「内容もだいたい知っている」「名前くらいは

知っている」の合計）は、首都圏で 72.9％と も多く、近畿圏で 62.3％、中京圏が

57.3％と も少ない。中京圏と近畿圏では、住宅性能表示制度に対する認知が首都圏

ほど進んでいない。 

問２１　住宅性能表示制度の認知度

27.5

33.2

19.5

22.4

39.4

39.7

37.8

39.9

31.8

25.3

42.1

36.8

1.3

1.9

0.6

0.9

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

内容もだいたい知っている 名前くらいは知っている まったく知らない 無回答
 

 
(2) 住宅性能表示制度の利用 

住宅性能表示制度を利用した住宅の比率は、首都圏で 43.9％と も多く、近畿圏

で 35.5％、中京圏が 25.6％と も少ない。中京圏と近畿圏では、認知度同様、利用

した住宅の比率は、低い。 

問２２　住宅性能表示制度の利用の有無

37.9

43.9

25.6

35.5

14.6

13.0

19.5

14.0

44.0

39.7

54.3

44.7

3.5

3.5

0.6

5.7

サンプル合計（N=823）

首都圏（N=431）

中京圏（N=164）

近畿圏（N=228）

（％）

利用した住宅 利用していない住宅 利用した住宅かどうかわからない 無回答
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住宅性能表示制度を利用していない住宅を購入した理由は、全てにおいて「制度

を利用した住宅を購入する機会がなかった」「販売者側から説明がなかった」が上位

を占めている。ただし近畿圏においては、「費用が自己負担になる」との回答も多く

なっている。 
また、「その他」として挙げられた理由は、「信用できる販売業者なので」、「業者

から否定的な助言があった」等となっている。 
問２２　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　サンプル合計（N=120）

35.8

30.0

15.0

14.2

11.7

10.8

0.0 20.0 40.0 60.0

機会がなかった

説明がなかった

メリットが感じられない

費用が自己負担になる

その他

無回答

（％）

問２２　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　首都圏（N=56）

39.3

23.2

12.5

8.9

14.3

12.5

0.0 20.0 40.0 60.0

機会がなかった

説明がなかった

メリットが感じられない

費用が自己負担になる

その他

無回答

（％）

問２２　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　中京圏（N=32）

37.5

31.3

21.9

6.3

3.1

12.5

0.0 20.0 40.0 60.0

機会がなかった

説明がなかった

メリットが感じられない

費用が自己負担になる

その他

無回答

（％）

問２２　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　近畿圏（N=32）

40.6

31.3

28.1

12.5

15.6

6.3

0.0 20.0 40.0 60.0

説明がなかった

費用が自己負担になる

機会がなかった

メリットが感じられない

その他

無回答

（％）
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7.  中古住宅の調査結果 
 
 中古住宅のアンケート調査結果を以下に示す。提示するデータは、アンケートの全設問

について、サンプルを集計したものである。 
 調査で用いたアンケート票は、巻末に掲載する。また、集計結果及び経年変化データ詳

細については、付録を参照されたい。 
 
7.1 住宅（世帯）に関すること 
 
(1) 購入した住宅の建築時期 

今回購入した住宅の建築時期は、「昭和 60 年～平成６年」と「平成 7 年以降」が

も多く、それぞれ 36.0％と 33.7％でほぼ同率となっている。次いで多いのは、「昭

和 50 年～昭和 59 年」の 22.1％となっている。 

問２　購入した住宅の建築時期

サンプル合計
（N=86）

（％）

平成７年以降 昭和60年～平成６年 昭和50年～昭和59年 昭和40年～昭和49年

昭和30年～昭和39年 昭和20年～昭和29年 昭和19年以前 無回答
 

（単位　：　％）
建築時期 サンプル合計

平成７年以降 33.7
昭和60年～平成６年 36.0
昭和50年～昭和59年 22.1
昭和40年～昭和49年 4.7
昭和30年～昭和39年 2.3
昭和20年～昭和29年 0.0
昭和19年以前 0.0
無回答 1.2  
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(2) 購入した住宅の敷地の権利関係 

購入した住宅の敷地の権利関係は、「所有権」が 91.9％を占めている。 
また、サンプルの中に「定期借地権」は見られなかった。 

問３　購入した住宅の敷地の権利関係

サンプル合計
（N=86）

（％）

所有権 定期借地権 通常の借地権 無回答
 

（単位　：　％）
敷地の権利関係 サンプル合計

所有権 91.9
定期借地権 0.0
通常の借地権 5.8
無回答 2.3  

 
(3) 購入した住宅に住んでいる人 

1) 居住人数 

購入した住宅に住んでいる人数は、「３人」が 32.6％と も多く、次いで「４人」

が 26.7％、「２人」が 23.3％を占めている。中古住宅の居住人数は、２～４人という

世帯が多いことがわかる。 
平均居住人数は 3.2 人となっている。 

問１　購入した住宅に住んでいる人

サンプル合計
（N=86）

（％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答

１世帯あたり
平均居住人数

3.2人

 

（単位　：　％）
居住人数 サンプル合計

１人 7.0
２人 23.3
３人 32.6
４人 26.7
５人 2.3
６人以上 7.0
無回答 1.2  
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2) 65 歳以上の居住者 

65 歳以上の居住者がいる世帯の比率は、15.1％となっている。 

問１　65歳以上の居住者の有無

15.1 83.7 1.2
サンプル合計

（N=86）

（％）

住んでいる 住んでいない 無回答
 

 
サンプル数は少ないが、65 歳以上の居住者がいる世帯のうち、居住者が 65 歳以上

のみである世帯の比率は 7.7％となっている。 
また、65 歳以上居住者がいる世帯における 65 歳以上の居住者の平均人数は、1.5

人となっている。 

問１　65歳以上の居住者がいる世帯の内訳

7.7 92.3
サンプル合計

（N=13）

（％）

65歳以上のみ世帯 65歳以上と他年代を含む世帯

65歳以上居住者
の１世帯あたり

平均人数

1.5人

 

 
(4) 住宅購入当時の世帯主の年齢 

住宅購入当時の世帯主の年齢は、30 歳代が 41.9％と も多く、次いで多いのは 40
歳代の 19.8％である。中古住宅の購入層は、30 歳代と 40 歳代で全体の約６割を占

めている。 

 問１７　住宅購入当時の世帯主の年齢

8.1 41.9 19.8 14.0 12.8 3.5

0.0

サンプル合計
（N=86）

（％）

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 無回答

平均年齢

43.0歳
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(5) 世帯主の職業 

世帯主の職業は「会社・団体職員」が 42.9％と も多く、次いで「自営業」で 17.6％、

「会社・団体役員」で 16.5％の順である。この３職業で中古住宅購入者の約８割を

占めている。 
問１８　世帯主の職業　サンプル合計（N=91）

0.0

17.6

16.5

5.5

42.9

1.1

4.4

1.1

4.4

6.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％）

 
 

(6) 世帯主の勤続年数 

世帯主の平均勤続年数は、13.0 年となっている。 

問１９　世帯主の勤続年数 （平均）

13.0

0 5 10 15 20

サンプル合計
（N=68）

（年）
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(7) 平成１８年の世帯年収 

税込世帯年収は、「400 万～600 万円未満」の世帯が 33.7％と も多く、次いで「600
万～800 万円未満」が 24.4％、「400 万円未満」が 17.4％、「800 万～1,000 万円」が

15.1％となっている。1,000 万円未満の世帯が無回答者も含めたサンプル全体の約

90％を占めている。 
平均世帯年収（税込み）は、586.3 万円となっている。 
 

問２０　世帯年収

サンプル合計
（N=86）

（％）

400万円未満 400万～600万円未満 600万～800万円未満

800万～1000万円未満 1000万～1200万円未満 1200万～1500万円未満

1500万～2000万円未満 2000万円以上 無回答

平均世帯年収

586.3万円

 
（単位　：　％）

年収 サンプル合計
400万円未満 17.4
400万～600万円未満 33.7
600万～800万円未満 24.4
800万～1000万円未満 15.1
1000万～1200万円未満 2.3
1200万～1500万円未満 1.2
1500万～2000万円未満 1.2
2000万円以上 0.0
無回答 4.7  

 
(8) 中古マンションにおける管理費・修繕積立金 

毎月の管理費の平均は 12,093 円、修繕積立金は 8,600 円となっている。 
 

問７－１　毎月の管理費（平均）

12,093.0

0 5,000 10,000 15,000 20,000

サンプル合計（N=26）

（円）

 

問７－２　修繕積立金（平均）

8,599.6

0 5,000 10,000 15,000 20,000

サンプル合計（N=26）

（円）
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(9) 購入前後のリフォーム 

1) 売主による購入１年前以内のリフォームの有無 

中古住宅購入の１年前以内に売主がリフォームしたかどうかを見ると、「リフォー

ムしなかった」という世帯が 48.8％、「リフォームをした」という世帯が 40.7％であ

り、「リフォームをしなかった」世帯の方が若干多くなっている。 

問９　売主によるリフォームの有無

40.7 48.8 8.1 2.3
サンプル合計

（N=86）

（％）

リフォームした リフォームしなかった わからない 無回答
 

 
2) 購入直後のリフォームの有無 

中古住宅購入後に自身でリフォームをした（１年以内にリフォームをする予定を

含む）かどうかを見ると、「リフォームをした」世帯が 45.3％、「リフォームをしな

かった」世帯が 51.2％であり「リフォームをしなかった」世帯の方が若干多くなっ

ている。 
ただし、中古住宅にした理由（問６）として「リフォームをすれば快適に住める

と思ったから」を理由として挙げていたのは 30％弱の世帯であったが、それらの世

帯以外においても、多くの世帯でリフォームを行っていることがわかる。 

問１０　購入直後のリフォームの有無

45.3 51.2 3.5
サンプル合計

（N=86）

（％）

リフォームした リフォームしなかった 無回答
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7.2 資金調達方法 
 
(1) 住宅購入資金 

住宅購入資金と購入資金内訳を見ると、購入資金総額の平均は平均 2,433 万円で

あり、うち自己資金は 33.0％で 803 万円となっている。 
自己資金内訳を見ると、「預貯金・有価証券売却代金・退職金」によるものが も

多く、自己資金の約７割をまかなっている。 
借入金内訳を見ると、「民間金融機関ローン」によるものが も多く、購入資金総

額に占める割合は、17.9％となっており、次いで「民間金融機関（住宅金融支援機構

提携ローン「フラット 35」）」で 17.9％となっている。 

問２１　住宅購入資金の内訳　（平均）

803.4 1629.4サンプル合計（N=73）

（万円）

A．自己資金の合計 B．借入金の合計

上段　：　合計
下段　：　自己資金比率

2432.8万円
33.0%

 
問２１　住宅購入資金の内訳
　　　　　自己資金、借入金

サンプル合計（N=73）

（％）

(ｱ)預貯金・退職金等 (ｲ)不動産売却 (ｳ)贈与

(ｴ)遺産相続 (ｵ)その他 (ｶ)住宅金融支援機構

(ｷ)その他公的機関 (ｸ)勤務先 (ｹ)住宅金融支援機構提携ﾛｰﾝ

(ｺ)民間金融機関 (ｻ親族､知人等 (ｼ)その他
 

（単位　：　％）

サンプル
合計

A． 自己資金の合計 37.4
(ｱ)預貯金・有価証券の売却代金・退職金 26.8
(ｲ)不動産売却 6.3
(ｳ)贈与 0.9
(ｴ)遺産相続 1.1
(ｵ)その他 2.3

B． 借入金の合計 62.6
(ｶ)住宅金融支援機構融資（直接融資） 3.7
(ｷ)その他公的機関＊からの借入金 4.4
(ｸ)勤務先からの借入金 4.1
(ｹ)民間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン「フラット35」） 17.9
(ｺ)民間金融機関ローン 30.3
(ｻ)親、兄弟など親族、知人からの借入金 1.8
(ｼ)その他 0.3

C． 住宅購入資金総額 100.0
＊雇用・能力開発機構、地方公共団体等  

 
 
 



７．中古住宅の調査結果 

 106

(2) 住宅購入資金借入金の返済期間 

住宅購入資金借入金の平均返済期間は、全体で 22.6 年となっており、「民間金融機

関」「住宅金融支援機構」からの借入金返済期間は、30 年以上となっている。 
問２１　住宅購入資金返済期間（平均）　サンプル合計

30.2

30.0

27.2

25.0

13.0

10.0

-

0 10 20 30 40

(ｺ)民間金融機関（N=20）

(ｶ)住宅金融支援機構（N=3）

(ｹ)住宅金融支援機構

提携ローン（N=9）

(ｸ)勤務先（N=3）

(ｻ)親､兄弟姉妹など

親族､知人（N=2）

(ｷ)その他公的機関（N=1）

(ｼ)その他（N=0）

（年）

 
問２１　住宅購入資金返済期間 （平均）

22.6

0 10 20 30 40

サンプル合計（N=73）

（年）

 
 
(3) 贈与者が親の場合の親の年齢 

中古住宅を贈与（住宅取得贈与の対象になるもの）として取得した場合の親の年

齢を尋ねたところ、61 歳となっている。（ただし、サンプル数は１である。） 

問２１－１　贈与者が親の場合､親の年齢（平均）

61.0

0 20 40 60 80 100

サンプル合計（N=1）

（歳）

 
 
 
 
(4) 住宅ローンについて 

1) 住宅ローンの有無 

住宅購入資金（問 21）のうち、住宅金融支援機構提携ローン（フラット 35）、民

間金融機関ローン（住宅金融支援機構提携ローン以外のもの）、住宅金融支援機構融

資（直接融資）、その他公的機関や勤務先からの借り入れのいずれかがあると回答し
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た世帯を「住宅ローンがある」世帯として、購入した住宅に関する住宅ローンの有

無を見た。この比率を見ると、住宅ローンがある世帯の比率は、64.0％となっている。 
住宅ローンの有無

64.0 20.9 15.1
サンプル合計

（N=86）

（％）

住宅ローンがある 住宅ローンはない 無回答
 

 
2) 住宅ローン減税適用の有無 

住宅ローンがある世帯のうち、住宅ローン減税の適用を受けている世帯の比率は、

54.5％となっている。 
問２２－２　住宅ローン減税適用の有無

54.5 34.5 10.9
サンプル合計

（N=55）

（％）

受けている 受けていない 無回答
 

 
3) 年間支払額と返済負担率 

住宅ローン年間支払額は、平均で 94.5 万円、年収に対する住宅ローンの返済負担

率は、17.5％となっている。 

問２２－１　住宅ローン年間支払額（平均）と
返済負担率（平均）

94.5

17.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

サンプル合計
（N=48）

（
年

間
支

払
額

：
万

円
）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

（
返

済
負

担
率

：
%
）

年間支払額

返済負担率

 

 
(5) 民間金融機関への融資申込 

1) 民間金融機関への融資申込の有無 

民間金融機関への融資申込の有無を見ると、申し込んだ人は 62.8％となっている。 
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問２４　民間金融機関への融資申込の有無

23.3 62.8 14.0
サンプル合計

（N=86）

（％）

申し込みをしなかった 申し込みをした 無回答
 

 
2) 民間金融機関からの希望額融資 

民間金融機関に融資を申し込んだ人について、希望額融資を断られた経験の有無

を見ると、68.5％が「断られた経験はない」としている。 
一方で、「融資減額でないと融資不可」又は「融資は一切不可」として希望額融資

を断られた経験のある人は、それぞれ 18.5％、9.3％となっている。 
問２４－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　サンプル合計（N=54）

68.5

18.5

9.3

7.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

断られた経験はない

融資減額で
ないと融資不可

融資は一切不可

無回答

（％）
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民間金融機関に融資を申し込んだ人のうち、サンプル数は少ないが「融資減額で

ないと融資不可」又は「融資は一切不可」として希望額融資を断られた経験を有す

る人について、その理由と考えられるものを見ると、「年収」が 38.5％と も多く、

次いで「雇用先の規模」が 30.8％となっている。 
問２４－２　希望額融資を断られた理由　（複数回答）
サンプル合計（N=13）

38.5

30.8

23.1

23.1

23.1

15.4

7.7

7.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

7.7

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

年収

雇用先の規模

業種

雇用形態

他の債務の状況や返済履歴

わからない

所有資産

勤続年数

年齢

家族構成

返済負担率

担保評価額

金融機関との取引状況

健康状態

その他

無回答

（％）

 
 
また、希望額融資を断られた経験を有する人が、結果として融資を受けられたか

どうかを見ると、サンプル合計では、53.8％が「 終的に希望額融資を受けることが

できた」としている。 
さらに、希望額融資を受けられなかった場合（上記設問で「 終的に減額した融

資を受けることができた」「 終的に融資を受けられなかった」場合）の資金調達方

法は「自己資金でまかなった」がサンプルの全て（100％）を占めている。 
 

 問２４－２　民間金融機関からの希望額融資の可否
サンプル合計（N=13）

53.8%38.5%

7.7% 0.0% 終的に希望額融
資を受けることがで
きた

終的に減額した
融資を受けることが
できた

終的に融資を受
けられなかった

無回答

問２４－２　融資を受けられなかった資金の調達方法

サンプル合計（N=6）

100.0%

0.0%

0.0%

0.0%

自己資金でまか
なった

他の金融機関で融
資を受けた

その他

無回答

 

問２４－１で「融資減額でないと融資不可」又は「融資は一

切不可」として希望額融資を断られた経験を有すると回答

した人を 100％とする。 

左記設問で「 終的に減額した融資を受けることができた」

又は「 終的に融資を受けられなかった」として希望額融資

を受けられなかったと回答した人を 100％とする。 
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(6) 民間金融機関借入金の金利タイプ 

民間金融機関借入金の金利タイプは、「変動金利型」と「固定金利期間選択型（３

年以下）」が共に 35.7％で も多くなっている。その他では、「固定金利期間選択型

（10 年以下（３年以下および５年を除く））」が 10.7％を占めている。 
問２３　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　サンプル合計（N=28）

35.7

35.7

10.7

7.1

3.6

3.6

3.6

3.6

0.0 20.0 40.0 60.0

変動金利型

固定金利期間選択型

(3年以下)

固定金利期間選択型（10年以下（3
年以下及び5年を除く））

固定金利期間選択型

(10年超)

固定金利期間選択型

(5年)

全期間固定金利型

(10年以下)

全期間固定金利型

(10年超)

無回答

（％）
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7.3 購入にあたり影響を受けたこと 
 

(1) 購入した住宅を見つけた方法 

今回の住宅を見つけた方法を見ると、「不動産業者で」が 58.1％で も多くなって

おり、「知人等の紹介で」の 14.0％、「新聞等の折り込み広告で」の 12.8％、「インタ

ーネットで」の 10.5％の順となっている。 

問４　今回の住宅を見つけた方法　（複数回答）
サンプル合計（N=86）

58.1

14.0

12.8

10.5

5.8

0.0

5.8

2.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

不動産業者で

知人等の紹介で

新聞等の折り込み広告で

インターネットで

住宅情報誌で

勤務先で

その他

無回答

（％）
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(2) 今回の住宅に決めた理由 

1) 今回の住宅に決めた理由 

今回の住宅に決めた理由で も多いのは、「価格が適切だったから」の 69.8％であ

り、次いで「住宅の立地環境が良かったから」46.5％、「一戸建てだから」40.7％、

「住宅のデザイン・広さ・設備等が良かったから」36.0％の順となっている。 
中古住宅においては、住宅価格の適切さを も重要な判断基準として、立地環境

や設備などを考慮しながら、購入住宅を決定していると考えられる。 

問５　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
サンプル合計（N=86）

69.8

46.5

40.7

36.0

20.9

16.3

12.8

10.5

7.0

4.7

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

価格が適切だったから

住宅の立地環境が

良かったから

一戸建てだから

住宅のデザイン・広さ・

設備等が良かったから

マンションだから

昔から住んでいる

地域だったから

親・子供などと同居・

近くに住んでいるから

適切な維持管理が

見込めるから

信頼できる

住宅メーカーだったから

その他

無回答

（％）
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2) 今回の住宅に決めた理由（設備について） 

今回の住宅に決めた理由のうち、「住宅のデザイン・広さ・設備等が良かったから」

とした人の具体的な理由を見ると、「間取り・部屋数が適当だから」と「住宅の広さ

が十分だから」の２つの理由が も多く、約３分の２前後を占めている。 

問５－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
サンプル合計（N=31）

67.7

64.5

29.0

22.6

16.1

6.5

3.2

3.2

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

間取り・部屋数が
適当だから

住宅の広さが

十分だから

台所の設備・広さが
十分だから

住宅のデザインが

気に入ったから

浴室の設備・広さが

十分だから

高齢者等への
配慮がよいから

高気密・高断熱

住宅だから

火災・地震・水害への

安全性が高いから

無回答

（％）
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3) 今回の住宅に決めた理由（維持管理について） 

サンプル数は少ないが、今回の住宅に決めた理由のうち、「適切な維持管理が見込

めるから」を挙げた世帯の具体的な理由を見ると、「管理組合が円滑に運営している

から」が 44.4％で も多くなっており、次いで「長期修繕計画の内容が妥当だから」

と「修繕積立金の設定が妥当だから」が 33.3％で同率となっている。 
 

問５－２　適切な維持管理が見込める理由　（複数回答）
サンプル合計（N=9）

44.4

33.3

33.3

22.2

22.2

22.2

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

管理組合が

円滑に運営しているから

長期修繕計画の

内容が妥当だから

修繕積立金の

設定が妥当だから

管理規約の

内容が妥当だから

管理費の

設定が妥当だから

優良な管理業者だから

その他

無回答

（％）
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4) 中古住宅にした理由 

今回中古住宅にした理由として、「予算的に中古住宅が手頃だったから」が 81.4％
と も多くなっている。今回の住宅に決めた理由（問５）として「価格の適切さ」

が も多く挙げられていたことからも、中古住宅を選ぶ際は価格が重要視されてい

ることがわかる。また、「リフォームすれば快適に住めると思ったから」は 27.9％の

世帯で理由に挙げられており、中古住宅を選ぶ際は住宅リフォームの実施を前提と

する世帯も多いと考えられる。 

問６　今回中古住宅にした理由　（複数回答）
サンプル合計（N=86）

81.4

27.9

18.6

17.4

16.3

11.6

1.2

1.2

1.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

予算的に中古住宅が

手ごろだったから

リフォームすれば快適に

住めると思ったから

新築住宅に

こだわらなかったから

住みたい地域に

新築住宅がなかったから

早く入居できるから

新築住宅同様の状態

であったから

住宅金融支援機構等からの

融資の条件が良かったから

その他

無回答

（％）
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(3) 住宅の購入にあたり影響を受けたこと 

1) 景気の先行き感 

住宅の購入にあたり、景気の先行き感には「ほとんど影響を受けなかった」とす

る世帯が、47.7％を占めている。 
また、「プラス要因として影響を受けた（「プラス要因として大きな影響を受けた」

「プラス要因として多少は影響を受けた」の合計）」とする世帯が、10.4％であるの

に対して、「マイナス要因として影響を受けた（「マイナス要因として大きな影響を

受けた」「マイナス要因として多少は影響を受けた」の合計）」とする世帯は、25.6％
となっている。 

問８　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
ア）　景気の先行き感

2.3 8.1 47.7 18.6 7.0 16.3
サンプル合計

（N=86）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 

 
2) 家計収入の見通し 

家計収入の見通しには「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、39.5％を占

めている。 
また、「プラス要因として影響を受けた」とする世帯が、16.3％であるのに対して、

「マイナス要因として影響を受けた」とする世帯は、26.8％となっている。 
 
問８　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
イ）　家計収入の見通し

3.5 12.8 39.5 19.8 7.0 17.4
サンプル合計

（N=86）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
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3) 地価／住宅の価格相場 

地価／住宅の価格相場に「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、41.9％を

占めている。 
また、「プラス要因として影響を受けた」とする世帯が、32.5％であるのに対して、

「マイナス要因として影響を受けた」とする世帯は、15.2％を占めている。 
問８　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
ウ）　地価／住宅の価格相場

8.1 24.4 41.9 14.0 1.2 10.5
サンプル合計

（N=86）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 

 
4) 住宅取得時の税制等の行政施策 

住宅取得時の税制等の行政施策に「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、

51.2％を占めている。 
また、「プラス要因として影響を受けた」とする世帯が、10.5％であるのに対して、

「マイナス要因として影響を受けた」とする世帯は、17.4％となっている。 
問８　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
エ）　住宅取得時の税制等の行政施策

3.5 7.0 51.2 11.6 5.8 20.9
サンプル合計

（N=86）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
 

 
5) 従前住宅の売却価格（従前住宅を売却した場合のみ） 

サンプル数は少ないが、従前住宅を売却した人のうち、従前住宅の売却価格に「ほ

とんど影響を受けなかった」とする世帯が、40.0％を占めている。 

問８　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
オ）　従前住宅の売却価格

10.0 10.0 40.0 20.0 10.0 10.0
サンプル合計

（N=10）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
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6) 金利動向 

金利動向には「ほとんど影響を受けなかった」とする世帯が、30.2％を占めている。

また、「プラス要因として影響を受けた」とする世帯が、27.9％であり、「マイナス要

因として影響を受けた」とする世帯は、24.4％となっており、ほぼ同率の回答割合と

なっている。 

問８　住宅の購入にあたり影響を受けたこと
カ）　金利動向

9.3 18.6 30.2 18.6 5.8 17.4
サンプル合計

（N=86）

（％）

プラス要因として大きな影響を受けた プラス要因として多少は影響を受けた

ほとんど影響を受けなかった マイナス要因として多少は影響を受けた

マイナス要因として大きな影響を受けた 無回答
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7.4 今回の住宅と直前の住宅の比較 
 
(1) 直前の住宅について 

1) 直前の住宅の種類 

直前の住宅の種類で も多いのは、「民間賃貸住宅」の 53.5％である。それに次い

で多いのは、「持家」の 17.4％となっている。 

問１１　直前の住宅の種類

サンプル合計
（N=86）

（％）

持家 社宅・寮・公務員住宅など

公営住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅 民間賃貸住宅

親・兄弟姉妹など親族の住宅 その他

無回答
 

（単位　：　％）
直前の住宅の種類 サンプル合計

持家 17.4
社宅・寮・公務員住宅など 4.7
公営住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅 8.1
民間賃貸住宅 53.5
親・兄弟姉妹など親族の住宅 8.1
その他 0.0
無回答 8.1  

 
2) 直前の住宅の月額家賃 

直前の住宅が借家だった人の月額家賃の平均は、75,725 円となっている。 

問１２　直前の住宅の月額家賃（平均）

75,724.7

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

サンプル合計
（N=45）

（円）
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3) 直前の住宅の取得時期 

サンプル数は少ないが、直前の住宅が持家だった人の直前の住宅の取得時期を見

ると、昭和 40 年～昭和 49 年という人が も多くなっている。 

問１３　直前の住宅の取得時期

サンプル合計
（N=15）

（％）

平成７年以降 昭和60年～平成６年 昭和50年～昭和59年 昭和40年～昭和49年

昭和30年～昭和39年 昭和20年～昭和29年 昭和19年以前 無回答
 

（単位　：　％）
取得時期 サンプル合計

平成７年以降 20.0
昭和60年～平成６年 20.0
昭和50年～昭和59年 13.3
昭和40年～昭和49年 26.7
昭和30年～昭和39年 13.3
昭和20年～昭和29年 0.0
昭和19年以前 0.0
無回答 6.7  

 
4) 直前の住宅の処分方法 

サンプルは少ないが、直前の住宅が持家だった人の直前の住宅の処分方法は、「売

却した」が 66.7％で も多く、次いで「親・兄弟姉妹など親族が住んでいる」が 13.3％
となっている。 

問１４　直前の住宅の処分方法

サンプル合計
（N=15）

（％）

売却した 他人に貸している

親､兄弟姉妹など親族が住んでいる 空き家になっている

その他 無回答
 

（単位　：　％）
敷地の権利関係 サンプル合計

売却した 66.7
他人に貸している 6.7
親､兄弟姉妹など親族が住んでいる 13.3
空き家になっている 6.7
その他 6.7
無回答 0.0  
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5) 直前の住宅の売却損益の分布 

サンプル数は少ないが、直前の住宅が持家であり、売却処分を行った人の売却損

益＊（直前の住宅の取得価格＊と売却価格＊の差）の分布を見ると、売却損が発生して

いる世帯の比率が高く、無回答を含めたサンプル全体の 60％を占めている。 
問１４－１　直前の住宅の売却損益の分布　サンプル合計
（N=10）

0.0

10.0

10.0

10.0

0.0

20.0

10.0

10.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

30.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

-3,000万円未満

-3,000～-2,500万円

未満

-2,500～-2,000万円

未満

-2,000～-1,500万円

未満

-1,500～-1,000万円

未満

-1,000～-500万円

未満

-500万～0円未満

0～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～1,500万円未満

1,500～2,000万円未満

2,000～2,500万円未満

2,500～3,000万円未満

3,000万円以上

無回答

（％）

 
＊直前の住宅の売却損益、取得価格、売却価格にはいずれも家屋、土地の双方を含んでいる 
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(2) 直前の住宅と今回の住宅の比較 

1) 延べ床面積 

住宅の延べ床面積の平均は、直前の住宅と比較すると、25.0 ㎡の増加となってい

る。 

問１５－２　住宅の延べ床面積（平均）

67.7

92.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0

サンプル合計（直前=64）
　　　　　　（今回=55）

（㎡）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
2) 敷地面積 

一戸建て住宅の敷地面積の平均は、直前の住宅と比較すると、5.8 ㎡の減少となっ

ている。 

問１５－３　住宅の敷地面積（平均）

146.3

140.5

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0

サンプル合計（直前=19）
　　　　　　（今回=34）

（㎡）

直前の住宅 今回の住宅
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3) 高齢者対応設備 

住み替え後の住宅において、全体で高齢者対応設備の整備率は増加しているもの

の、「手すり」23.3％、「段差のない室内」23.3％、「廊下などが車椅子で通行可能な

幅」11.6％に留まっている。さらに「全ての設備」を備えている住宅は 7.0％にすぎ

ず、整備が進んでいない。 

問１５－４　高齢者対応設備　（複数回答）
手すり

7.0

23.3

0.0 10.0 20.0 30.0

サンプル合計
（N=86）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１５－４　高齢者対応設備　（複数回答）
段差のない室内

10.5

23.3

0.0 10.0 20.0 30.0

サンプル合計
（N=86）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１５－４　高齢者対応設備　（複数回答）
廊下などが車椅子で通行可能な幅

1.2

11.6

0.0 10.0 20.0 30.0

サンプル合計
（N=86）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１５－４　高齢者対応設備　（複数回答）
全ての設備

1.2

7.0

0.0 10.0 20.0 30.0

サンプル合計
（N=86）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
4) 省エネ設備 

住み替え後の住宅において、「二重サッシ」は、9.3％と増加しているものの、整備

が進んでいない。 
「太陽光発電」は、住み替え後の住宅において整備している住宅がサンプルの中

に見られなかった。 

問１５－５　省エネ設備　（複数回答）
二重サッシ

2.3

9.3

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

サンプル合計
（N=86）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問１５－５　省エネ設備　（複数回答）
太陽光発電

1.2

0.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

サンプル合計
（N=86）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
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5) 定期借地制度を利用している世帯 

住み替え後の住宅において定期借地制度を利用している世帯は、サンプルの中に

見られなかった。 

問１５－６　定期借地制度を利用している世帯

1.2

0.0

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

サンプル合計
（N=86）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
6) 片道通勤時間 

片道通勤時間は、直前の住宅と比較すると、平均で 0.8 分の増加となっている。 

問１５－７　片道通勤時間（平均）

38.4

39.2

0.0 20.0 40.0 60.0

サンプル合計（直前=55）
　　　　　　（今回=50）

（分換算）

直前の住宅 今回の住宅
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7.5 住宅性能表示制度について 
 
(1) 住宅性能表示制度の認知度 

既存（中古）住宅の住宅性能表示制度を知っている人（「内容もだいたい知ってい

る」「名前くらいは知っている」の合計）は、53.5％となっている。 
問２５　住宅性能表示制度の認知度

9.3 44.2 38.4 8.1
サンプル合計

（N=86）

（％）

内容もだいたい知っている 名前くらいは知っている まったく知らない 無回答
 

 
(2) 住宅性能表示制度の利用 

既存（中古）住宅の住宅性能表示制度を利用した住宅の比率は、5.8％に留まって

おり、「利用していない」の 73.3％を大きく下回っている。「利用したかどうかわか

らない」人も 16.3％存在する。 
問２６　住宅性能表示制度の利用の有無

5.8 73.3 16.3 4.7
サンプル合計

（N=86）

（％）

利用した 利用していない 利用したかどうかわからない 無回答
 

 
既存（中古）住宅の住宅性能表示制度を利用していない住宅を購入した理由は、「機

会がなかった」が過半数の 50.8％を占めており、次いで「メリットが感じられない」

が 20.6％、販売者からの「説明がなかった」が 14.3％となっている。 
問２６　住宅性能表示制度を利用しなかった理由
（複数回答）　サンプル合計（N=63）

50.8

20.6

14.3

1.6

9.5

6.3

0.0 20.0 40.0 60.0

機会がなかった

メリットが感じられない

説明がなかった

費用が自己負担になる

その他

無回答

（％）
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8.  民間賃貸住宅の調査結果 
 
民間賃貸住宅のアンケート調査結果を以下に示す。提示するデータは、アンケートの全

設問について、サンプルを集計したものである。 
調査で用いたアンケート票は、巻末に掲載する。また、住宅の建て方別の経年変化デー

タ詳細については、付録を参照されたい。 
 
8.1 住宅に関すること 
 
(1) 賃貸契約の種類 

賃貸契約の種類は、93.3％が「通常の借家」である。また、「定期借家制度を利用

した借家」の比率は、5.8％となっている。 

問１　賃貸契約の種類

サンプル合計
（N=104）

（％）

通常の借家 定期借家制度を利用した借家 無回答
 

（単位 ：　％）
賃貸契約の種類 サンプル合計

通常の借家 93.3
定期借家制度を利用した借家 5.8
無回答 1.0  
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(2) 入居した住宅に住んでいる人 

1) 居住人数 

入居した住宅に住んでいる人数は、「１人」が 25.0％、「２人」が 27.9％、「３人」

が 19.2％、「４人」が 19.2％となっている。 
１世帯あたりの平均居住人数は 2.6 人となっている。 
 

問２　入居した住宅に住んでいる人

サンプル合計
（N=104）

（％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上 無回答

１世帯あたり
平均居住人数

2.6人

 

（単位 ：　％）
居住人数 サンプル合計

１人 25.0
２人 27.9
３人 19.2
４人 19.2
５人 3.8
６人以上 3.8
無回答 1.0  
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2) 65 歳以上の居住者 

65 歳以上の居住者がいる世帯の比率は 12.5％となっている。 
 

問２　65歳以上の居住者の有無

12.5 86.5 1.0
サンプル合計

（N=104）

（％）

住んでいる 住んでいない 無回答
 

 
サンプル数は少ないが、65 歳以上の居住者がいる世帯のうち、居住者が 65 歳以上

のみである世帯の比率は、46.2％となっている。 
また、65 歳以上の居住者がいる世帯における 65 歳以上の居住者の平均人数は、

1.5 人となっている。 
問２　65歳以上の居住者がいる世帯の内訳

46.2 53.8
サンプル合計

（N=13）

（％）

65歳以上のみ世帯 65歳以上と他年代を含む世帯

65歳以上居住者
の１世帯あたり

平均人数

1.5人
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3) 入居した住宅の建築時期 

入居した住宅の建築時期は、「昭和 60 年～平成６年」が全体の 43.3％と も多く

なっている。次いで「平成７年以降」の 28.8％、「昭和 50 年～昭和 59 年」の 18.3％
となっている。 

 

問３　入居した住宅の建築時期

サンプル合計
（N=104）

（％）

平成７年以降 昭和60年～平成６年 昭和50年～昭和59年 昭和40年～昭和49年

昭和30年～昭和39年 昭和20年～昭和29年 昭和19年以前 無回答
 

（単位 ：　％）
建築時期 サンプル合計

平成７年以降 28.8
昭和60年～平成６年 43.3
昭和50年～昭和59年 18.3
昭和40年～昭和49年 6.7
昭和30年～昭和39年 0.0
昭和20年～昭和29年 0.0
昭和19年以前 0.0
無回答 2.9  

 
(3) 住宅入居当時の世帯主の年齢 

住宅入居当時の世帯主の年齢は、30 歳代が全体の 27.9％と も多く、次いで 20
歳代の 25.0％、40 歳代の 24.0％となっている。平均年齢は 38.6 歳となっている。 

問１１　住宅入居当時の世帯主の年齢

2.9 25.0 27.9 24.0 7.7 9.6 2.9
サンプル合計

（N=104）

（％）

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 無回答

平均年齢

38.6歳
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(4) 世帯主の職業 

世帯主の職業は、「会社員・団体職員」が 42.3％と も多く、次いで「会社・団体

役員」の 17.3％、「自営業」の 13.5％の順である。この３つの職種で民間賃貸住宅入

居者の約７割を占めている。 

問１２　世帯主の職業　サンプル合計（N=104）

1.9

13.5

17.3

4.8

42.3

3.8

1.0

4.8

7.7

2.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

農林漁業主

自営業

会社･団体役員

公務員

会社･団体職員

派遣社員･短期社員

年金受給者

無職

その他

無回答

（％）

 
 

(5) 平成 18 年の世帯年収 

税込世帯年収は、「400 万～600 万円未満」の世帯が 30.8％で も多く、次いで「400
万未満」で 28.8％、「600 万～800 万円未満」で 15.4％となっている。800 万円以上

の世帯は全体の１割程度となっている。 
平均世帯年収（税込み）は、501.4 万円となっている。 

問１３　世帯年収

サンプル合計
（N=104）

（％）

400万円未満 400万～600万円未満 600万～800万円未満

800万～1000万円未満 1000万～1200万円未満 1200万～1500万円未満

1500万～2000万円未満 2000万円以上 無回答

平均世帯年収

501.4万円

 
（単位 ：　％）

年収 サンプル合計
400万円未満 28.8
400万～600万円未満 30.8
600万～800万円未満 15.4
800万～1000万円未満 7.7
1000万～1200万円未満 1.9
1200万～1500万円未満 0.0
1500万～2000万円未満 1.9
2000万円以上 0.0
無回答 13.5  
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8.2 家賃など契約内容について 
 
(1) 勤務先からの住宅手当 

勤務先からの住宅手当を受けている人は、全体の 24.0％となっている。 

問１４　勤務先からの住宅手当

75.0 24.0 1.0
サンプル合計

（N=96）

（％）

受けていない 受けている 無回答
 

 
サンプル数は少ないが、勤務先からの住宅手当額の平均は、40,316 円となってい

る。 

問１４　勤務先からの住宅手当（平均）

40,315.8

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

サンプル合計
（N=19）

（円）

 

(2) １ヶ月家賃 

入居した住宅の１ヶ月の家賃の平均は、85,754 円となっている。 

問１４　１ヶ月の家賃（平均）

85,753.5

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000

サンプル合計
（N=99）

（円）
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(3) １ヶ月共益費 

入居した住宅の１ヶ月の共益費の平均は、4,026 円となっている。 

問１４　１ヶ月の共益費（平均）

4,026.2

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

サンプル合計
（N=84）

（円）

 

 
(4) 敷金／保証金 

敷金／保証金があったという世帯は、90.4％となっている。 
問１４　敷金／保証金の有無

90.4 5.8 3.8
サンプル合計

（N=104）

（％）

あり なし 無回答
 

敷金／保証金の月数を見ると、「１ヶ月ちょうど」が 29.8％、「２ヶ月ちょうど」

が 42.6％となっており、両者で約７割を占めている。 
問１４　敷金／保証金の月数

サンプル合計
（N=94）

（％）

１ヶ月未満 １ヶ月ちょうど １ヶ月超２ヶ月未満 ２ヶ月ちょうど

２ヶ月超３ヶ月未満 ３ヶ月ちょうど ３ヶ月超 無回答
 

（単位 ：　％）
月数 サンプル合計

１ヶ月未満 0.0
１ヶ月ちょうど 29.8
１ヶ月超２ヶ月未満 0.0
２ヶ月ちょうど 42.6
２ヶ月超３ヶ月未満 0.0
３ヶ月ちょうど 13.8
３ヶ月超 13.8
無回答 0.0  
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(5) 礼金 

礼金があったという世帯は、68.3％となっている。 

問１４　礼金の有無

68.3 24.0 7.7
サンプル合計

（N=104）

（％）

あり なし 無回答
 

 
礼金の月数を見ると、「１ヶ月ちょうど」が も多く全体の 66.2％、次いで「２ヶ

月ちょうど」の 21.1％となっており、両者で約９割を占めている。 

問１４　礼金の月数

サンプル合計
（N=71）

（％）

１ヶ月未満 １ヶ月ちょうど １ヶ月超２ヶ月未満 ２ヶ月ちょうど

２ヶ月超３ヶ月未満 ３ヶ月ちょうど ３ヶ月超 無回答
 

（単位 ：　％）
月数 サンプル合計

１ヶ月未満 0.0
１ヶ月ちょうど 66.2
１ヶ月超２ヶ月未満 0.0
２ヶ月ちょうど 21.1
２ヶ月超３ヶ月未満 2.8
３ヶ月ちょうど 2.8
３ヶ月超 7.0
無回答 0.0  
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(6) 仲介手数料 

仲介手数料があったという世帯は、93.3％となっている。 
問１４　仲介手数料の有無

93.3
3.8

2.9
サンプル合計

（N=104）

（％）

あり なし 無回答
 

仲介手数料の月数を見ると、「１ヶ月ちょうど」が全体の 82.5％と も多い。次い

で「１ヶ月未満」が 11.3％となっており、両者で約９割を占めている。 
問１４　仲介手数料の月数

サンプル合計
（N=97）

（％）

１ヶ月未満 １ヶ月ちょうど １ヶ月超２ヶ月未満 ２ヶ月ちょうど

２ヶ月超３ヶ月未満 ３ヶ月ちょうど ３ヶ月超 無回答
 

（単位 ：　％）
月数 サンプル合計

１ヶ月未満 11.3
１ヶ月ちょうど 82.5
１ヶ月超２ヶ月未満 6.2
２ヶ月ちょうど 0.0
２ヶ月超３ヶ月未満 0.0
３ヶ月ちょうど 0.0
３ヶ月超 0.0
無回答 0.0  
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(7) 更新手数料 

更新手数料があるという世帯は、62.5％を占めている。 
問１４　更新手数料の有無

62.5 30.8 6.7
サンプル合計

（N=104）

（％）

あり なし 無回答
 

更新手数料の月数を見ると、「１ヶ月ちょうど」が全体の 75.4％を占めて も多く

なっている。次いで「１ヶ月未満」が 16.9％であり、両者で約９割を占めている。 

問１４　更新手数料の月数

サンプル合計
（N=65）

（％）

１ヶ月未満 １ヶ月ちょうど １ヶ月超２ヶ月未満 ２ヶ月ちょうど

２ヶ月超３ヶ月未満 ３ヶ月ちょうど ３ヶ月超 無回答
 

（単位 ：　％）
月数 サンプル合計

１ヶ月未満 16.9
１ヶ月ちょうど 75.4
１ヶ月超２ヶ月未満 6.2
２ヶ月ちょうど 1.5
２ヶ月超３ヶ月未満 0.0
３ヶ月ちょうど 0.0
３ヶ月超 0.0
無回答 0.0  
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(8) その他費用 

その他費用があったという世帯は 27.9％となっている。 
その他の費用として挙げられた内容は、「火災保険料」、「家財保険料」、「駐車場代」、

「賃貸保証料」等となっている。 
問１４　その他費用の有無

27.9 63.5 8.7
サンプル合計

（N=104）

（％）

あり なし 無回答
 

 
その他費用の平均額は、41,957 円となっている。 

問１４　その他費用（平均）

41,957.4

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

サンプル合計
（N=27）

（円）
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8.3 入居にあたり影響を受けたこと 
 
(1) 入居した住宅を見つけた方法 

入居した住宅を見つけた方法は、「不動産業者で」で 73.1％、と も多く、「イン

ターネットで」の 14.4％、「知人等の紹介で」の 11.5％の順となっている。 
問４　今回の住宅を見つけた方法　（複数回答）
サンプル合計（N=104）

73.1

14.4

11.5

3.8

2.9

1.9

1.9

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

不動産業者で

インターネットで

知人等の紹介で

新聞等の折り込み広告で

住宅情報誌で

勤務先で

その他

無回答

（％）

 
 
(2) 今回の住宅に決めた理由 

1) 今回の住宅に決めた理由 

今回の住宅に決めた理由は、「家賃が適切だったから」で 56.7％と も多く、「住

宅の立地環境が良かったから」で 44.2％、「住宅のデザイン・広さ・設備等が良かっ

たから」で 36.5％、「信頼できる不動産業者だったから」で 32.7％の順となっている。 
問５　今回の住宅に決めた理由　（複数回答）
サンプル合計（N=104）

56.7

44.2

36.5

32.7

19.2

17.3

5.8

4.8

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

家賃が適切だったから

住宅の立地環境が
良かったから

住宅のデザイン・広さ・
設備等が良かったから

信頼できる
不動産業者だったから

一戸建てだから

昔から住んでいる
地域だったから

親・子供などと同居・
近くに住んでいるから

その他

無回答

（％）
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2) 今回の住宅に決めた理由（設備について） 

今回の住宅に決めた理由のうち、「住宅のデザイン・広さ・設備等が良かったから」

とした人の具体的な理由を見ると、「間取り・部屋数が適当だから」で 81.6％と も

多く、「住宅の広さが十分だから」で 63.2％、「台所の設備・広さが十分だから」で

39.5％、「浴室の設備・広さが十分だったから」で 28.9％の順になっており、広さを

理由としたものが多い。 
問５－１　設備が良かったと思う理由　（複数回答）
サンプル合計（N=38）

81.6

63.2

39.5

28.9

21.1

5.3

2.6

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

間取り・部屋数が
適当だから

住宅の広さが
十分だから

台所の設備・広さが
十分だから

浴室の設備・広さが
十分だから

住宅のデザインが
気に入ったから

火災・地震・水害への
安全性が高いから

高齢者等への
配慮がよいから

高気密・高断熱
住宅だから

無回答

（％）
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8.4 今回の住宅と直前の住宅の比較 
 
(1) 直前の住宅について 

1) 直前の住宅の種類 

直前の住宅の種類は、「民間賃貸住宅」が全体の 61.5％を占めており も多く、

「親・兄弟姉妹など親族の住宅」で 13.5％、「持家」で 11.5％、「社宅・寮・公務員

住宅など」で 10.6％、の順となっている。 
賃貸住宅への入居は、他の賃貸住宅からの住み替えや親元からの独立等を契機と

するものが多いと考えられる。 

問６　直前の住宅の種類

サンプル合計
（N=104）

（％）

持家 社宅・寮・公務員住宅など

公営住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅 民間賃貸住宅

親・兄弟姉妹など親族の住宅 その他

無回答
 

（単位 ：　％）
直前の住宅の種類 サンプル合計

持家 11.5
社宅・寮・公務員住宅など 10.6
公営住宅、都市再生機構・公社等の賃貸住宅 1.0
民間賃貸住宅 61.5
親・兄弟姉妹など親族の住宅 13.5
その他 1.9
無回答 0.0  
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2) 直前の住宅の月額家賃 

直前の住宅が借家だった人の月額家賃の平均は、73,411 円となっている。 

問７　直前の住宅の月額家賃（平均）

73,411.1

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

サンプル合計
（N=56）

（円）

 

 
(2) 直前の住宅と今回の住宅の比較 

1) 延べ床面積 

住宅の延べ床面積は、直前の住宅と比較すると、平均で 4.9 ㎡の減少となっている。 

問８－２　住宅の延べ床面積（平均）

64.0

59.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

サンプル合計（直前=73）
　　　　　　（今回=67）

（㎡）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
2) 敷地面積 

一戸建て住宅の敷地面積は、直前の住宅と比較すると、平均で 21.2 ㎡の増加とな

っている。 

問８－３　住宅の敷地面積（平均）

191.8

213.0

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0

サンプル合計（直前=21）
　　　　　　（今回=12）

（㎡）

直前の住宅 今回の住宅
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3) 高齢者対応設備 

住み替え後の住宅において、高齢者対応設備の整備率は増加しているものの、「手

すり」で 5.8％、「段差のない室内」で 10.6％、「廊下などが車椅子で通行可能な幅」

で 2.9％に留まっている。なお、「全ての設備」を備えている住宅は、サンプルの中

に見られなかった。 

問８－４　高齢者対応設備　（複数回答）
手すり

3.8

5.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

サンプル合計
（N=104）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問８－４　高齢者対応設備　（複数回答）
段差のない室内

5.8

10.6

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

サンプル合計
（N=104）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問８－４　高齢者対応設備　（複数回答）
廊下などが車椅子で通行可能な幅

1.9

2.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

サンプル合計
（N=104）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

 問８－４　高齢者対応設備　（複数回答）
全ての設備

0.0

0.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

サンプル合計
（N=104）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
 

4) 省エネ設備 

住み替え後の住宅において、「二重サッシ」は、7.7％と増加しているものの、整備

が進んでいない。 
「太陽光発電」は、住み替え後の住宅において整備している住宅が、サンプルの

中に見られなかった。 

問８－５　省エネ設備　（複数回答）
二重サッシ

1.0

7.7

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

サンプル合計
（N=104）

（％）

直前の住宅 今回の住宅

問８－５　省エネ設備　（複数回答）
太陽光発電

0.0

0.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

サンプル合計
（N=104）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
 

（単位 ：　％） （単位　：　％）
高齢者対応設備 直前の住宅 今回の住宅 省エネ設備 直前の住宅 今回の住宅

手すり 3.8 5.8 二重サッシ 1.0 7.7
段差のない室内 5.8 10.6 太陽光発電 0.0 0.0
廊下などが車椅子で通行可能な幅 1.9 2.9 無回答 99.0 92.3
全ての設備 0.0 0.0 全体 100.0 100.0
全体 100.0 100.0  
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5) 定期借家制度を利用している世帯 

定期借家制度を利用している世帯は、直前の住宅と比較すると、住み替え前は

1.0％だったのに対して、住み替え後は 5.8％に増加している。 

問８－６　定期借家制度を利用している世帯

1.0

5.8

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0

サンプル合計
（N=104）

（％）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
6) 片道通勤時間 

片道通勤時間は、直前の住宅と比較すると、平均で 6.5 分の減少となっている。 

問８－７　片道通勤時間（平均）

44.0

37.5

0.0 20.0 40.0 60.0

サンプル合計（直前=70）
　　　　　　（今回=69）

（分換算）

直前の住宅 今回の住宅
 

 
7) 従前の住宅の居住期間 

直前の住宅の平均居住期間は、9.9 年となっている。 

問９　直前の住宅の居住期間（平均）

9.9

0 5 10 15

サンプル合計
（N=99）

（年）
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8.5 賃貸借契約について 
 
(1) 定期借家制度の認知 

定期借家制度を「知っている」という人は 31.7％、「名前だけは知っている」とい

う人は、27.9％となっている。 
問１５　定期借家制度の認知

31.7 27.9 33.7 6.7
サンプル合計

（N=104）

（％）

知っている 名前だけは知っている 知らない 無回答
 

 
(2) 賃貸住宅に関して困ったこと 

賃貸住宅に関して困った経験のある人の比率は、42.3％となっている。 
問１６　賃貸住宅に関して困ったことの有無

42.3 51.9 5.8
サンプル合計

（N=104）

（％）

ある ない 無回答
 

 



８．民間賃貸住宅の調査結果 

 145

普通借家において困った経験としては、契約時については、「連帯保証人の確保」

が 43.2％と も多くなっている。次いで「敷金・礼金などの金銭負担」の 31.8％と

なっている。入居時については、「近隣住民の迷惑行為」が 31.8％と も多く、「家

主・管理会社の対応」の 22.7％が続いている。また、退去時については、「修繕費用

の不明朗な請求」の 11.4％と「家賃、敷金の清算」の 31.8％が多くなっている。 
定期借家について困った経験についてはサンプル数が少ないため確定的なことは

言えないが、普通借家について困ったこととほぼ同様の分布を示している。 
問１６　賃貸住宅について困った経験　（複数回答）
サンプル合計（N=44）

31.8

43.2

13.6

2.3

31.8

22.7

4.5

4.5

11.4

31.8

0.0

0.0

4.5

4.5

0.0

0.0

0.0

2.3

2.3

0.0

2.3

4.5

2.3

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

敷金・礼金などの
金銭負担

連帯保証人の確保

必要書類の手配

契約時その他

近隣住民の迷惑行為

家主・管理会社の対応

契約内容の変更

入居時その他

修繕費用の不明朗な
請求

家賃、敷金の清算

中途解約時の
追加金銭の請求

退去時その他

（％）

普通借家

定期借家

契約時

入居時

退去時
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9.  リフォーム住宅の調査結果＜参考＞ 
 
 リフォーム住宅のアンケート調査結果を以下に示す。提示するデータは、アンケートの

全設問について、それぞれ次の圏域別に集計したものである。 
 サンプル合計（全国の合計） 
 首都圏 
 中京圏 
 近畿圏 

 調査で用いたアンケート票は、巻末に掲載する。圏域別の経年変化データ詳細について

は、付録を参照されたい。 
なお、リフォーム住宅は他の調査と異なりウェブ調査を実施した。サンプルに偏りが生

じる可能性があるため、＜参考＞として掲載する。 
 
9.1 住宅に関すること 

 
(1) リフォームした住宅に住んでいる人 

1) 居住人数 

リフォームした住宅に住んでいる人数は、全体で「２人」「３人」「４人」が多い。

中京圏では、「６人以上」が 20.7％と全国、他圏域と比較して多い。 
平均居住人数は 3.6 人である。 

 問１　現在の住宅に住んでいる人

2.6

2.6

4.6

2.4

21.8

23.7

16.1

18.5

26.3

26.8

25.3

26.2

27.9

31.7

25.3

32.7

12.4

9.8

8.0

13.1

8.9

5.4

20.7

7.1

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人以上

１世帯あたり
平均居住人数

3.6人

3.4人

3.8人

3.6人
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2) 65 歳以上の居住者 

65 歳以上の居住者がいる世帯の比率は、全体で 36.0％となっている。 

 問１　65歳以上の居住者の有無

36.0

31.4

34.5

28.6

64.0

68.6

65.5

71.4

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

住んでいる 住んでいない
 

 
65 歳以上の居住者がいる世帯のうち、居住者が 65 歳以上のみである世帯の比率は、

全体で 9.4％となっている。 

 問１　65歳以上の居住者がいる世帯の内訳

9.4

7.4

0.0

12.5

90.6

92.6

100.0

87.5

サンプル合計（N=371）

首都圏（N=122）

中京圏（N=30）

近畿圏（N=48）

（％）

65歳以上のみ世帯 65歳以上と他年代を含む世帯

65歳以上居住者
の１世帯あたり

平均人数

1.5人

1.4人

1.5人

1.4人
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(2) リフォーム当時の世帯主の年齢 

リフォーム当時の世帯主の年齢は、全体で「40 歳代」が も多く、次いで「50 歳

代」となっている。 
また、世帯主の平均年齢は、全体で 48.9 歳となっている。 

 問１４　リフォームした当時の世帯主の年齢

3.2

2.8

2.3

5.4

20.0

18.8

18.4

23.2

33.3

33.2

34.5

31.0

22.8

24.2

25.3

23.8

20.7

20.9

19.5

16.7

0.0

0.0

0.0

0.0

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

平均年齢

48.9歳

48.9歳

49.1歳

47.5歳

 

 
(3) 世帯主の職業 

世帯主の職業は、全体で「会社員・団体職員」が も多く、次いで「会社・団体

役員」「自営業」となっている。 
 問１５　世帯主の職業　サンプル合計（N=1030）

0.8

15.6

23.3

7.8

35.7

1.1

8.6

4.1

3.0

0.0 20.0 40.0 60.0

農林漁業主

自営業

会社・団体役員

公務員

会社・団体職員

派遣社員・短期社員

年金受給者

無職

その他

（％）  問１５　世帯主の職業　首都圏（N=388）

0.3

12.1

26.3

5.7

38.7

1.0

8.0

4.4

3.6

0.0 20.0 40.0 60.0

農林漁業主

自営業

会社・団体役員

公務員

会社・団体職員

派遣社員・短期社員

年金受給者

無職

その他

（％）

 問１５　世帯主の職業　中京圏（N=87）

0.0

17.2

21.8

11.5

34.5

1.1

9.2

3.4

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0

農林漁業主

自営業

会社・団体役員

公務員

会社・団体職員

派遣社員・短期社員

年金受給者

無職

その他

（％）  問１５　世帯主の職業　近畿圏（N=168）

0.6

14.9

24.4

7.1

39.3

0.6

6.0

3.0

4.2

0.0 20.0 40.0 60.0

農林漁業主

自営業

会社・団体役員

公務員

会社・団体職員

派遣社員・短期社員

年金受給者

無職

その他

（％）
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(4) 平成 18 年の世帯年収 

税込世帯年収は、全体で「400 万～600 万円未満」の世帯が も多く、次いで「600
万～800 万円未満」「800 万～1,000 万円未満」となっている。 

平均世帯年収（税込）は全体で 779.7 万円となっている。 

 問１７　世帯年収

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

400万円未満 400万～600万円未満 600万～800万円未満

800万～1000万円未満 1000万～1200万円未満 1200万～1500万円未満

1500万～2000万円未満 2000万円以上 無回答

平均世帯年収

779.7万円

877.4万円

786.5万円

742.0万円

 

 （単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

400万円未満 11.4 7.7 9.2 8.9
400万～600万円未満 24.0 18.6 21.8 28.0
600万～800万円未満 20.7 18.0 19.5 25.0
800万～1000万円未満 15.6 19.8 13.8 14.9
1000万～1200万円未満 10.3 12.6 14.9 6.5
1200万～1500万円未満 8.0 8.5 11.5 6.5
1500万～2000万円未満 4.9 7.7 3.4 5.4
2000万円以上 2.6 3.4 1.1 2.4
無回答 2.6 3.6 4.6 2.4

年収
圏域
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(5) リフォームした住宅の入手時期・入手方法 

1) 入手時期 

リフォームした住宅の入手時期は、全体で「昭和 60 年～平成６年」が も多く、

次いで「平成７年～平成 13 年」「平成 14 年～平成 18 年」となっている。 

 問２　現在の住宅の入手時期

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

昭和39年以前 昭和40年～49年 昭和50年～59年

昭和60年～平成６年 平成７年～平成13年 平成14年～平成18年
 

 （単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

昭和39年以前 1.7 1.0 2.3 0.6
昭和40年～49年 6.1 4.9 6.9 7.7
昭和50年～59年 15.4 11.1 21.8 14.3
昭和60年～平成６年 31.5 32.7 34.5 25.6
平成７年～平成13年 24.4 26.5 18.4 27.4
平成14年～平成18年 20.9 23.7 16.1 24.4

入手時期
圏域
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2) 入手方法 

リフォームした住宅の入手方法は、全体で「注文住宅建築」が も多く、「分譲住

宅購入」「中古住宅購入」がこれに次いでいる。三大都市圏では、中京圏は「注文住

宅購入」が 64.4%と過半数を占め、「分譲住宅購入」は 17.2%と少なくなっており、

首都圏や近畿圏に比べて注文住宅の割合が多い。 

 問２　現在の住宅の入手方法

54.5

42.0

64.4

43.5

21.4

31.2

17.2

24.4

19.1

20.9

13.8

26.2 3.6

3.4

3.1

2.9

2.4

1.1

2.8

2.1サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

注文住宅建築 分譲住宅購入 中古住宅購入 中古住宅相続・贈与 その他
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(6) リフォームした住宅の建築時期 

リフォームした住宅の建築時期は、全体で昭和 50 年以降（築後 32 年以内）が多

くなっている。特に、「昭和 60 年～平成６年」（築後 12～22 年）や「平成７年～平

成 18 年」（築後１年～12 年）が も多くなっている。 

 問３　現在の住宅の建築時期

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

平成７年～平成18年 昭和60年～平成６年 昭和50年～昭和59年 昭和40年～昭和49年

昭和30年～昭和39年 昭和20年～昭和29年 昭和19年以前
 

 （単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

平成７年～平成18年 31.7 35.3 26.4 31.5
昭和60年～平成６年 34.6 35.3 32.2 29.2
昭和50年～昭和59年 21.5 19.3 28.7 25.0
昭和40年～昭和49年 9.0 8.0 9.2 11.3
昭和30年～昭和39年 1.2 1.3 0.0 0.6
昭和20年～昭和29年 0.3 0.0 0.0 0.6
昭和19年以前 1.7 0.8 3.4 1.8

建築時期
圏域
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(7) 前回のリフォーム時期 

前回のリフォーム時期を見ると、全体で「今回が初めて」の世帯が 41.7％と も

多く、「５年以内」「10 年以内」がこれに次いでいる。 

 問４　前回のリフォームの時期

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

今回が初めて 5年以内 10年以内 15年以内 20年以内 20年より以前 不明
 

 （単位　：　％）

サンプル
合計

首都圏 中京圏 近畿圏

今回が初めて 41.7 42.5 39.1 42.3
5年以内 37.7 37.9 39.1 36.9
10年以内 10.2 9.0 10.3 8.3
15年以内 4.3 5.2 5.7 7.1
20年以内 0.9 0.5 2.3 1.2
20年より以前 1.0 0.5 0.0 1.2
不明 4.3 4.4 3.4 3.0

前回の
リフォーム時期

圏域
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9.2 リフォームの種類・内容 
 

(1) リフォームの種類 

リフォームを実施した世帯について、増築、改築、模様替えのうち、実施した工

事の内訳を見ると、全てにおいて「模様替えなど」が 80％以上と も多くなってい

る。次いで「改築」「増築」となっており、住宅の一部取り壊しや床面積の増加を伴

うような大規模なリフォームはあまり実施されていない。 

 問５　リフォームの種類

7.2

5.9

10.3

4.8

8.0

7.7

8.0

7.1

84.9

86.3

81.6

88.1

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

増築 改築 模様替えなど
 

増築 ： 住宅の床面積を増加させる工事 
改築 ： 住宅の一部を取り壊して改めて住宅部分を建築する工事（ただし、新たに建築した部分の面

積が、取り壊した部分の面積を超えない工事） 
模様替えなど ： 内装の模様替え、屋根のふき替え、間取りの変更、設備の改善など床面積を増加さ

せたり住宅の一部を取り壊したりせずに行う工事 
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(2) リフォームの内容 

1) リフォームの内容 

実施したリフォームの内容を具体的に見ると、全体で「住宅内の設備の改善・変

更」が も多く、「内装の模様替えなど」「住宅外の改善・変更」の順となっている。 

問６　リフォームの内容　（複数回答）
サンプル合計（N=1030）

52.7

49.3

41.8

18.4

17.6

11.2

9.9

4.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅内の設備の
改善・変更

内装の模様替えなど

住宅外の改善・変更

冷暖房設備等の変更

壁の位置を変更するなど
間取りの変更

高齢者等に配慮し
段差をとるなど

住宅の構造に関する
改善・変更

その他

（％）
問６　リフォームの内容　（複数回答）
首都圏（N=388）

53.1

48.2

39.7

17.3

14.7

9.5

8.2

5.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅内の設備の
改善・変更

内装の模様替えなど

住宅外の改善・変更

冷暖房設備等の変更

壁の位置を変更するなど
間取りの変更

高齢者等に配慮し
段差をとるなど

住宅の構造に関する
改善・変更

その他

（％）

問６　リフォームの内容　（複数回答）
中京圏（N=87）

52.9

51.7

39.1

19.5

16.1

10.3

9.2

3.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

内装の模様替えなど

住宅内の設備の
改善・変更

住宅外の改善・変更

壁の位置を変更するなど
間取りの変更

冷暖房設備等の変更

住宅の構造に関する
改善・変更

高齢者等に配慮し
段差をとるなど

その他

（％）
問６　リフォームの内容　（複数回答）
近畿圏（N=168）

57.1

55.4

35.1

22.6

16.1

12.5

11.3

5.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅内の設備の
改善・変更

内装の模様替えなど

住宅外の改善・変更

冷暖房設備等の変更

壁の位置を変更するなど
間取りの変更

高齢者等に配慮し
段差をとるなど

住宅の構造に関する
改善・変更

その他

（％）

 
 



９．リフォーム住宅の調査結果＜参考＞ 

 157

2) リフォームの内容（住宅内設備について） 

今回実施したリフォームの内容のうち、「住宅内の設備の改善・変更」とした人の

具体的な内容を見ると、全体で「台所・便所・浴室等の設備を改善した」が も多

く、９割以上を占めている。 

 問６－１　住宅内設備の改善・変更の内容
（複数回答）　サンプル合計（N=543）

92.6

28.2

26.3

9.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

台所・便所・浴室等の
設備を改善した

窓・扉などの建具を
取り替えた

収納スペースの改善・
増加を行った

防犯・安全設備を
設置した

（％）
 問６－１　住宅内設備の改善・変更の内容
（複数回答）　首都圏（N=206）

91.7

27.2

24.8

11.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

台所・便所・浴室等の
設備を改善した

収納スペースの改善・
増加を行った

窓・扉などの建具を
取り替えた

防犯・安全設備を
設置した

（％）

 問６－１　住宅内設備の改善・変更の内容
（複数回答）　中京圏（N=45）

97.8

35.6

31.1

11.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

台所・便所・浴室等の
設備を改善した

収納スペースの改善・
増加を行った

窓・扉などの建具を
取り替えた

防犯・安全設備を
設置した

（％）
 問６－１　住宅内設備の改善・変更の内容
（複数回答）　近畿圏（N=96）

96.9

29.2

27.1

9.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

台所・便所・浴室等の
設備を改善した

窓・扉などの建具を
取り替えた

収納スペースの改善・
増加を行った

防犯・安全設備を
設置した

（％）
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3) リフォームの内容（住宅の構造について） 

今回実施したリフォームの内容のうち、「住宅の構造に関する改善・変更」とした

人の具体的な内容を見ると、全体で「基礎・構造の補強を行った」が 64.7％と も

多くなっている。次いで「断熱工事・結露防止工事等を行った」となっている。 

 問６－２　住宅の構造の改善・変更の内容
（複数回答）　サンプル合計
（N=102）

64.7

42.2

23.5

20.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

基礎・構造の補強
を行った

断熱工事、結露防止工事
等を行った

防音・遮音工事を行った

耐震改修工事を行った

（％）
 問６－２　住宅の構造の改善・変更の内容
（複数回答）　首都圏
（N=32）

65.6

37.5

25.0

21.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

基礎・構造の補強
を行った

断熱工事、結露防止工事
等を行った

耐震改修工事を行った

防音・遮音工事を行った

（％）

 問６－２　住宅の構造の改善・変更の内容
（複数回答）　中京圏
（N=9）

55.6

55.6

44.4

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

断熱工事、結露防止工事
等を行った

基礎・構造の補強
を行った

防音・遮音工事を行った

耐震改修工事を行った

（％）
 問６－２　住宅の構造の改善・変更の内容
（複数回答）　近畿圏
（N=19）

68.4

36.8

26.3

21.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

基礎・構造の補強
を行った

断熱工事、結露防止工事
等を行った

耐震改修工事を行った

防音・遮音工事を行った

（％）

 



９．リフォーム住宅の調査結果＜参考＞ 

 159

4) リフォームの内容（冷暖房等設備について） 

今回実施したリフォームの内容のうち、「冷暖房設備等の変更」とした人の具体的

な内容を見ると、全体で「冷暖房設備を改善・設置した」が 89.5％と も多くなっ

ている。次いで「給排水管の修理や交換を行った」となっている。 
 問６－３　冷暖房設備等の変更の内容　（複数回答）
サンプル合計（N=190）

89.5

43.2

21.6

7.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

冷暖房設備を
改善・設置した

給排水管の修理や
交換を行った

電気温水器の設置

太陽光発電や
太陽熱温水器の設置

（％）
 問６－３　冷暖房設備等の変更の内容　（複数回答）
首都圏（N=67）

91.0

41.8

17.9

6.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

冷暖房設備を
改善・設置した

給排水管の修理や
交換を行った

電気温水器の設置

太陽光発電や
太陽熱温水器の設置

（％）

 問６－３　冷暖房設備等の変更の内容　（複数回答）
中京圏（N=14）

92.9

57.1

28.6

7.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

冷暖房設備を
改善・設置した

給排水管の修理や
交換を行った

電気温水器の設置

太陽光発電や
太陽熱温水器の設置

（％）
 問６－３　冷暖房設備等の変更の内容　（複数回答）
近畿圏（N=38）

89.5

50.0

21.1

2.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

冷暖房設備を
改善・設置した

給排水管の修理や
交換を行った

電気温水器の設置

太陽光発電や
太陽熱温水器の設置

（％）
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(3) リフォームの部位 

リフォームを実施した部位は、全体で「キッチン」「浴室」「トイレ」「外壁」「屋

根」「居間」「給湯器」「ダイニング」がそれぞれ 20％以上を占めており、日常使用す

る共有スペースのリフォームが多いことがわかる。中京圏では、「外壁」が も多く

42.5％となっている。 
また、「その他」として挙げられた部位のうち、主要なものは、「廊下」、「ベラン

ダ」、「洗面所」、「階段」、「庭」となっている。 
 問７　リフォームの部位 （複数回答）　サンプル合計
（N=1030）

41.6

36.5

36.0

34.9

27.6

26.0

21.2

20.2

15.0

12.4

11.8

11.5

11.0

8.0

7.4

7.3

3.1

6.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

キッチン

浴室

トイレ

外壁

屋根

居間

給湯器

ダイニング

玄関

子供部屋

収納

主寝室

和室

すべての部屋

車庫・物置

門・へい

高齢者居室

その他

（％）  問７　リフォームの部位　（複数回答）　首都圏
（N=388）

42.0

37.9

37.6

36.6

28.6

27.1

21.1

21.1

13.9

12.9

12.4

12.1

11.6

9.0

8.8

6.7

2.6

5.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

キッチン

トイレ

浴室

外壁

屋根

居間

ダイニング

給湯器

子供部屋

玄関

収納

主寝室

和室

すべての部屋

門・へい

車庫・物置

高齢者居室

その他

（％）

 問７　リフォームの部位　（複数回答）　中京圏
（N=87）

42.5

39.1

34.5

34.5

28.7

23.0

23.0

21.8

16.1

16.1

14.9

14.9

10.3

10.3

8.0

3.4

3.4

2.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

外壁

キッチン

浴室

トイレ

居間

ダイニング

屋根

給湯器

主寝室

車庫・物置

子供部屋

玄関

和室

収納

門・へい

すべての部屋

高齢者居室

その他

（％）  問７　リフォームの部位　（複数回答）　近畿圏
（N=168）

48.2

45.8

39.3

28.0

26.8

25.0

24.4

20.2

14.9

12.5

11.3

10.7

9.5

9.5

8.9

6.0

3.0

9.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

キッチン

浴室

トイレ

給湯器

外壁

居間

ダイニング

屋根

玄関

すべての部屋

収納

子供部屋

主寝室

和室

門・へい

車庫・物置

高齢者居室

その他

（％）
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(4) リフォームの動機 

リフォームの動機は、全体で「住宅がいたんだり汚れたりしていた」が 48.9％と

も多く、次いで「台所・浴室などの設備が不十分だった」「家を長持ちさせるため」

「不満はなかったがよい住宅にしたかった」が 10％を超えている。 
また、「その他」として挙げられた動機は、「使い勝手改善のため」、「設備が古く

なったため」等となっている。 
 問８　リフォームの動機 （複数回答） サンプル合計
（N=1030）

48.9

35.9

29.0

11.8

9.3

7.7

5.9

4.7

3.9

3.0

12.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅がいたんだり
汚れたりしていた

台所、浴室、給湯器などの
設備が不十分だった

家を長持ちさせるため

不満はなかったが
よい住宅にしたかった

家族や自分の老後に
備えるため

子供の成長に備えるため

住宅が狭かった

介護のため

家族人数が変わったため

耐震性がなかったから

その他

（％）  問８　リフォームの動機　（複数回答）　首都圏
（N=388）

51.0

34.3

30.2

11.9

8.0

8.0

4.1

3.6

3.4

3.4

11.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅がいたんだり
汚れたりしていた

台所、浴室、給湯器などの
設備が不十分だった

家を長持ちさせるため

不満はなかったが
よい住宅にしたかった

子供の成長に備えるため

家族や自分の老後に
備えるため

住宅が狭かった

介護のため

耐震性がなかったから

家族人数が変わったため

その他

（％）

 問８　リフォームの動機　（複数回答）　中京圏
（N=87）

52.9

40.2

28.7

11.5

8.0

8.0

5.7

5.7

2.3

2.3

13.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅がいたんだり
汚れたりしていた

台所、浴室、給湯器などの
設備が不十分だった

家を長持ちさせるため

不満はなかったが
よい住宅にしたかった

住宅が狭かった

子供の成長に備えるため

家族や自分の老後に
備えるため

家族人数が変わったため

耐震性がなかったから

介護のため

その他

（％）  問８　リフォームの動機　（複数回答）　近畿圏
（N=168）

47.6

41.7

25.0

10.1

8.3

7.7

4.8

4.8

3.6

2.4

11.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

住宅がいたんだり
汚れたりしていた

台所、浴室、給湯器などの
設備が不十分だった

家を長持ちさせるため

不満はなかったが
よい住宅にしたかった

家族や自分の老後に
備えるため

子供の成長に備えるため

住宅が狭かった

介護のため

耐震性がなかったから

家族人数が変わったため

その他

（％）
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(5) リフォームの工事期間 

リフォームの工事期間は、全体で「１週間以内」が 40.3％と も多く、「２週間以

内」がこれに次いで多くなっている。 

 問９　リフォームの工事期間

40.3

42.3

33.3

41.7

24.4

24.7

17.2

25.0

22.2

20.1

33.3

22.0

5.8

5.2

9.2

7.1

4.3

4.6

4.4

3.0
1.2

2.3

3.4

3.0サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

1週間以内 2週間以内 1か月以内 2か月以内 3か月以内 3か月超
 

 
(6) リフォームの施工者 

リフォームを施工したのは、全体で「現在の住宅を施工したのとは別の工務店や

住宅メーカー」が 48.6％と も多くなっている。次いで、「現在の住宅を施工した工

務店や住宅メーカー」「水道や電気などの専門工事業者」となっている。 
 問１０　リフォームの施工者

19.3

14.7

20.7

17.3

48.6

54.6

47.1

53.0

13.4

11.6

13.8

13.1

8.7

8.8

8.0

11.3

3.8

3.4

1.8

3.6

6.1

6.7

6.9

3.6

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

現在の住宅を施工した工務店やメーカー 別の工務店や住宅メーカー

水道や電気などの専門工事業者 浴槽等の販売店やメーカー

自分でやった その他
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(7) リフォーム施工業者を探した方法 

リフォーム施工業者を探した方法は、全体で「以前からつきあいのあった業者」「知

人からの紹介」が多数を占めている。 
また、「その他」として挙げられた方法としては、「不動産業者や住宅を購入した

業者」、「設備を購入した業者」、「マンション管理者からの紹介」、「近所の工務店や

知人・親戚の工務店に依頼」、「住宅展示場・ショールームで見つけた」、等があった。 
 問１１　リフォーム施工業者を探した方法　（複数回答）
サンプル合計（N=792）

36.2

31.3

12.4

9.7

8.7

3.8

1.9

0.6

9.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

以前からつきあいの
あった業者

知人からの紹介

業者の直接セールス

折り込み広告

インターネット

リフォーム雑誌

電話帳（ハローページ）

ダイレクトメール

その他

（％）  問１１　リフォーム施工業者を探した方法　（複数回答）
首都圏（N=317）

32.8

30.0

13.6

11.4

10.7

6.6

1.9

0.6

11.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

以前からつきあいの
あった業者

知人からの紹介

折り込み広告

インターネット

業者の直接セールス

リフォーム雑誌

電話帳（ハローページ）

ダイレクトメール

その他

（％）

 問１１　リフォーム施工業者を探した方法　（複数回答）
中京圏（N=66）

36.4

31.8

16.7

9.1

7.6

3.0

1.5

0.0

9.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

以前からつきあいの
あった業者

知人からの紹介

折り込み広告

業者の直接セールス

インターネット

電話帳（ハローページ）

ダイレクトメール

リフォーム雑誌

その他

（％）  問１１　リフォーム施工業者を探した方法　（複数回答）
近畿圏（N=136）

33.8

27.2

15.4

11.8

10.3

2.2

2.2

0.0

8.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

以前からつきあいの
あった業者

知人からの紹介

業者の直接セールス

インターネット

折り込み広告

電話帳（ハローページ）

リフォーム雑誌

ダイレクトメール

その他

（％）
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(8) リフォーム時に困ったこと 

リフォーム時に困ったこととしては、「見積もりが適切かどうかわからなかった」

が全体で 32.4％と も多くなっている。次いで、「費用が当初の見積もりよりもオー

バーした」「プランが適切かどうか分からなかった」となっている。 
 問１２　リフォーム時に困ったこと　（複数回答）
サンプル合計（N=1030）

32.4

19.1

16.9

14.1

10.5

8.3

5.8

2.1

1.6

1.2

3.0

40.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

見積もりが適切かどうか
わからなかった

費用が当初の見積もりより
オーバーした

プランが適切かどうか
わからなかった

信頼できる業者が
なかなか見つからなかった

工期が当初予定よりも
オーバーした

仕上がりが
予想していたものと違った

アフターケアが悪かった

近所や管理組合との
調整が大変だった

資金の借入先や借入方法が
わからなかった

リフォーム時の仮住まい

その他

特にない

（％）  問１２　リフォーム時に困ったこと　（複数回答）
首都圏（N=388）

33.0

19.3

16.2

16.0

11.1

8.0

6.7

3.1

2.8

0.8

3.1

40.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

見積もりが適切かどうか
わからなかった

費用が当初の見積もりより
オーバーした

信頼できる業者が
なかなか見つからなかった

プランが適切かどうか
わからなかった

工期が当初予定よりも
オーバーした

仕上がりが
予想していたものと違った

アフターケアが悪かった

近所や管理組合との
調整が大変だった

資金の借入先や借入方法が
わからなかった

リフォーム時の仮住まい

その他

特にない

（％）

 問１２　リフォーム時に困ったこと　（複数回答）
中京圏（N=87）

39.1

25.3

23.0

19.5

12.6

10.3

6.9

1.1

1.1

0.0

6.9

29.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

見積もりが適切かどうか
わからなかった

費用が当初の見積もりより
オーバーした

プランが適切かどうか
わからなかった

信頼できる業者が
なかなか見つからなかった

工期が当初予定よりも
オーバーした

仕上がりが
予想していたものと違った

アフターケアが悪かった

近所や管理組合との
調整が大変だった

リフォーム時の仮住まい

資金の借入先や借入方法が
わからなかった

その他

特にない

（％）  問１２　リフォーム時に困ったこと　（複数回答）
近畿圏（N=168）

35.1

19.0

17.3

13.1

10.1

8.3

5.4

3.0

1.8

0.6

1.8

36.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

見積もりが適切かどうか
わからなかった

プランが適切かどうか
わからなかった

費用が当初の見積もりより
オーバーした

信頼できる業者が
なかなか見つからなかった

仕上がりが
予想していたものと違った

工期が当初予定よりも
オーバーした

アフターケアが悪かった

近所や管理組合との
調整が大変だった

資金の借入先や借入方法が
わからなかった

リフォーム時の仮住まい

その他

特にない

（％）
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9.3 資金調達方法 
 
(1) リフォーム資金 

リフォーム資金とリフォーム資金内訳を見ると、リフォーム資金総額の平均は全

体で 277.9 万円となっている。 
自己資金の内訳は、全体で「預貯金・退職金等」により自己資金の大部分をまか

なっている。 
借入金の内訳は、全体で「民間金融機関」によるものが も多い。 

 問１８　リフォーム資金の内訳（平均）

209.7

227.1

277.0

217.3

68.3

77.6

58.0

51.5

サンプル合計（N=821）

首都圏（N=318）

中京圏（N=72）

近畿圏（N=129）

（万円）

A．自己資金の合計 B．借入金の合計

上段　：　合計
下段　：　自己資金比率

277.9万円

75.4%

304.7万円

74.5%

335.0万円

82.7%

268.8万円

80.9%

 

 問１８　リフォーム資金の内訳
　　　　　自己資金、借入金

サンプル合計（N=821）

首都圏（N=318）

中京圏（N=72）

近畿圏（N=129）

（％）

(ｱ)預貯金・有価証券売却代金・退職金 (ｲ)不動産売却

(ｳ)贈与 (ｴ)遺産相続

(ｵ)その他 (ｶ)住宅金融支援機構

(ｷ)その他公的機関 (ｸ)勤務先

(ｹ)民間金融機関 (ｺ)親､兄弟姉妹など親族､知人

(ｻ)その他
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（単位　：　％）
サンプル

合計
首都圏 中京圏 近畿圏

A．自己資金の合計 75.4 74.5 82.7 80.9
(ｱ)預貯金・有価証券の売却代金・退職金 64.2 63.6 64.0 64.2
(ｲ)不動産売却 3.5 6.9 0.8 0.0
(ｳ)贈与 1.1 0.2 8.7 0.0
(ｴ)遺産相続 2.5 1.9 3.2 4.8
(ｵ)その他 4.1 1.9 5.9 11.8

B．借入金の合計 24.6 25.5 17.3 19.1
(ｶ)住宅金融支援機構融資（直接融資） 6.6 8.4 1.1 1.4
(ｷ)その他公的機関＊からの借入金 2.1 0.5 8.3 1.2
(ｸ)勤務先からの借入金 1.0 0.4 2.5 2.6
(ｹ)民間金融機関ローン 12.2 13.3 5.1 13.2
(ｺ)親､兄弟など親族､知人からの借入金 2.4 2.9 0.0 0.4
(ｻ)その他 0.1 0.1 0.2 0.3

C．リフォーム資金総額 100.0 100.0 100.0 100.0
＊雇用・能力開発機構、地方公共団体等  
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(2) リフォーム資金借入金の返済期間 

リフォーム資金借入金の平均返済期間は、全体で 14.2 年となっており、「住宅金融

支援機構」「勤務先」からの借入金返済期間は、15 年以上となっている。 
 問１８　リフォーム資金返済期間（平均）
サンプル合計

18.1

16.7

12.3

11.7

9.9

16.6

0.0 20.0 40.0 60.0

(ｶ)住宅金融支援機構(N=20)

(ｸ)勤務先(N=11)

(ｹ)民間金融機関(N=60)

(ｷ)その他公的機関(N=19)

(ｺ)親、兄弟姉妹など
親族、知人(N=17)

(ｻ)その他(N=5)

（年）  問１８　リフォーム資金返済期間（平均）
首都圏

20.3

18.3

15.4

15.3

12.4

50.0

0.0 20.0 40.0 60.0

(ｶ)住宅金融支援機構(N=6)

(ｸ)勤務先(N=4)

(ｹ)民間金融機関(N=19)

(ｷ)その他公的機関(N=6)

(ｺ)親、兄弟姉妹など
親族、知人(N=7)

(ｻ)その他(N=1)

（年）

 問１８　リフォーム資金返済期間（平均）
中京圏

15.5

12.6

5.3

3.7

1.0

1.0

0.0 20.0 40.0 60.0

(ｸ)勤務先(N=2)

(ｹ)民間金融機関(N=5)

(ｷ)その他公的機関(N=3)

(ｶ)住宅金融支援機構(N=3)

(ｺ)親、兄弟姉妹など
親族、知人(N=1)

(ｻ)その他(N=1)

（年）  問１８　リフォーム資金返済期間（平均）
近畿圏

25.0

20.0

15.0

11.0

3.0

7.0

0.0 20.0 40.0 60.0

(ｶ)住宅金融支援機構(N=2)

(ｸ)勤務先(N=2)

(ｷ)その他公的機関(N=1)

(ｹ)民間金融機関(N=7)

(ｺ)親、兄弟姉妹など
親族、知人(N=1)

(ｻ)その他(N=1)

（年）

 
問１８　リフォーム資金返済期間 （圏域別平均）

14.2

22.0

6.5

13.5

0 10 20 30 40

サンプル合計（N=821）

首都圏（N=318）

中京圏（N=72）

近畿圏（N=129）

（年）
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(3) 住宅ローンについて 

1) 住宅ローンの有無 

リフォーム資金（問 17）のうち、民間金融機関ローン、住宅金融支援機構融資（直

接融資）、その他公的機関や勤務先からの借り入れのいずれかがあると回答した世帯

を「住宅ローンがある世帯」として、住宅リフォームに関する住宅ローンの有無を

見た。この比率を見ると、住宅リフォームに関する住宅ローンがある世帯の比率は、

全体で 9.5％と低い水準である。 

 住宅ローンの有無

9.5

7.7

11.5

6.0

70.2

74.2

71.3

70.8

20.3

18.0

17.2

23.2

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

住宅ローンがある 住宅ローンはない 無回答
 

 
2) 住宅ローン減税適用の有無 

リフォームに関する住宅ローンを有する世帯のうち、住宅ローン減税適用を受け

ている世帯の比率は、全体で 48.0％である。 

 問１９－２　住宅ローン減税適用の有無

48.0

56.7

20.0

70.0

52.0

43.3

80.0

30.0

サンプル合計（N=98）

首都圏（N=30）

中京圏（N=10）

近畿圏（N=10）

（％）

受けている 受けていない
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3) 年間支払額と返済負担率 

リフォームした住宅に関する住宅ローンの額の平均は、全体で 111.9 万円となって

いる。また、年収に対する住宅ローンの返済負担率は、全体で 18.3%である。 

 問１９－１　住宅ローン年間支払額（平均）と返済負担率（平均）

111.9
117.7

93.2

108.1

18.3
19.8

15.5 16.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

サンプル合計
（N=94）

首都圏
（N=31）

中京圏
（N=9）

近畿圏
（N=11）

（
年

間
支

払
額

：
万

円
）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

（
返

済
負

担
率

：
%
）

年間支払額

返済負担率
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(4) 民間金融機関への融資申込 

1) 民間金融機関への融資申込の有無 

民間金融機関への融資申込の有無を見ると、申し込んだ人は全体で 18.0％となっ

ている。リフォーム資金総額が全体で 111.9 万円と少ないことから、融資利用の必要

性が低かったためと考えられる。 

 問２１　民間金融機関への融資申込の有無

82.0

82.7

92.0

82.7

18.0

17.3

8.0

17.3

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

申し込みをしなかった 申し込みをした
 

 
2) 民間金融機関からの希望額融資 

民間金融機関に融資を申し込んだ人について、希望額融資を断られた経験の有無

を見ると、全体で 81.1％の人が「断られた経験はない」としている。一方、希望額

融資を断られた経験のある人は、全体で「融資減額でないと融資不可」「融資は一切

不可」共に、10.8％となっている。 
 問２１－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　サンプル合計（N=185）

81.1

10.8

10.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

断られた経験はない

融資額減でないと
融資不可

融資は一切不可

（％）

 問２１－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　首都圏（N=67）

80.6

11.9

9.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

断られた経験はない

融資は一切不可

融資額減でないと
融資不可

（％）

 問２１－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　中京圏（N=7）

57.1

28.6

14.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

断られた経験はない

融資額減でないと
融資不可

融資は一切不可

（％）
 問２１－１　希望額融資を断られた経験の有無
（複数回答）　近畿圏（N=29）

79.3

17.2

3.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

断られた経験はない

融資額減でないと
融資不可

融資は一切不可

（％）
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民間金融機関に融資を申し込んだ人のうち、「融資減額でないと融資不可」として

希望額融資を断られた経験を有する人について、その理由と考えられるものを見る

と、「年収」「年齢」が多く挙げられている。 

 問２１－２　希望額融資を断られた理由　（複数回答）
サンプル合計（N=35）

48.6

42.9

25.7

17.1

17.1

14.3

14.3

11.4

11.4

11.4

8.6

5.7

5.7

2.9

2.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

年収

年齢

勤続年数

返済負担率

他の債務の状況

所有資産

勤務先の規模

業種

勤務形態

担保評価額

家族構成

金融機関との取引状況

わからない

健康状態

その他

（％）

 
 
また、希望額融資を断られた経験のある人が、結果として融資を受けられたかど

うかを見ると、全体では「 終的に希望額融資を受けることができた」が 62.9%で、

「 終的に減額した融資を受けることができた」の 28.6％を大きく上回っている。

「 終的に減額した融資を受けることができた」人の資金調達方法を見ると、「不足

分は自己資金でまかなった」は 84.6％、「他の金融機関で融資を受けた」は 7.7%で

ある。 
 問２１－２　民間金融機関からの希望額融資の可否
サンプル合計（N=35）

62.9%

28.6%

8.6% 終的に希望額融
資を受けることがで
きた　

終的に減額した
融資を受けることが
できた

終的に融資を受
けられなかった

 問２１－２　融資を受けられなかった資金の調達方法
サンプル合計（N=13）

84.6%

7.7%

7.7%

自己資金でまかなっ
た　　

他の金融機関で融資
を受けた

その他
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(5) 民間金融機関借入金の金利タイプ 

民間金融機関借入金の金利タイプは、全体で「変動金利型」が 35.1%を占め、

も多くなっている。 
 問２０　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　サンプル合計（N=57）

35.1

15.8

14.0

12.3

10.5

10.5

5.3

1.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

変動金利型

固定金利期間選択型
（3年以下）

固定金利期間選択型
（5年）

全期間固定金利型
（10年超）

固定金利期間選択型
（10年以下（2及び3を除く））

固定金利期間選択型
（10年超）

全期間固定金利型
（10年以下）

無回答

（％）
 問２０　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　首都圏（N=18）

44.4

22.2

22.2

11.1

5.6

5.6

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

変動金利型

固定金利期間選択型
（3年以下）

固定金利期間選択型
（10年超）

固定金利期間選択型
（5年）

固定金利期間選択型
（10年以下（2及び3を除く））

全期間固定金利型
（10年超）

全期間固定金利型
（10年以下）

無回答

（％）

 問２０　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　中京圏（N=5）

40.0

20.0

20.0

20.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

変動金利型

固定金利期間選択型
（5年）

固定金利期間選択型
（10年以下（2及び3を除く））

全期間固定金利型
（10年以下）

固定金利期間選択型
（3年以下）

固定金利期間選択型
（10年超）

全期間固定金利型
（10年超）

無回答

（％）
 問２０　民間金融機関借入金の金利タイプ
（複数回答）　近畿圏（N=6）

33.3

16.7

16.7

16.7

0.0

0.0

0.0

16.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

変動金利型

固定金利期間選択型
（3年以下）

固定金利期間選択型
（10年以下（2及び3を除く））

全期間固定金利型
（10年超）

固定金利期間選択型
（5年）

固定金利期間選択型
（10年超）

全期間固定金利型
（10年以下）

無回答

（％）
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9.4 リフォーム前後の比較 
 
(1) 延べ床面積 

リフォーム後の延べ床面積は、全体で 4.5 ㎡増となっている。 

 問１３－１　住宅の延べ床面積（平均）

107.5

102.8

121.1

95.3

112.0

105.3

124.0

103.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 120.0 140.0

サンプル合計（前=935）
　　　　　　（後=933）

首都圏（前=350）
　　　（後=349）

中京圏（前= 78）
　　　（後= 78）

近畿圏（前=154）
　　　（後=153）

（㎡）

リフォーム前 リフォーム後
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(2) 高齢者対応設備 

リフォーム後の住宅において、全体で高齢者対応設備の整備率は増加しているも

のの、「手すり」35.7％、「段差のない室内」28.2％、「廊下などが車椅子で通行可能

な幅」18.1％に留まっている。さらに「全ての設備」を備えている住宅は 8.1％にす

ぎず、整備が進んでいない。 
 問１３－２　高齢者対応設備　（複数回答）
手すり

22.3

21.6

18.4

20.8

35.7

31.4

34.5

34.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

リフォーム前 リフォーム後

 問１３－２　高齢者対応設備　（複数回答）
段差のない室内

19.8

17.8

17.2

18.5

28.2

25.5

24.1

29.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

リフォーム前 リフォーム後

 問１３－２　高齢者対応設備　（複数回答）
廊下などが車椅子で通行可能な幅

16.8

16.2

17.2

14.3

18.1

17.5

18.4

17.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

リフォーム前 リフォーム後

 問１３－２　高齢者対応設備　（複数回答）
全ての設備

5.3

4.6

4.6

4.2

8.1

6.2

9.2

8.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

リフォーム前 リフォーム後
 

 
(3) 省エネ設備 

リフォーム後の住宅において、全体で省エネ設備の整備率は増加しているものの、

「二重サッシ」23.8％、「太陽光発電」5.5％に留まっており、整備が進んでいない。 

 問１３－３　省エネ設備　（複数回答）
二重サッシ

16.8

12.4

16.1

14.3

23.8

18.3

24.1

21.4

0.0 10.0 20.0 30.0

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

リフォーム前 リフォーム後

 問１３－３　省エネ設備　（複数回答）
太陽光発電

2.4

1.8

4.6

1.2

5.5

3.9

6.9

3.0

0.0 10.0 20.0 30.0

サンプル合計（N=1030）

首都圏（N=388）

中京圏（N=87）

近畿圏（N=168）

（％）

リフォーム前 リフォーム後  
 


